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1．自己点検・評価の基礎資料 

 

（1）学校法人及び短期大学の沿革  

 

学 校 法 人 の 沿 革 ( 概 要 )        学校法人名 長野家政学園 

年 月 日 概   要 

昭和 32 年 2 月 20 日 学校法人家政学園設置認可  

昭和 32 年 2 月 28 日 長野女子高等学校設置認可  

昭和 42 年 1 月 28 日 長野家政学園と改名  文部大臣所管の学校法人となる  

昭和 42 年 1 月 28 日 長野女子短期大学家政学科設置認可(入学定員 100 名) 

昭和 42 年 4 月 1 日 長野女子短期大学開設 初代学長 小林倭文先生就任  

昭和 49 年 1 月 26 日 家政科の中に家政専攻、被服専攻の課程を設置認可  

昭和 49 年 4 月 1 日 長野女子短期大学家政科を家政学科と名称変更  

昭和 51 年 2 月 12 日 学生入学定員専攻認可(入学定員 150 名) 

昭和 57 年 4 月 1 日 初代学長 小林倭文先生名誉学長に就任、二代学長 小林士

朗先生就任 

平成元年 4 月 1 日 長野女子短期大学家政学科を生活科学科と名称変更  

平成 9 年 4 月 1 日 生活科学科を生活科学専攻(入学定員 105 名)と食物栄養専

攻(入学定員 45 名)に分離 

平成 15 年 4 月 1 日 生活福祉専攻設置 生活科学科生活科学専攻を生活科学専

攻(入学定員 65 名)と生活福祉専攻(入学定員 40 名)に分離 

平成 18 年 3 月 3 日 保育士養成施設として厚生労働大臣より認可  

平成 18 年 4 月 1 日 児童福祉専攻設置 生活科学科生活科学専攻の募集を停止

(入学定員 0 名) 児童福祉専攻(入学定員 40 名)に分離 

食物栄養専攻(入学定員 45 名) 生活福祉専攻(入学定員 40

名) 

児童福祉専攻(入学定員 40 名)の 3 専攻となる 

平成 21 年 6 月 9 日 学生入学定員変更の届出(入学定員 100 名、うち児童福祉専

攻 25 名、生活福祉専攻 30 名、食物栄養専攻 45 名) 

平成 22 年 12 月 22 日 学生入学定員変更の届出(児童福祉専攻の募集を停止、入学

定員総数を 75 名とする) 

平成 23 年 3 月 24 日 財団法人短期大学基準協会による第三者評価の結果、「適格」

と認定される 

平成 24 年 12 月 20 日 理事長兼学長 小林士朗先生逝去(12 月 11 日)、新理事長 

小林健治先生 新学長 荻原和夫先生就任  

平成 27 年 4 月 1 日 四代学長 山浦悦子先生就任  

平成 29 年 11 月 30 日 学生入学定員変更の届出(入学定員 75 うち生活福祉専攻 20

名 
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（2）学校法人の概要  

     学校法人が設置するすべての教育機関の名称、所在地、収容定員及び在籍者数 

       

                                令和 3 年 5 月 1 日現在 

教育機関名 所在地 入学定員 収容定員 在籍者数 

長野女子短期大学 
〒380－0803 

長野県長野市三輪 9 丁目 11 番 29 号 
55 130 99 

長野女子高等学校 
〒380－0803 

長野県長野市三輪 9 丁目 30 番 18 号 95 305 132 

 

 

  

食物栄養専攻 55 名) 

平成 30 年 3 月 9 日 一般財団法人短期大学基準協会による第三者評価の結果「適

格」と認定される  

平成 30 年 4 月 1 日 五代学長 小宮山直道先生就任  

令和３年４月１日 六代学長 小林健雄先生就任 
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（3）学校法人・短期大学の組織図  

令和 3（2021）年 5 月 1 日現在 

 

 

令和３年度 学校法人長野家政学園 長野女子短期大学 組織図 令和3年5月1日現在

総務課

学務部 食物栄養  専攻

総務企画

学長・事務局長

学務部長・総合戦

略室長・総務部

長・教務部長

生活福祉   専攻

学年会

理事会 総合戦略室

教務委員会

紀要・研究委員会

自己点検評価委員会

評議員会 FD委員会

理事長 学長 公開講座委員会

教務部 教務学生課

監事

事務局

総務部

会計課

学食運営委員会

情報システム委員会

SD委員会

個人情報保護委員会

教授の会

拡大教授会

進路指導課

入試企画課

学生募集・入試委員

会

広報委員会

図書館
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(4）立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ  

■ 立地地域の人口動態（短期大学の立地する周辺地域の趨勢）  

 本学の所在する長野県長野市は、県の北部に位置し、県庁所在地であるとともに、古

くから善光寺の門前町として栄えてきた。市の人口は約 37 万人であり、県の人口の約

18％を占め、県下最大の都市である。県の人口は減少傾向にあるが、市についても同

様に減少している状態である。  

本学の最寄り駅である長野電鉄線本郷駅は、長野駅から電車で約 6 分の距離にある。

本学は、本郷駅から徒歩約 7 分のところで、閑静な住宅街の中に位置している。  

 

長野県・長野市の人口の推移                  

地

域 

平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 

人口 

(千人) 

趨勢 

（％） 

人口 

(千人) 

趨勢 

（％） 

人口 

(千人) 

趨勢 

（％） 

人口 

(千人) 

趨勢 

（％） 

人口 

(千人) 

趨勢 

（％） 

長

野

市 

376 100.0 374 99.5 372 98.9 370 98.4 368 97.8 

長

野

県 

2,088 100.0 2,076 99.4 2,063 98.8 2,049 98.1 2,034 97.4 

  (長野県毎月人口異動調査－各年 10 月 1 日現在) 

 

 

 

 

 

■ 学生の入学動向：学生の出身地別人数及び割合  

入学生数には増減があるが、これは介護福祉士を養成する生活福祉専攻の入学者の

増減に拠るところが大きく、栄養士を養成する食物栄養専攻も 2018 年以降は定員を満

たしていない。 

出身地別にみると北信地域（長野市、須坂市、中野市、飯山、千曲市などの県北部）

出身者が全体の 60％前後、東信地域（上田市、小諸市、佐久市などの県東部）が 20％

前後で推移しており、両者で全体の 80％以上を占めている。自宅からの通学生が多い。

他、中信地域（松本市、安曇野市、大町市、塩尻市などの県西部）が 10％前後で推移

している。この地域からも自宅から通学している入学生が多い。南信地域（岡谷市、諏

訪市、茅野市、伊那市、飯田市などの県南部）及び県外（新潟県、群馬県）からもわず

かではあるが、入学している。  
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入学生の出身地 

地域 

平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

北信 39 61.9 36 63.1 30 54.5 28 66.7 38 61.3 

東信 16 25.4 13 22.8 16 29.1 8 19.0 12 19.4 

中信 3 4.8 6 10.5 8 14.5 3 7.1  8 13.0 

南信 2 3.1 1 1.8 0 0.0 0 0.0  1  1.6 

県外 3 4.8 1 1.8 1 1.8 3 7.1  3  4.8 

合計 63 100. 57 100. 55 100. 42 100. 62 100 

 

■ 地域社会のニーズ  

本学学生の就職については、ここ 10 年間、就職指導課に登録した学生の全てが就職

をし、その内定者の多くは地元に就職をしている。  

 食物栄養専攻については、過去 5 年間では 80%以上が栄養士資格で就職をしており、

そのうち、約 95%が給食受託会社への就職となっている。これは、病院や福祉施設な

どが給食部門を外部の専門企業への委託化を図っていることの現われである。また、

栄養士以外での就職についても食品製造・加工や販売、飲食関係の他、一般企業、自治

体等へ就職もしている。  

 生活福祉専攻については、そのほとんどが介護福祉士資格で老人福祉施設を中心に、

障害者施設や病院にも就職している。  

 両専攻とも地域からのニーズは高く、ことに介護福祉士は、全国的にも介護にあた

る職員の不足が指摘される中で、本学を取り巻く地域でも需要は高い。  

 

■ 地域社会の産業の状況  

本学の所在する長野市は県北部の犀川と千曲川が合流する善光寺平のほぼ中央に位

置しており、南北に開け、東西は山並があり、善光寺、戸隠などの各観光地への表玄関

となっている。 

 産業は、「長野地域産業活性化基本計画」(長野地域産業活性化協議会)によると、「地

域の特色は、機械、電機、情報、電子、精密がバランスよく存在する産業構造となって

いる。その一方では、平成 20 年頃からの経済グローバル化等による産業構造の急速な

進展や金融不安などによる雇用の減少で地域中小企業の衰退がみられた。このような

中で、大学との協同による新たな事業展開を目指す企業も現れ、また、古くから味噌や

醤油、日本酒など、地場産業として食品製造業が盛んである。さらに、地域資源である

りんご、もも、ぶどうなどの農産物を加工する食品・飲料メーカーも多く存在し、きの

こや果樹、花木などの品種改良に取り組む企業等も見られる。このほか、近年では、情

報通信関連産業の立地が進んでいる」(要約)とある。 
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（5）課題等に対する向上・充実の状況  

①前回の評価結果における三つの意見の「工場・充実のための課題」で指摘された事項へ

の対応について記述してください（基準別評価票における指摘への対応は任意） 

(a) 改善を要する事項（向上・充実のための課題）  

学習成果については、各専攻課程とも「卒業の認定に関する方針」の中で捉えその

到達目標を示しているが、学習成果としては明示されていないので、明確にされた

い。 

 

(b) 対策 

学生便覧の教育方針の項目の中で、食物栄養専攻と生活福祉専攻の学習成果につい

て公表する。 

 

(c) 成果 

両専攻課程ともに学習成果について明示することができる。 

 

 

(a) 改善を要する事項（向上・充実のための課題）  

シラバスには、授業の目標、評価方法の項目がありその内容が記載されているが、

到達目標及び評価方法の具体的な割合が記載されていないので、改善が望まれる。 

 

(b) 対策 

各授業担当者は、到達目標の記載、評価方法の具体的な割合の記載をし、その内容

は改善された。 

 

(c) 成果 

到達目標の記載により、学生は授業を受講することの意義や最終的な目標が鮮明に

なり、意欲的に学習している。 

成績評価方法と評価基準の割合が具体的に示されたことにより、探求心、授業への

深度が深められた。 

 

 

(a) 改善を要する事項（向上・充実のための課題）  

学生募集要項等に入学者受け入れの方針が記載されていないので、当該短期大学が

受け入れる学生及び高等学校で習得すべき学習成果を明確にすることが望ましい。 

 

(b) 対策 

平成 29 年度(2017 年度)学生募集要項および大学案内に入学者受け入れの方針(アド

ミッション・ポリシー)を記載した。 
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(c) 成果 

短期大学が受け入れる学生及び高等学校で修得すべき学習成果を明確にすること

ができた。 

 

 

 

(a) 改善を要する事項（向上・充実のための課題）  

SD 活動は始まったが規程が整備されていないため、作成して組織的・継続的に行

うことが望ましい。  

 

(b) 対策 

長野女子短期大学諸規定の中に、平成 28 年度に「SD(スタッフ・ディベロップメン

ト)に関する規程」を制定した(平成 29 年 4 月 1 日施行)。 

 

 

(c) 成果 

規程に基づき SD 活動が適切に行われている。  

 

 

 

(a) 改善を要する事項（向上・充実のための課題）  

余裕資金は十分あるものの、学校法人全体の事業活動収支が過去 3 年間、短期大学

部門で過去 2 年間、支出超過であるので、収支バランスの改善が望まれる。  

 

 

(b) 対策 

収入の減少は、学生数の減少が主要因である。  

学生数減少は、生活福祉専攻の入学生減少が主な要因である。食物栄養専攻は入学

定員を超える学生が応募している。そこで、令和 3 年度以降の生活福祉専攻の学生

の募集を停止することを、令和 2 年 3 月 9 日開催の理事会において決定した。  

 

(c) 成果 

生活福祉専攻の入学生数の減少に歯止めがかからず、令和２年度の入学者数はさら

に減少してしまった。しかし広報活動を活発化したこと、長野県就労援助訓練によ

る研修制度が開始されたこと等により、食物栄養専攻の入学生数は、令和 2 年度は

59 名に増加した。今後も収支バランスの改善を行っていく。  
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②上記以外で、改善を図った事項について記述してください。  

 

(a) 改善を要する事項  

なし 

(b) 対策 

 

(c) 成果 

 

 

③前回の評価結果における三つの意見の「早急に改善を要すると判断される事項」

で指摘された事項の改善後の状況等について記述してください。  

 

(a) 指摘事項及び指摘された時点での対応（「早急に改善を要すると判断される事

項」） 

(1)専攻課程ごとに人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則に定め

ていない。 

(2)学則等に規定する教授会の役割が学校教育法にのっとって規定されていない。  

(3)監事が出席していない理事会、評議員会が複数回開催され、学校法人の業務及び

財産の状況について適切に把握した監査業務が行われていない。  

(4)評議員会はすべてが理事会と同日でその直後に開催されており、理事長におい

て、あらかじめ評議員会の意見を聞くべき事項について対応がなされていない。  

(b) 改善後の状況等 

(1)短期大学設置基準にのっとって、専攻課程ごとに人材の養成に関する目的その他

の教育研究上の目的を学則に定めた。  

(2)学校教育法にのっとって、学則等に規定する教授会の役割を見直した。  

(3)理事会において、理事会・評議員会開催については必ず監事が出席することとし

た。 

(4)理事会が評議員会の意見を聞くべき事項については、評議員会の開催スケジュー

ルなどを勘案し、私立学校法にのっとり評議員会の適正な運営を図る。  

 

④評価を受ける前年度に、文部科学省の「設置計画履行状況等調査」及び「大学等設置

に係る寄附行為（変更）認可後の財務状況及び施設等整備状況調査」において指摘事項

が付された学校法人及び短期大学は、指摘事項及びその履行状況を記述してください。 

 

(a) 指摘事項 

なし 

(b) 履行状況 
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（6）短期大学の情報の公表について  

◼ 令和３（2021）年 5 月 1 日現在 

① 教育情報の公表について  

No. 事  項 公 表 方 法 等 

1 
大学の教育研究上の目的に関

すること 

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

学生募集要項  

CAMPUS GUIDE BOOK 

2 卒業認定・学位授与の方針  

ホームページ「大学概要」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/ 

 

3 教育課程編成・実施の方針  

ホームページ「大学概要」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/ 

 

4 入学者受入れの方針  

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

学生募集要項  

CAMPUS GUIDE BOOK 

5 
教育研究上の基本組織に関す

ること 

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

 

6 

教員組織、教員の数並びに各教

員が有する学位及び業績に関

すること 

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

 

7 

入学者の数、収容定員及び在学

する学生の数、卒業又は修了し

た者の数並びに進学者数及び

就職者数その他進学及び就職

等の状況に関すること  

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

 

8 

授業科目、授業の方法及び内容

並びに年間の授業の計画に関

すること 

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

CAMPUS GUIDE BOOK 

http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
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9 

学修の成果に係る評価及び卒

業又は修了の認定に当たって

の基準に関すること  

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

 

10 

校地、校舎等の施設及び設備そ

の他の学生の教育研究環境に

関すること 

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

CAMPUS GUIDE BOOK 

11 
授業料、入学料その他の大学が

徴収する費用に関すること  

ホームページ「情報公開」  

http://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

学生募集要項  

CAMPUS GUIDE BOOK 

12 

大学が行う学生の修学、進路選

択及び心身の健康等に係る支

援に関すること  

ホームページ「情報公開」  

https://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

CAMPUS GUIDE BOOK 

 

 

② 学校法人の情報の公表・公開について 

事  項 公 表・公 開 方 法 等 

寄附行為、監査報告書、財産目録、

貸借対照表、収支計算書、事業報告

書、役員名簿、役員に対する報酬等

の支給の基準 

ホームページ「情報公開」  

https://www.nagajo-junior-

college.ac.jp/about/info/ 

 

（7）公的資金の適正管理の状況（令和２（2020）年度） 

現在 本学での公的研究費の利用は無い。今後利用が発生した場合は平成 19 年２月

に制定され平成 26 年 2 月に改正された「研究機関における公的研究費の管理・監査の

ガイドライン」に示された科学研究費助成事業等の運営・管理基準に基づき行うほか 

就業規則・出張旅費規程などにより適正に行う方針である。 

 

  

http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/info/
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2．自己点検・評価の組織と活動  

 2-1 自己点検・評価委員会（担当者・構成員） 

 

   令和２年度 自己点検・評価委員会 

構 成 氏 名 所属・職名 

委員長 小宮山直道 学長 

委  員 福島 正彦  事務局長 

  〃 久保田賢二 学務部長 ALO 

  〃 小林 詩子 副 ALO 

  〃 中村  稔 教務学生課長 進路指導課長 

  〃 風間 悦子 食物栄養専攻長 

  〃 中山 和子 生活福祉専攻長 

  〃 早瀬真由美 生活福祉専攻 

 

 2-2 自己点検評価の組織図 

 

        

 

  

           

                      

                    協議 

         協議                                           

                                              協議 

 

                        協議 

 

 2-3 組織が機能していることの記述（根拠を基に） 

 本学の教育研究活動等の状況について自ら行う点検、評価活動を運営する組織と

して、「自己点検・評価委員会」を設置している。自己点検・評価委員会は、定期的

に開催し、自己点検・評価の方針の策定及びその実施等について審議するとともに

第三者評価への対応も行うこととしている。学長を委員長とし、委員には各部署の

責任者を充て、本学の教育研究活動等運営の全体を総合的に把握できる体制をとっ

ている。 

 自己点検・評価報告書の作成には、財団法人短期大学基準協会の「自己点検・評

価報告書作成マニュアル」に基づき、学内事務分掌組織に対応しながら、各基準及

び項目ごとに執筆の担当部署と担当者を決めている。そして、担当者の執筆後は、

自己点検・評価委員会が、全体のとりまとめをし、整合性・統一性を図っている。 

 また、作成に当たっては、ALO 研修会や短期大学基準協会から示された報告書作

各専攻 

自己点検・評価委員会     

   SD/FD 委員会 

各専門委員会 

 

図書館 

事務局各課 

理事会・評議員会  

学 長 

学務部 
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成マニュアルを周知し情報の共有に努めている。 

 

 2-4 自己点検・評価報告書完成までの活動記録（令和２年度を中心に） 

 期 日     実 施 事 項 備  考 

令和２年 

6 月 12 日 

第三者評価受審に向けての現状と今後の手

順について全教職員で確認する。 

報告書執筆担当者の確認と執筆の依頼 

拡大教授会 

令和 3 年 

2 月 12 日 

自己点検・評価報告書一次原稿提出 

 

自己点検・評価委員会 

2 月～6 月 自己点検・評価委員会委員による報告書の

読み合わせチェック 

5 グループに分け、それぞれ頻回に実施 

自己点検・評価委員会 

6 月 11 日 自己点検・評価報告書ドラフト版提出 自己点検・評価委員会 

6 月 16 日 自己点検・評価報告書完成 自己点検・評価委員会 
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【基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果】 

 

［テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 

１ 冊子「この道を」 

２ WEB サイト「大学概要」http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/ 

３ CAMPUS GUIDE BOOK 2020 

４ 2020 年度 学生募集要項 

 

［区分 基準Ⅰ-A-1 建学の精神を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 建学の精神は短期大学の教育理念・理想を明確に示している。  

（2） 建学の精神は教育基本法及び私立学校法に基づいた公共性を有している。  

（3） 建学の精神を学内外に表明している。  

（4） 建学の精神を学内において共有している。  

（5） 建学の精神を定期的に確認している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-A-1 の現状＞ 

本学の建学の精神は、「配慮ある愛の実践」である。これは創立者である小林倭文（し

ずり）初代学長に、次のような「女子にこそ高等教育を」という熱い思いがあったから

である。 

 

女性はゆくゆく母となり、子どもをもうけ、命をかけてその子どもを

教え導いていかなければならない、女性は家庭内にあってその核となる

存在だから、女子にこそ高等教育が必要である。そして、家庭を中心と

した人間の生活を対象とし、そこでの人間の営為を分析研究する「家政

学」を基盤とした小型の女子高等教育機関を、大自然に抱かれた環境の

良い長野の地に開学したい。 

 

その際に「配慮ある愛の実践」を教育の柱に掲げた。 

これは、自分の周囲のものに絶えず関心を示し、自分自身はもとより家族や友人、社

会の全ての人々、さらには世の中すべての生きとし生けるものの命に対して、深いい

たわりと思いやりをもって接することのできる人間の育成を図ろうとするものである。

この建学の精神は、教育基本法及び私立学校法に基づいた公共性、すなわち国家公共

の福利のためにつくすこと、を含んでいる。 

さらに本学は、建学の精神を根底に据え、「心豊かな人間の育成」を教育理念とし、

次のような基本的考えに基づき、教育活動を行っている。 
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1) 豊かな人間性と専門性、幅広い教養を育てる 

2) たくましく生きる人間を育てる 

3) 思いやりと豊かな感受性を育てる 

4) 自ら考えて行動できる力を育てる 

 

 本学では建学の精神の重要性を鑑み、正門から玄関までのアプローチの途中に初

代学長のレリーフと建学の精神「配慮ある愛の実践」の石碑を建てている。学生がそこ

を通るたびに建学の精神や初代学長の熱い思いに触れることができるようにしている。 

大学創立時の初代学長の熱い思い、建学の精神、教育理念等が分かる文書である冊

子｢この道を｣(提出－1)を使い、入学生のオリエンテーションにおいて説明している。 

そして、入学式、卒業式、および大学祭などの学長挨拶では建学の精神について触

れ、建学の精神が本学の教育の根幹にかかわっていることを学生に対し表明している。

さらに常日頃、建学の精神を思い浮かべ、自然に目に入るような配慮として、各教室及

び廊下・大講義室・講堂等に建学の精神が書かれた額を掲げている。また、学生会が主

催する新入生歓迎会や大学主催のオープンキャンパスでの学校紹介ムービー、卒業式

の答辞等でも、建学の精神に触れるようにしている。また、毎年 3 月に行われる教職

員懇談会において、常勤教職員のみならず非常勤教職員もこの冊子を利用して創立者

の熱い思いや建学の精神について確認し、その内容を共有している。 

 生活福祉専攻では、1 年次早期から年間を通して 456 時間、7 段階の介護実習を実施

している。その実習時に必携としている「介護実習のてびき」をもとに、毎回「介護総

合演習」の授業の中で事前指導を実施している。てびきの巻頭には建学の精神、教育理

念等が掲げられており、意識づけを行っている。 

 学外に対しは、建学の精神を WEB サイト(提出－2)、CAMPUS GUIDE BOOK 2020 提出－

3)、2020 年度学生募集要項(提出－4)に載せて、広く表明している。 

本学では毎週水曜日 13：20～13：40 に、清掃の時間を設けている。学生及び教職員

が学内の教室、玄関、トイレなど施設・設備の清掃を行っている。清掃の時間は、本学

の建学の精神を具現化するための時間であり、また各専攻の教育を根底で支えるもの

として重要な役割を担っている。また授業後に、使用した実験・実習・演習室を清掃す

ることを含めて授業のカリキュラムが組まれている。この教育の効果は、社会に出た

時にも本学の教育の特徴のひとつとして評価されている。 

しかしながら、生活福祉専攻の入学希望学生が年々減少する中、今後の安定的な学生確

保は厳しいと判断され、2020（令和２）年 3 月 9 日開催された理事会において、2021（令

和３）年以降の生活福祉専攻、学生募集停止が決定された。  

 

 

 

［区分 基準Ⅰ-A-2 高等教育機関として地域・社会に貢献している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 地域・社会に向けた公開講座、生涯学習事業、正課授業の開放（リカレント

教育を含む）等を実施している。  
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（2） 地域・社会の地方公共団体、企業（等）、教育機関及び文化団体等と協定を

締結するなど連携している。  

（3） 教職員及び学生がボランティア活動等を通じて地域・社会に貢献している。  

 

 

＜区分 基準Ⅰ-A-2 の現状＞ 

 本学では、建学の精神をもとに、地域・社会貢献活動を行っている。地域・社会に向

けた公開講座は「住みなれた地域で生き生きと生活するために」を統一テーマに開講

している。公開講座委員会が担当し、毎年企画・運営・実施している。令和 2 年度公開

講座の内容は表 I-A-1 のとおりである。新型コロナウイルス感染が全国的に継続し、

収束の時期が見通せないため、受講して下さる方々の安全を保障できないという理由

で中止とした。 

 

表Ⅰ-A-1 令和２年度公開講座 

 

   日 程    講  座  名  定

員  

  講 師 

 

１ 

5 月 23 日（土） 

10:0～12:00 

（介護実習室）  

腰痛予防を考えた介護技術 

‐介護中の姿勢の影響と正しい姿勢の体験‐ 

20

名    

中村晶子 

久保田さゆり  

 

２ 

6 月 27 日（土） 

10:00 ～ 12:00

（体育館）  

車いすでボッチャ！ 

－パラリンピックに向けて障害者  

スポーツと車いすの理解- 

20

名  

 

小林詩子  

早瀬真由美  

 

３ 

8 月 4 日（火） 

10:00～12:00 

（介護実習室）  

あなたらしく生き生きと 

暮らすために 

  －フレイル予防の実際－ 

20

名  

 

米山厚生  

 

４ 

9 月 26 日（土） 

10:00 ～ 12:00

（B21 大教室）  

植物性自然毒を知っていますか？ 

－山菜やきのこの中毒等について理解を深め、安心して食

する注意を知る－ 

20

名  

 

山浦由郎  

 

５ 

 

10 月 24 日（土） 

10:00～12:00 

（B21 大教室）  

日本の旧暦に見る四季と自然観  

－二十四節気、七十二候から学ぶ日本人の細

やかな季節感・自然観  

20

名 

 

伊藤碩陸  

 

 

６ 

 

11 月 28 日（土） 

10:00～12:00 

（調理実習室）  

シルバー世代も健康で！ 

－ランチを楽しく作って、食べて、考えよう－ 

 

20

名 

 

山岸明子  

7 

 

12 月 5 日(土) 

10:00~12:00 

牛に引かれて善光寺、いよいよ御開帳！ 

-女性に開かれたお寺の由来と 

来年に控える御開帳について- 

20 

名 

若麻績享則  
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ボランティア活動については、教務各成果の委員会や学生のサークル活動として、

長野市社会福祉協議会のサークル活動（「童謡と唱歌」「健康体操」「絵手紙」他）に参

加し、高齢者や障がい者の方々と交流を持っている。サークルのメンバーが、本学の大

学祭に来られて若者との交流を楽しんでおられる姿を見ると、同年代の高齢者だけの

日常より、孫くらいの年齢の女の子たちとの接触が大いに刺激になったと感じた。学

生の側も「こんな活発な高齢者がいる。」と高齢者への認識を深める機会となった。 

善光寺御開帳・地区のお祭りなどの地域ボランティアや、学生や教職員が利用する

長野電鉄の「本郷駅」の清掃活動、坂城町の知的障がい者施設のお祭りにもボランティ

アとして参加した。隣接する長野女子高等学校の生徒とも、大学祭やペットボトルキ

ャップの収集等で協力しあうことができた。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の蔓延により、これらの活動も自粛している状

況である。 

 

＜食物栄養専攻＞ 

教職員及び学生は、地域・社会の地方公共団体、企業(等)、教育機関及び文化団体

等、地域社会への貢献を目的とした健康、食育に関するイベントに参加して、多彩なボ

ランティア活動を行っている。 

食物栄養専攻の学生の 9 割以上が長野県出身であり、そのほとんどが長野県に就職

している。校外実習、ボランティア活動等も地域で行っており、地域との関わりの中で

教育活動を展開している。教職員も地域の公共機関、企業、教育機関、文化団体との交

流活動を活発に行っている。 

地域や他職種の方との関わりを通して、地域貢献の大切さ、栄養士の必要性や役割

を実感できる良い学びとなっている。 

①長野市農業政策課「長野市農業フェア」に出展・展示 

 長野市農業政策課長野市農業フェアに学生が作った地産地消推進レシピを展示し、

情報発信をしている。 

②長野市保健所健康課との「若年層対象女性がん検診」の啓蒙活動 

長野市保健所健康課、成人保健担当と協働で、「若年層対象女性がん検診」の向上

を目的に、パネルを作成、設置し、200 人以上の若い女性に情報発信している。 

③長野県健康増進課「ACE プロジェクト学生フードサポーター活動支援事業」活動 

 栄養士・管理栄養士養成課程の学生が、同世代の食生活の課題を踏まえ、良い食生

活の実践を自分だけでなく友人へ広める。情報発信、啓蒙活動を行う。今年度は新

型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

④長野県長野保健福祉事務所「信州食育発信３つの星レストラン」認定店活動 

 長野県長野保健福祉事務所健康づくり支援課予防衛生係「信州食育発信３つの星

レストラン」に本学の学食のメニューを栄養計算して、認定店として登録してい

る。これは、県内の大学、短期大学で最初の３つの星レストランとなった。 

⑤全国健康保険協会長野支部の「健康経営セミナー」への参加 

学生が作ったパネル「簡単朝食レシピ」「野菜の栄養と効用」「野菜を使ったおやつ」

を展示している。 
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⑥長野工業高等専門学校「キッズサイエンス」への参加 

学生が、カルメ焼きを作る体験教室を、親子 100 人に向けて行っている。科学の不

思議、楽しさ、面白さを体験できるワークショップとなっている。今年度は新型コ

ロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

⑦シルバー人材センターライフサポートサービス班に「料理講習会」を実施した。 

  高齢者に向けた訪問サービスをする際、役に立つ調理を学ぶ講習会を、教員が

講師、学生が助手となり、実施している。今年度は新型コロナウイルス感染拡大防

止のため中止した。 

⑧NPO 法人ながのこどもの城「こどもカフェ」での調理ボランティア活動への参加 

教員と学生が、毎月 1 回、小学生、中学生、高校生（経済的困難などを抱える家庭の

子ども）を対象に、無料の夕食提供と、食育活動を実施している。今年度は新型コロ

ナウイルス感染拡大防止のため中止した。  

⑨台風 19 号の被災者に向けて、炊き出しボランティア及び災害後の栄養・食事相談

を実施している。今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。 

 

＜生活福祉専攻＞  

 教職員及び学生は、地域社会の地方公共団体、長野県・長野市社会福祉協議会、長野

市ボランティアセンター、日本介護福祉士会・日本看護協会の長野県支部、日本介護福

祉士養成施設協会・長野県介護福祉士養成施設連絡会、日本赤十字社長野県支部、三輪

地区自治会組織（婦人会、地区福祉部会等）、知的障害者施設等の組織と連携を密にし、

地域社会への貢献を目的とした健康、福祉等のイベントに参加して、多彩なボランテ

ィア活動を行っている。  

 地域にあるさまざまな介護に関する組織を知り、多くの人との関わりを通して、地

域貢献の大切さ、介護福祉士の必要性と役割を実感できる良い学びとなっている。しか

し、令和２年度は新型コロナ感染症の影響で、学外における他施設との交流は、学生の健

康面から極力避けるようにした。 

①「国際福祉機器展 2020」 

 日本および世界中の介護福祉機器・用具の展示や、大学と共同開発している企業の

体験・説明に直接触れる場で、実習とはまた違う視点で学ぶ機会となる。但し、東京オ

リンピックの開催延期や新型コロナ感染症の感染拡大に伴い、本学では学生の参加は見合

わせた。 

②（その代わりとして）県内企業において、介護ロボット（歩行支援ロボット）の講義を

聞き、装着歩行体験をした。 

③「第 18 回長野灯明まつり」 

 善光寺灯明まつりの灯明づくりに応募し、希望学生および教員が祭りの運営ボラン 

ティアとして参加した。 

④日本赤十字社長野県支部（「赤十字青年奉仕団ユースボランティア」として登録して

いる） 

・「災害時の介護」で炊き出し  

・避難所ゲーム体験に 1・2 年生参加 
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・救命救急短期講習会に 1 年生参加。（受講証明書）  

⑤ＮＰＯ法人地域政策ネットワーク主催「認知症サポーターキャラバン」  

 希望学生・教職員が受講し“オレンジリング”をもらう。  

⑥長野市社会福祉協議会「かがやきひろば吉田」での高齢者ふれあい体験  

⑦「知的障害者の保護者を囲んで座談会」（講師は県知的障害者福祉施設協会役員）  

⑧長野女子高等学校、日赤防災講座“災害時の炊き出し訓練”教員の派遣 

 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神の課題＞  

 今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、様々な取り組みが中止になった。

このような状況下でも可能な地域・社会との連携方法を模索することが課題である。 

 また、地域における本学の存在意義強化のために建学の精神を広く周知する努力を、

教職員、学生とともに行うことも課題である。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神の特記事項＞  

食物栄養専攻では、令和 3 年度のシラバスに、建学の精神の内容を理解し、態度に表

すことができるような教育の場として、現在の「給食管理実習Ⅱ（校外実習）」に加え

て「生活科学概論」と「総合演習」にも明記した。   
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［テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果］ 

 

＜根拠資料＞ 

２ WEB サイト「大学概要」http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/about/ 

３ CAMPUS GUIDE BOOK 2020 

４ 2021 年度 学生募集要項  

５ 学生便覧 2020 

６ 授業概要 2020 

７ 卒業研究報告書 

８ 献立集 

９ WEB サイト「自己点検・評価報告書」http://www.nagajo-junior-college.ac.jp/mark/ 

 

 

 

［区分 基準Ⅰ-B-1 教育目的・目標を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学科・専攻課程の教育目的・目標を建学の精神に基づき確立している。  

（2） 学科・専攻課程の教育目的・目標を学内外に表明している。  

（3） 学科・専攻課程の教育目的・目標に基づく人材養成が地域・社会の要請に応

えているか定期的に点検している。（学習成果の点検については、基準Ⅱ-

A-6） 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-1 の現状＞ 

≪食物栄養専攻≫ 

教育目的 

学則第 1 条に掲げている通り、建学の精神｢配慮ある愛の実践｣に基づき、広い教

養と家政学を主要な領域とする生活科学の専門的学芸を教授研究し、豊かな科学的

知識と専門的技能を修得させ、個性の伸長をはかり、国家社会の有為な人材を育成

することを教育目的としている。 

教育目標 

(1) 幅広い教養、食物栄養に関する専門知識及び技術を身につけ、優れた実践力を

育成する。 

(2) 人の尊厳を大切にする豊かな人間性と食物栄養の専門職としての責任感・倫理

観を育成する。 

(3) 社会の変化に適用でき、女性の視点で地域社会に貢献し、その発展に寄与でき

る人材を育成する。 

(4) 主体的に考え行動し、幸福な人生を自ら切り開いていく自立した態度と意欲を

養う。 

教育目的・目標は、学生便覧 2020(提出-5 )、WEB サイト(提出-2 )、2021 年度学生

募集要項(提出- 4 )、CAMPUS GUIDE BOOK 2020(提出-3)などに明記しているほ
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か、入学時オリエンテーション、クラス連絡の時間、保護者懇談会等でも説明を行

い、学内に周知している。 

また、オープンキャンパス、高大連絡会、高校生向けガイダンス等でも学外に随時

表明している。 

2 学年で行う校外実習の際、実習先の巡回訪問を行っている。その機会を利用し

て、実習先である学校、保育所、病院、高齢者福祉施設、事業所の栄養士、管理栄養

士の方々から、教育・人材養成についての意見を収集している。収集したデータは専

攻会、拡大教授会で共有し、点検を行っている。 

 

＜生活福祉専攻＞  

教育目的 

学則第１条に掲げている通り、建学の精神｢配慮ある愛の実践｣に基づき、広い教養

と家政学を主要な領域とする生活科学の専門的学芸を教授研究し、豊かな科学的知識

と専門的技術を修得させ、個性の伸長をはかり、国家社会の有為な人材を育成するこ

とを教育目的としている。  

教育目標 

(1) 幅広い教養に裏付けられた専門知識と技術および優れた実践力を育成する。  

(2) 人の尊厳を大切にする豊かな人間性と介護福祉の専門職としての責任感・倫理

観を育成する。 

(3) 社会の変化に適応でき、女性の視点で地域社会に貢献し、その発展に寄与でき

る人材を育成する。  

(4) 主体的に考え行動し、幸福な人生を自ら切り開いていく自立した態度と意欲を

養う。 

教育目的・目標は、学生便覧、ホームページ、学生募集要項などに明記し、学内外

の学生、受験生やその家族に表明している。入学生には 4 月のオリエンテーションに

おいて説明を行い、教育目的・目標について理解を促している。  

学内外教育目的・目標は、少しずつ変化する時代の経過にあわせ、平成 28 年度の開

学 50 周年を機にその点検を行い、平成 29 年度より見直した。 

本専攻では厚生労働省が定める 456 時間を７段階で学べるように計画している。介

護実習概要、実習施設、実習各期の日程、実習目標等が記載されている「介護実習の

てびき」を毎年作成している。学生にはこれを実習ごとに活用するよう指導してい

る。介護福祉士養成の目標や「求められる介護福祉士像」など養成教育における 4 領

域の授業科目や介護実習の概要等についても「介護実習のてびき」に詳細が記載され

ている。 

又、全ての実習施設の指導者に対し、毎年「実習施設指導者打合せ会」を開催し、

てびきを基に実習目標および評価方法について説明し、本専攻の教員と外部の実習指

導者との実習評価の統一性を図っている。介護実習の際、１週間に１回実習先に巡回

訪問を行い、学生の実習状況の把握と、実習指導者の情報をもとに、学生が前向きに

実習に取組めるようにサポートしている。  
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［区分 基準Ⅰ-B-2 学習成果（Student Learning Outcomes）を定めている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 短期大学としての学習成果を建学の精神に基づき定めている。  

（2） 学科・専攻課程の学習成果を学科・専攻課程の教育目的・目標に基づき定めて

いる。 

（3） 学習成果を学内外に表明している。  

（4） 学習成果を学校教育法の短期大学の規定に照らして、定期的に点検している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-B-2 の現状＞ 

≪食物栄養専攻≫ 

専攻課程の学習成果については、ディプロマポリシーと連動して作ってある。ディ

プロマポリシーは、建学の精神、教育目的・目標に基づき定めている。 

＊学習成果 

１）豊かな人間性を持ち、幅広い教養と社会人としてのマナーを修得している。 

２）食の専門家としての責任感と倫理観を持って、専門知識と技能を修得し、社会に貢

献できる能力を身に付けている。 

３）多様な課題に対して主体的に考え、コミュニケーションを図りながら協働して活

動する態度を修得している。 

学習成果は、学生便覧 2020(提出- 5 )、授業概要 2020(提出- 6 )、WEB サイト(提出

-2 )、2019 年度学生募集要項(提出- 4 )、CAMPUS GUIDE BOOK 2020(提出-3)に記載

している。 

 成績の評価方法は秀 100～90 点、優 89～80 点、良 79～70 点、可 69～60 点、不可 59

～0 点の五段階とし、学生便覧 2020(提出- 5 )に掲載している。可以上を合格とし、

不可は不合格としている。不可の場合は単位の認定はされない。シラバスに記述され

ている各科目担当者の評価方法により、前述の四段階評価を行っている。 

本専攻は学習成果の点検について、各科目の上記評価方法による成績評価、免許、資

格の取得率、専門職への就職率を量的データとしている。令和２年度の免許、資格取得

状況については、表Ⅰ-B-1 のとおりである。 

表Ⅰ-B-2-1  免許・資格の取得状況表（令和２年度卒業者） 

免許・資格の名称 卒業者数 取得希望者数 取得者数 取得率

（％） 

栄養士免許 37 37 37 100 

フードスペシャリスト資格 37 23 21 91 

健康管理士一般指導員資格 37 22 22 100 

 

 令和 2 年度、栄養士免許、健康管理士一般指導員資格については、取得希望者数に

対して 100％の取得率であった。フードスペシャリスト資格については、取得希望者数

に対して 91％の取得率であった。 

就職率は、卒業者数及び就職希望者数に対する就職率、ともに 100％であった。また

専門職への就職希望者の就職率は 97.8％と高い水準を示している(表Ⅰ-B-2)。このこ
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とは、本専攻が医療、福祉、給食・外食産業のニーズに応え、卒業生を輩出し、学習成

果が具現化されていることを示す。 

 

表Ⅰ-B-2-2  栄養士としての就職状況（令和２年度卒業者） 

 

卒業者

（名） 

 

進学者

（名） 

 

就職を希望

しない者

（名） 

 

就職者

（名） 

 

就職率 

（％） 

 

栄養士とし

ての就職

（名） 

 

就職者数に対する

栄養士としての就

職の割合（％） 

37 0 0 37 100 34 91.9 

 

 学習成果を測定する質的データとして、本専攻には以下のものがある。 

① 卒業研究報告書の作成 

2 年次「総合演習」では、食と健康に関わる問題事項について、自発的、横断的な

学習能力を習得させると共に、専門的分野の基礎能力を高めるため、食と健康に

関する現代的課題について、現状の分析、検討を行わせている。またその結果得

られた問題点等の解決のための対応、判断方法などについて自発的に研究を行う。

学期末には卒業研究報告書(提出- 7 )の作成、研究成果の発表を行っている。  

②  校外実習報告会の実施  

 校外実習は、栄養士免許取得のために必要な実習単位である。「給食の運営」を給

食現場での実践を通して「給食業務を行うために必要な食事の計画や、調理を含め

た給食サービス提供に関する技術を習得する」ために行う実習である。老人保健施

設、特別養護老人ホーム、保育所、幼保連携型認定こども園、病院などで学んだ多

くの業務について、それぞれの重要点をまとめ、スライドを用いて全員行った。報

告会では、実習施設の概要や、提供される給食の特徴、事前研究課題、実習中経験

したこと、実習終了時の感想等の発表がある。学んだ内容は幅広く、栄養士業務が

広範囲にわたることを改めて理解する場となっている。  

③ 校外実習の実習施設からの評価と学生の自己評価 

本実習では、本専攻が作成した評価項目を一覧表(校外実習評価表)にして、その

項目に従った実習生への評価を実習先施設に依頼している。評価表には、出席状

況、実習態度および熱意、実習能力（計画性、技術力、協調性）実習記録および提

出物の記載状況に至るまでの項目があるが、それらによって、各学生の学習成果

がどれだけ給食施設において、実践的なものになっているかが判断できる。学生

は校外実習にあたり自己評価表に基づき自己を評価する。 

④ 「長野女子短期大学献立集」の発行 

学びを通した献立作成に関し、卒業後も活かせる献立集(提出- 8 )にまとめ、発

行している。 

⑤ 「食育ショー」の実施 

大学祭で食生活と健康についてのテーマを決めて「食育ショー」を行っている。

学生が自ら社会がかかえる問題を追及し、解決方法を考え、提案する内容となっ

ている。平成 20 年より毎年行っており、地域住民、食育関係者からの評価を得て
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いる。今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、学内で実施した。  

⑥ 「レストラン」の経営 

 大学祭で「レストラン」経営を行っている。平成 9 年食物栄養専攻が開設され

て以来、毎年行っており、地域住民、卒業生からの評価を得ている。今年度は新型

コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。  

⑦ 全国栄養士養成施設協会主催の栄養士認定実力試験の結果による評価 

   2 年次生全員に受験させ、その結果により評価を得ている。 

⑧ 日本フードスペシャリスト協会主催のフードスペシャリスト認定試験の結果 

   フードスペシャリスト認定試験の結果による資格取得率及び得点により評価を 

得ている。 

⑨ 日本成人病予防協会の健康管理士一般指導員認定試験の結果による評価 

   健康管理士一般指導員認定試験の結果による資格取得率及び得点により評価を 

得ている。 

 

学習成果は、学期終了時に「成績通知書」で学生に通知し、到達度を確認できるよう

にしている。また、学習成果はディプロマポリシーとして、学生便覧 2020(提出-5)や

WEB サイト(提出-2 )、CAMPUS GUIDE BOOK 2020(提出-3) に記載して新入生に配布

し、新入生オリエンテーションや保護者懇談会等で周知している。 

学習成果について、学校教育法の短期大学の規程をはじめ、栄養士法など学習に関

連する法令に照らし、シラバス作成や時間割作成を通して定期的に点検している。ま

た、栄養士実力認定試験、フードスペシャリスト認定試験、健康管理士一般指導員認定

試験の結果も学習成果の量的データとして点検に活用している。 

 

＜生活福祉専攻＞ 

「学生便覧」および「授業概要」に加え、学内の授業・学外実習での必携で毎年度作

成している「介護実習のてびき」にも建学の精神をはじめ、教育目標や教育課程の編成

方針、生活科学科としての具体的な目的を記載している。 

学科の学習成果の測定は、令和 2 年度から GPA 制度を導入し、5 段階ごとに４～０ま

での GP を付与し、主にしらうめ特待生・編入時の成績評価、学習指導・教育支援に活

用している。成績の評価法は秀 100～90 点、優 89～80 点、良 79～70 点、可 69～60

点、不可 59～0 点の５段階で定め、可以上を合格とし、不可は不合格としている。不

可の場合は単位の認定はされない。シラバスに記述されている各科目担当教員の評価

方法により、前述の５段階評価を行っている。 

本専攻では学習成果の測定について、各教科目の成績評価、資格の取得率、専門職へ

の就職率を量的データとして参照している。令和２年度の資格取得状況は以下のとお

りである。 
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表Ⅰ-B-2-3 資格の取得状況表（令和元年度卒業生） 

資格の名称 卒業者数 取得希望者数 取得者数 取得率(%) 

介護福祉士資格 ５ ５ ４ 80 

介護予防運動スペシャリスト ５ １ １ 20 

中高老年期運動指導士 ５ １ １ 20 

 

本専攻の令和２年度卒業生は、卒業者 5名のうち 4名が介護福祉士資格を取得した。

しかし、しかし、介護福祉士資格特例措置により、福祉施設へ全員が“介護福祉士”として就

職を果たした。しかし、介護予防運動スペシャリストや中高老年期運動指導士資格希望者は

減少している。資格取得にかかる費用負担だけでなく、真剣に授業や学外実習に取組み、介

護福祉士資格一つに狙いを定めているからではないかと思われる。 

介護福祉士資格取得のための学外実習については、厚生労働省が定める 456 時間を

7 段階で学べるように計画している。本専攻では、介護実習概要、実習施設、実習各期

の日程や実習目標等が記載されている「介護実習のてびき」を毎年作成している。学生

にはこれを実習ごとに活用するよう指導している。また、全ての実習施設の指導者に

対し、年度当初月に「実習施設指導者打合せ会」を開催しているが、令和２年度は新型

コロナウイルス感染症の拡大のため中止となった。開催の際には前述のてびきを基に

実習目標および評価方法について説明し、本専攻の教員と外部の実習指導者との実習

評価の統一性を図っている。 

実習評価項目は、「実習態度・礼儀」「利用者の生活の理解」「コミュニケーション」

「観察・記録」「計画性」「介護技術」「積極性」等である。 

その評価は、 

① 実習施設側の実習評価および学生の自己評価 

② 実習担当教員の評価  から判断される。 

①は学生の実習成果が、どれだけ介護施設において実践的なものになっているかが

判断できる。②は学生の実習状況や実習目標達成度について判断できるものである。 

学外実習における巡回指導は複数の教員が担当し、学生ごとの記載された巡回記録

から学生の明らかになった課題など実習状況を共有することができる。巡回記録は、

学生の課題への早期対応と学外実習終了後の実習成績評価に役立たせている。学外実

習成果については、学外実習終了後に介護総合演習を主とした授業の中で、実習段階

においての自己の学び・課題や達成度を発表する機会を持ち、学生間で学習成果を表

明している。 

本専攻の学習成果を測定する質的データとして、以下のものがある。 

(1)「介護事例研究」  

学生が 2 年次の学外実習で受け持った事例を論文としてまとめたものである。「介護

研究」授業で担当教員の指導のもと作成し、論文は「介護事例発表会」として学内で発

表している。この介護事例研究をとおして、論理的に自身の考えを表現する力や探究

心・研究心を培う。また、この論文は後輩や実習先の指導者、教職員等の前で発表する

ことで、プレゼンテーション力の向上を狙っている。そしてこの論文を｢介護事例研究 



長野女子短期大学 

26 

私の介護観｣として編集し、卒業記念品にすると共に、図書館に置いている。これは後

輩が論文を作成する時の学ぶ教材として活用している。さらには、各学生が卒業した

高校等にも配布している。そうすることで、その高校の卒業生が、本学で学習に努力し

ている姿や活躍ぶりを出身高校の先生および後輩たちに知らせることができる。この

研究論文冊子には、学外実習を含む教育全体で学んだことをとおして確立した学生ご

との「介護観」も載せている。 

(2) 学外実習での実習先からの評価 

前述したとおり、学外実習では、本専攻が作成した実習評価項目を一覧にし、その項

目に従った実習生への評価を実習施設先に依頼している。実習評価表には、基本的な

実習態度や礼儀、利用者の生活の理解や利用者とのコミュニケーションから意図的な

観察や要点を得た記録であるか、介護福祉士をめざす学生としての自覚と適性など 9

項目がある。これらの評価項目によって、各学生の学習成果が判断できる。 

学習成果については、半期ごと成績会議を開き、学習成果を定期的に点検している。

そのほか生活福祉専攻では、単元ごと振り返りテスト（小テスト）、演習授業の習得試

験（介護技術、医療的ケア）を実施し、学習成果を定期的に点検している。また、様々

な理由により学習成果の上がらない学生に気づいたときは、その時々に専攻会での話

し合いをもち、早期に解決への対策を導き出している。 

(3) 大学祭での手浴体験コーナー実施 

大学祭において、本専攻学生 1・2 年次生が地域の来場者および本学の学生・教職員

に対し「手浴体験コーナー」を実施している。この手浴をとおして、介護の基本である

コミュニケーションや、相手に苦痛・不安を感じさせない介護動作の遂行方法を習得

するとともに、専門職としての意識を高める機会としている。1・2 年次生が合同で実

施することで、協力し合うという教育効果もみられる。 

また、手浴体験者のアンケート調査を実施し、結果をもとに授業に反映させている。

しかし、令和元年・２年度は新型コロナ感染症拡大に伴い、残念ながら大学祭を中止して

いる。 

(4) 外部講師による授業 

外部講師を招いて授業や講習会を実施し、教員の専門外の授業や知的障害者家族に

よる講話を聴く機会を持つことで、知的障害者や認知症に対する理解を深めている。 

手話通訳者による基本的な手話演習授業を 4 回実施したり、聴覚障害者のデイサー

ビス「デフネットながの」でのイベントに参加、聴覚障害高齢者と積極的に会話した

り、レクリエーションを学生主体で企画・実施する機会を持っている。 

又、知的障害者家族による座談会では、障害者の子育て体験談を聞くことで利用者

家族の気持ちを知る機会になると共に、「障害者育成会」など地域における障害者のた

めの組織を知る機会としている。この他、日本赤十字社長野県支部の協力を得て、「救

命救急法短期講習会」や、1・2 次生合同による「認知症サポート講習会」等を学内で

実施、講習修了書を取得するなど学生個々の体験を増やすことで、介護の多様な場面

での自信に繋がることを期待している。 

(5) 学外施設での高齢者・障害者とのふれあい授業 

長野市吉田老人福祉センター「かがやきひろば吉田」や「長野市ボランティアセンタ
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ー」では、日中高齢者が思い思いの講座を受講し楽しんでいる。そこに学生が参加し、

一緒に活動する中で“高齢者とふれあう”という授業を持っている。絵手紙、童謡を歌

う会、ハーモニカ、太極拳、健康体操等さまざまな活動を通して、学生は高齢者の生き

がいを実感できる機会となる。好きなことに夢中の高齢者は表情も声色も生き生きと

して、コミュニケーションも弾んでいるので学生にとっても良い学びの機会である。 

また、坂城町にある「上田明照会ともいきライフ月影」の知的障害者支援施設での交流

では、１８歳から高齢者までの重度知的障害の方々と一緒に作業し、食事や生活する時間

を共有することで、知的障害者の生活の理解が深まる機会となっている。同時に地域の中

にある高齢者や障害者のための施設を知り、幅広い介護の役割を学ぶ機会としている。毎

年参加しているため、高齢者や障害者も学生との交流を楽しみにされている。 

学期終了時に「成績通知書」で学生に通知し、到達度を確認できるようにしている。

また、ディプロマポリシーとして、学生便覧やホームページ、パンフレットに記載して

新入生に配布し、新入生オリエンテーション、保護者懇談会等で周知している。 

 学習成果について、学校教育法の短期大学の規程をはじめ、社会福祉士及び介護福

祉士法など学習に関する法令に照らし、シラバス作成や時間割作成を通して定期的に

点検している。また、介護福祉士国家試験の結果や介護予防運動スペシャリスト、中高

老年期運動指導士の資格取得状況も、学習成果の質的データとして点検に活用してい

る。 
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［区分 基準Ⅰ-B-3 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者

受入れの方針（三つの方針）を一体的に策定し、公表している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 三つの方針を関連付けて一体的に定めている。  

（2） 三つの方針を組織的議論を重ねて策定している。  

（3） 三つの方針を踏まえた教育活動を行っている。  

（4） 三つの方針を学内外に表明している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-B-3 の現状＞ 

本学は、自らの建学精神と教育理念に基づき、育成すべき人材像を明確にするため

に「卒業認定に関する方針」を定め、また、それを実現するための適切な教育課程を編

成し、体系的･組織的な教育活動を行うために「教育課程の編成および実施に関する方

針」を定めている。そして、本学の教育を受けるにふさわしい学生を受け入れるための

入学者選抜を実施するために「入学者受入れに関する方針」を定めている。 

また、これら三つの方針は、専攻会議、教務委員会、教授会と組織的に論議を重ねて

策定している。 

 

≪食物栄養専攻≫ 

食物栄養専攻では、アドミッション・ポリシーに掲げられた人材を入学生として迎

え、カリキュラム・ポリシーに沿って編成された授業によって、卒業時にディプロマ・

ポリシーに掲げている能力を修得できるように教育活動を実践している。 

三つの方針は、学生便覧 2020(提出- 5 )、や 2021 年度学生募集要項(提出- 4 )、

CAMPUS GUIDE BOOK 2020(提出-3 )、WEB サイト(提出-2 )などに表明しているほ

か、進学相談会や、入学時オリエンテーション、常勤・非常勤懇談会などでも説明を行

い、学内外に表明・周知に努めている。 

 

＜生活福祉専攻＞ 

 生活福祉専攻では、本学の建学の精神、教育理念に基づき、教育目標が規定され、そ

れに則りディプロマポリシーを定めている。このディプロマポリシーを修得させるた

めに、カリキュラム・ポリシーを定め、それに従ってカリキュラムを編成している。こ

のカリキュラムを遂行するために必要な資質を有する人材を、アドミッションポリシ

ーとして表している。このように、三つの方針は関連付けて一体的に定めている。 

 また三つの方針は、専攻会議、教務委員会、教授会と組織的に論議を重ねて策定して 

いる。 

 アドミッションポリシーを学生募集要項に示し、十分案内したうえで受験に臨ませ

ている。面接試験の中でも、確認を行っている。アドミッションポリシーに掲げられた

人材を入学生として迎え、カリキュラム・ポリシーに沿って編成された授業によって、

卒業時にディプロマポリシーに掲げている能力を修得できるように教育活動を実践し

ている。 

 三つの方針は、学生便覧や学生募集要項、CAMPUS GUIDE BOOK 2020、ホームページ
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などに表明しているほか、進学相談会や入学時オリエンテーション、常勤・非常勤懇談

会などでも説明を行い、学内外に表明・周知に努めている。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果の課題＞  

学習成果については、今後も法改正や、社会の変化に応じて適宜見直す必要がある

と認識している。今後も、三つの方針に沿った教育となるよう、専攻会議、常勤・非常

勤懇談会などで確認しながら行いたい。 

女子教育を率先して実践してきた本学は、卒業生を多く輩出している。しかし、同窓

会活動をはじめ卒業生の活躍を後押しする活動が、まだまだ少ないことが課題と考え

る。今年度は新型コロナウイルス感染拡大に伴い同窓会は中止した。 

 

≪食物栄養専攻≫ 

専攻の教育目的・目標に基づく人材育成に関する意見を就職先などから収集してい

るが、情報の収集先の拡大が課題である。地域・社会の要請に応えられるよう、引き続

き、教育目的・目標の定着を図っていく必要がある。ディプロマポリシーに定めた学修

成果について、学生が学年末ごとに自己評価し、可視化して示すことで、各自の定める

PDCA サイクルを確立したい。 

 

 

＜生活福祉専攻＞  

 学外実習や「介護技術」「医療的ケア」の演習授業の評価については、専攻としての

一定の基準を設けている。介護技術演習授業では、日本介護福祉士会主催の国家試験

(実技試験)の評価方法を参考に、必要な介護動作の手順とその適切な遂行方法を教授

し、定期的に筆記と実技共に評価している。医療的ケア演習授業評価は、社会福祉士お

よび介護福祉士法に基づく長野県喀痰吸引等研修実施要綱を基準（基本研修演習手順

マニュアル）としている。学外実習については、本専攻が作成した実習評価表による評

価をしている。令和２年度は、実習前に実習担当教員から“気になる学生”の報告があ

り、実習中は巡回数を増やし、教員が巡回のたびに記載する「巡回記録」を中心に教員

間で細やかな連携を図った。当該学生の様子や相談も巡回ごとにしっかり受け止め、

学生が前向きに実習に取り組めるように、施設の実習指導者との連携にも留意した。

実習終了後の評価の際は、巡回中の態度等の様子、記録や指導者からの助言など、巡回

中に気づいたことや変化などを、専攻会を繰り返すことで、できるだけ客観的な評価

に努めることができた。学外実習ごとの評価を、学生個々の学習に継続的に反映でき

るように教員間の連携を深めていく必要がある。 

 

 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果の特記事項＞  

特になし 
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［テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証］ 

［区分 基準Ⅰ-C-1 自己点検・評価活動等の実施体制を確立し、内部質保証に取り組

んでいる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 自己点検・評価のための規程及び組織を整備している。  

（2） 日常的に自己点検・評価を行っている。  

（3） 定期的に自己点検・評価報告書等を公表している。  

（4） 自己点検・評価活動に全教職員が関与している。  

（5） 自己点検・評価活動に高等学校等の関係者の意見聴取を取り入れている。  

（6） 自己点検・評価の結果を改革・改善に活用している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-C-1 の現状＞ 

 自己点検･評価については、長野女子短期大学諸規程(備付－1)に「自己点検･評価に関す

る規程」があり、それに基づき自己点検･評価委員会を設けている。学長を委員長とし、委

員には各部署の責任者を充て、本学の教育研究活動等運営の全体を総合的に把握できる体

制をとっている。 

 

 自己点検評価の組織図 

 

        

 

  

           

                      

                        協議 

         協議                                           

                                              協議 

 

                         協議 

   

令和２年度自己点検・評価委員会（担当者・構成員） 
 

氏 名 所属・職名 

委員長 小宮山 直道 学長 

委員(ALO) 久保田 賢二 学務部長  

〃(副 ALO) 小林 詩子 生活科学科 

〃(ALO 補佐) 中村 稔 教務課長 進路指導課長 

〃 福島 正彦 事務局長 

理事会・評議員会  

学 長 

学務部 

各専門委員会 

 

事務局各課 

図書館 

各専攻 

自己点検・評価委員会     

   FD 委員会 



長野女子短期大学 

31 

〃 風間 悦子 食物栄養専攻長 

〃 中山 和子 生活福祉専攻長 

〃 早瀬 真由美 生活福祉専攻 

 

 本学は学則第 1 条の教育目的を達成するために、自己点検・評価活動を実施し、常に教

育研究水準の向上を図り、本学の社会的使命を達成している。 

自己点検・評価報告書は毎年作成され、WEB サイト(提出-9)に公表される。 

自己点検評価委員会は、学長(委員長)のほか、各専攻の教員、教務学生課・事務局の

事務職員を構成メンバーとしている。自己点検・評価報告書の作成にあたり、学内分掌

組織に対応した作成・編集組織を整え、報告書の執筆、内容の検討、編集は、全教職員

の協力のもと行われている。また、日常的な自己点検・評価活動へより多くの教職員が

関与するように拡大教授会で呼びかけを行っている。 

自己点検・評価活動への高等学校等の関係者の意見聴取の機会としては、本学で毎

年 6 月に開催される高大連絡会がある。高等学校等からは進路指導担当教員や卒業年

度の生徒の担任などが参加されている。本学からは学長、学務部長、両専攻長、入試企

画課課長、教務学生課課長等が参加する。本学の建学の精神、教育方針、自己点検・評

価活動等について説明し、高等学校の進路指導担当教員等からは本学の教育に関する

意見を聴取して、その意見を取り入れるようにしている。 

自己点検・評価活動の結果の活用としては、自己点検・評価報告書は教職員全員に配

布されている。その後、各部署で報告書の読み合わせが行われる。教職員は現状・課題

を把握し、次の年度に取り組む重点項目を洗い出し、自己の業務に反映させている。ま

た、理事長、学長、副学長、学務部長、事務局長、事務局次長、および教務学生課長で

構成される経営企画会議が、毎月行われている。この会議においても自己点検・評価報

告書に基づき、本学の現状と課題を把握し、必要があれば中長期計画(備付－2)を見直

し、次年度の事業計画への施策の盛り込み等を検討し、活用している。 

 

［区分 基準Ⅰ-C-2 教育の質を保証している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法を有している。  

（2） 査定の手法を定期的に点検している。  

（3） 教育の向上・充実のための PDCA サイクルを活用している。  

（4） 学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを確認し、法令を遵

守している。  

 

＜区分 基準Ⅰ-C-2 の現状＞ 

＜食物栄養専攻＞  

学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法に関しては、各教員がシラバスに

担当科目の授業内容、到達目標、授業計画、評価方法と基準を明示するとともに、学習

成果を高めるために準備学習を具体的に指示している。授業はシラバスに沿って行われ、
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評価基準である定期試験、授業中の小テスト、受講態度等によって、成績評価が行われ

ている。また、成績評価は、成績会議の後、学生に渡すことによって、学生が学習成果

を把握できる仕組みを整えている。  

各担当科目における査定の手法は、シラバスを作成する際に、教務委員会より出され

る「シラバス作成要領」をもとに点検している。  

また、毎学期末に行う、学生からの「授業改善アンケート」の内容に関しても、FD 委

員会において毎年度議論し、必要に応じて改定を行っている。  

教育の向上・充実のための PDCA サイクルは、「授業アンケート」で活用している。

「授業アンケート」は、前期・後期の授業終了時期に各 1 回実施している。「授業アン

ケート」の結果は、担当教員に渡され、改善報告書の提出を義務付け、授業の改善につ

なげている。  

学校教育法や短期大学設置基準、栄養士法等、関係法令の改正があった場合は、専攻

会、教務委員会、教授会等で迅速に対応し、法令遵守に努めている。  

 

 学校教育法や短期大学設置基準等さらに栄養士並びに介護福祉士養成施設関係の法

令変更等については、適宜確認し法令順守を確実に行っている。 

 生活福祉専攻は、平成２７年度に厚生労働省の「介護福祉士学校指導調査」におい

て、適正な運営をしているとの評価を受け、一部指導のあった事項については即改善

をした。 

 

＜生活福祉専攻＞  

 学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法に関しては、各教員がシラバスに

担当教科目の授業内容、到達目標、授業計画、評価方法と基準を明示するとともに、学

習成果を高めるために準備学習を具体的に指示している。授業はシラバスに沿って行

われ、評価基準である定期試験、授業中の小テスト、受講態度等によって、成績評価が

行われている。また、成績評価は、成績会議の後、学生に渡すことによって、学生が学

習成果を把握できる仕組みを整えている。  

 各担当教科目における査定の手法は、シラバスを作成する際に、教務委員会より出

される「シラバス作成要領」をもとに点検している。  

 また、毎学期末に行う学生からの「授業改善アンケート」の内容に関しても、FD 委

員会において毎年度議論し必要に応じて改定を行っている。  

 教育の向上・充実のための PDCA サイクルは、「授業アンケート」を活用している。

「授業アンケート」は、前期・後期の授業終了時期に各１回実施している。「授業アン

ケート」の結果は担当教員に渡され、改善報告書の提出を義務付け、授業の改善につな

げている。 

 学校教育法や短期大学設置基準、社会福祉士及び介護福祉士法、関係法令の改正が

あった場合は、専攻会、教務委員会、教授会等で迅速に対応し、法令順守に努めてい

る。 
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＜テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証の課題＞  

令和２年度は、前年度に実施した「授業アンケート」による授業内容の見直し等を踏

まえ、各教員が授業の到達目標を意識した教育の質の向上・充実のための展開を図るよ

うにする。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証の特記事項＞  

令和２度に新しいカリキュラム・マップを作成した。それを活用し、授業年次、授

業間の連携をとっている。授業科目にナンバリングをし、適切に授業科目を分類する

ことで、学修の段階や順序を表し、教育課程の体系性を明示した。  

 

＜基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果の改善状況・改善計画＞  

 

(a) 前回の認証（第三者）評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した行動計画

の実施状況 

 

 前回の認証評価を受けた際の課題は、建学の精神、教育目的・目標等を保護者・学

生・非常勤教員等に表明していくことであった。これらの改善計画として、冊子「この

道を」(提出－1)を作り、あらゆる機会を利用して表明していくということであった。  

 たとえば、学生に対しては入学時のオリエンテーションで、冊子「この道を」を使っ

て建学の精神、教育目的・目標等を説明し、内容の理解を求めた。保護者には毎年 5 月

に行われる保護者懇談会において冊子「この道を」を使って建学の精神、教育目的・目

標等を説明してきた。教職員はもとより、非常勤教員にも毎年 3 月に行われる教職員

懇談会において冊子「この道を」を使い建学の精神等を説明し、内容の周知を図った。 
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【基準Ⅱ 教育課程と学生支援】 

［テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程］ 

 

［区分 基準Ⅱ-A-1 短期大学士の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシ

ー）を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針は、それぞれの学習成果に

対応している。 

 ① 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針は、卒業の要件、成績

評価の基準、資格取得の要件を明確に示している。 

（2） 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針を定めている。 

（3） 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針は、社会的・国際的に通用

性がある。 

（4） 学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針を定期的に点検している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-1 の現状＞ 

1．短期大学全体 

生活科学科は、学則第 12 条の 2 項と 3 項に、「本学に 2 年以上在学し、本学則に定

める授業科目および単位数を習得した者については、教授会の議を経て、学長が卒業

を認定する。前項の規定により、卒業した者には、本学学位規定の定めるところによ

り、短期大学士の学位を授与する。」と規定してあり、これに基づき卒業の認定と学位

を授与してきた。ディプロマ・ポリシー（卒業の認定に関する方針）は、在学生、教職

員、受験生、保護者にとって理解されやすいように配慮し、平成 28 年度に見直しを行

い、食物栄養専攻と生活福祉専攻の各々について制定した。 

 平成 29 年度から生活科学科の教育方針として、ホームページ・学生便覧に掲載して

明確にし、学内外の学生や保護者に表明している。 

 

2．食物栄養専攻 

 食物栄養専攻は平成 9 年 4 月に、「食生活と健康」に関する専門性を高め、実践力を

身に付け、次世代のための豊かな食環境の創造を目指し開設された。現在本専攻では、

「栄養士」「フードスペシャリスト」「健康管理士一般指導員」の 3 つの資格が取得で

きる。 
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人間の生命の源である「食物」の栄養価、成分、物性はもちろん、消化、吸収、代謝

など、身体の仕組みを総合的に学び、調理方法の指導や望ましい摂取の方法を日常の

食生活に提案できる「栄養士」の育成を目指している。「栄養士」の資格は国家資格で

あり、社会的通用性があると言える。 

「フードスペシャリスト」は消費者の視点にたって、多様化する現代の「食」のアド

バイザーとして、食に関する高度な知識および技術を有する専門家＝フードスペシャ

リストの育成を目標にしている。 

 「健康管理士一般指導員」は健康管理や予防医学の知識を身につけ、自分の健康を守

ると共に、家庭・地域・職場でも、その知識を生かせるような能力を持つ人材の育成を

目指している。 

 

（1）学位授与の方針 

食物栄養専攻の卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）は、以下のとおり

である。 

◎食物栄養専攻の卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

 本学に 2 年以上在籍し、所定の単位を修得した学生は、以下の到達目標に達した者

であると認定し、卒業と同時に「短期大学士」の学位を授与する。 

①豊かな人間性を持ち、幅広い教養と社会人としてのマナーを兼ね備えている。 

②食の専門家としての責任感と倫理観を持って、社会に貢献できる専門知識と技能

を身に付けている。 

③多様な課題に対して主体的に考え、コミュニケーションを図りながら協働して活

動する態度を身に付けている。 

 この方針は、食物栄養専攻の「学習成果」と結びついており、この方針にしたがっ

て、単位認定、資格授与等を行い、学習成果の獲得に結びついている。 

 

（2）卒業の要件、成績評価の基準、資格取得の要件と運用 

 食物栄養専攻の卒業要件は以下のとおりである。履修によって、2 年間で栄養士、フ

ードスペシャリスト、健康管理士一般指導員の 3 つの資格が取得可能であり、それぞ

れの取得要件は「学生便覧」「授業概要」に明記されている。 

 

（ⅰ）卒業要件 

 2 年以上本学に在学し、教養に関する教育科目、専門に関する教育科目の必修科目、
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選択科目を以下の表により合計 62 単位以上修得しなければならない。（学則第 3 章第

10 条より）平成 30 年までは 70 単位以上としてきたが、令和元年度に卒業必修単位の

見直しを行い、短期大学設置基準第 5 章卒業の要件等第 18 条を遵守し、それぞれの専

門科目をより深く学ぶことを目的として、令和 2 年度より、教養に関する教育科目 12

単位以上、専門に関する教育科目必修科目 16 単位以上、選択科目 38 単位以上（卒業

必修単位 62 単位以上）に改正し、実施している。 

  

 

 

 

 

 

（ⅱ）資格（称号）取得の要件 

 卒業を基礎資格として、所定の単位を良好な成績で修得すると、「栄養士」資格（称

号）が取得できる。また、資格認定試験に合格すると、「フードスペシャリスト」、「健

康管理士一般指導員」の資格（称号）が取得できる。 

 

（ア）栄養士 

栄養士の資格を取得するためには、卒業に必要な単位数を基礎資格として、教養に

関する教育科目は 4 単位、専門に関する教育科目は必修科目 10 単位と選択必修科目 41

単位を修得しなければならない。必要な単位数は表 1-1、表 1-2 のとおりである。 

なお、フードスペシャリスト、健康管理士一般指導員の必修科目も合わせて記載す

る。 

  

区 分 卒業要件単位 

教養に関する教育科目 12 単位以上 

専門に関する教育科目 必修科目  16 単位以上 

選択科目  42 単位以上 
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       表 1－1 栄養士等資格取得に必要な単位（教養科目） 

  授業科目 単位数 

教
養
に
関
す
る
教
育
科
目 

信濃の風土と文化 2 

◎生活と音楽 1 

◎生活文化論Ⅰ(マナー教養) 1 

◎生活文化論Ⅱ(マナー教養) 1 

暮らしと法律 2 

★人間生活論 2 

◎●基礎英語Ⅰ 2 

基礎英語Ⅱ 2 

情報科学   2 

◎情報処理演習Ⅰ 2 

◎情報処理演習Ⅱ 1 

◎●スポーツと健康Ⅰ 1 

◎●スポーツと健康Ⅱ 1 

◎卒業必修科目  

●栄養士免許必修科目  

■フードスペシャリスト資格受験必修科目  

★健康管理士一般指導員受験必修科目 
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表 1－2 栄養士等資格取得に必要な単位（専門科目） 

専 

門 

に 

関 

す 

る 

教 

育 
科 

目 

教育内容 授業科目（講義または演習） 
単

位 

授業科目（実験または実

習） 

単

位 

社会生活と 

健康 

◎●社会福祉概論 2   

  

  

  ●公衆衛生学 2 

人体の構造

と機能 

●生化学 2 ●生化学実験 1 

●解剖生理学Ⅰ 2 ●解剖生理学実習 1 

●解剖生理学Ⅱ 2   

  

  

  ●★運動生理学 2 

食品と衛生 

◎●■食品学総論 2 ◎●■食品学実験 1 

●■食品学各論Ⅰ 

（食品加工学を含む） 
2 ●食品加工学実習 1 

●■食品衛生学 2 ●食品衛生学実験 1 

栄養と健康 

◎●■★栄養学総論 2 ●■栄養学実験・実習 1 

●栄養学各論 2 ●栄養学各論実習 1 

●★臨床栄養学総論 2 ●臨床栄養学実習 1 

●★臨床栄養学各論 2     

栄養の指導 

●栄養指導論Ⅰ 2 ●栄養指導論実習Ⅰ 1 

●栄養指導論Ⅱ 2 ●栄養指導論実習Ⅱ 1 

●公衆栄養学 2     

給食の運営 

◎●■調理学 2 ◎●■調理学実習Ⅰ 1 

●給食管理 2 ●■調理学実習Ⅱ 1 

  

  

  

  

  

  

●給食管理実習Ⅰ 1 

●給食管理実習Ⅱ（校外実

習） 
1 

●給食管理実習Ⅲ 1 

各種資格 

取得に関す

る科目ほか 

 

 

◎★食生活論 2 ◎総合演習 2 

◎生活科学概論 2   

  

  

  

  

  

  

  

■フードスペシャリスト論 2 

■フードコーディネート論 2 

■食品の消費と流通 2 
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専 

門 

に 

関 

す 

る 

教 

育 

科 

目 

教育内容 授業科目（講義または演習） 
単

位 

授業科目（実験または実

習） 

単

位 

各種資格 

取得に関す

る科目ほか 

★健康管理概論 2 

  

  

 

  

  

★環境と健康 2 

●食品学各論Ⅱ 2 

◎卒業必修科目   ●栄養士免許必修科目 ■フードスペシャリスト資格受験必修

科目 

★健康管理士一般指導員受験必修科目 

（イ）フードスペシャリスト 

フードスペシャリストの資格を取得するためには、卒業に必要な単位数を基礎資格

としてフードスペシャリスト必修科目 22 単位以上を履修した後、公益社団法人日本フ

ードスペシャリスト協会資格認定試験に合格しなければならない。必修科目は表 2 と

おりである。 

表 2 当該協会が認める教育科目 

科目名 単位数 

フードスペシャリスト論 2 

栄養学総論 2 

栄養学実験・実習 1 

食品学総論 2 

食品学各論Ⅰ・Ⅱ 4 

食品学実験 1 

調理学 2 

調理学実習Ⅰ・Ⅱ 2 

食品衛生学 2 

フードコーディネート論 2 

食品の消費と流通 2 

 

（ウ）健康管理士一般指導員 

 本資格は、日本成人病予防協会と（財）生涯学習開発財団の認定するものであり、健

康管理や予防医学の普及・指導を行う能力を備えたことを認定するものである。協会

指定の教育科目を履修した後、資格認定試験に合格しなければならない。協会指定の
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教育科目の本学該当科目は表 3 のとおりである。 

表 3 当該協会が認める教育科目 

協会指定科目 本学該当科目（読み替え科目） 

健康管理学 健康管理概論 

食生活論 

成人病の基礎知識 臨床栄養学総論 

臨床栄養学各論 

健康管理のすすめ方 公衆衛生学 

心の健康管理 健康管理概論 

人間生活論 

生活を守る栄養学 栄養学総論 

生活環境と健康 環境と健康 

体を守る健康知識 運動生理学 
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3.生活福祉専攻 

（1）卒業認定・学位授与の方針 

平成 27 年度までは、厚生労働省の介護福祉士のあり方およびその養成プロセスの

見直し等に関する検討会の報告書で提言された「資格取得時の到達目標」を生活福祉

専攻の学位授与の方針としてきた。しかし、地域社会の真に望む介護福祉士を養成す

るため、介護施設職員のアンケート調査をした。その結果を踏まえ、平成 28 年度見

直しを行い、生活福祉専攻の卒業認定・学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシ

ー）を以下のように制定し、施行している。 

◎卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

 本学に 2 年以上在籍し、所定の単位を修得した学生は、以下の到達目標に達し

た者であると認定し、卒業と同時に「短期大学士」の学位を授与する。 

①人の尊厳を大切にする豊かな人間性をもって、他者に接することができる。 

②介護に関する知識や方法を習得し、主体的に考え根拠を示しながら実践できる。 

③利用者本位・自立支援を基本とするサービスを、総合的・計画的に提供できる能

力を身につけている。 

④専門的な知識と技術をもとに、社会に貢献できる能力を有する。 

⑤利用者本位のサービスを提供するため、多職種協働によるチームアプローチの

必要性を理解できる。 

 生活福祉専攻では、卒業認定・学位授与の方針卒業要件（ディプロマ・ポリシー）に

したがって、以下のような卒業要件を定めている。 

 2 年以上本学に在学し、教養に関する教育科目と専門に関する教育科目の必修科目・

選択科目を以下の表のとおり合計 70 単位以上修得しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

（2）卒業認定・学位授与の方針と学習成果、卒業要件との対応 

生活福祉専攻の卒業・資格取得要件は以下のとおりである。卒業を基礎資格とし

て、所定の単位を修得すると、「介護福祉士」（受験資格）が取得でき、社会的通用

性がある。 

区 分 卒業要件単位 

教養に関する教育科目 18 単位のうち 12 単位以上 

専門に関する教育科目 必修科目  29 単位 

 選択科目  29 単位 
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履修によって、介護福祉士（受験資格）、中高老年期運動指導士、介護予防運動ス

ペシャリストの 3 つの資格が取得可能であり、それぞれの取得要件は「学生便覧」

「授業概要」に明記されている。 

 

  （ⅰ）介護福祉士（受験資格） 

介護福祉士資格取得に必要な単位 

区 分 科目（領域） 単位数 

教養に関する教育科目 生活文化論 必修科目 10 単位を

含め 12 単位以上 暮らしと法律 

いのち学 

共通関連科目 

専門に関する教育科目 人間と社会 10  

介護 42  

医療的ケア 8  

こころとからだのしくみ 12  

介護研究 2  

 計 86 単位以上 

注）介護福祉士国家資格を取得するためには、学外における介護実習を行わなけ

ればならない。取得単位は、専門に関する教育科目の「介護」の領域に含ま

れる。 
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（ⅱ）中高老年期運動指導士 

 本資格は、公益財団法人日本スポーツクラブ協会の認定するものであり、中高老

年者の健康・体力維持のための運動指導を任務とする国家資格に准ずる資格である。 

協会が認める教育科目（表１）を修了した後、協会の定める課題レポートの結果に

基づき、資格が認定される。 

表１ 当該協会が認める教育科目 

科目名 単位数 

こころとからだのしくみⅠ 1 

コミュニケーション技術Ⅱ 1 

レクリエーション支援Ⅰ 1 

レクリエーション支援Ⅱ 1 

生活支援技術（栄養・調理Ⅰ） 2 

生活支援技術（介護技術Ⅰ） 2 

発達と老化の理解Ⅰ 2 

発達と老化の理解Ⅱ 2 

資格取得講座  

計 12 

  

（ⅲ）介護予防運動スペシャリスト 

 本資格は、公益財団法人日本スポーツクラブ協会の認定するものであり、要介護

者・高齢者・障害者等に対する介護予防の運動の指導を任務とする国家資格に準ず

る資格である。 

 協会が認める教育科目（表２）を修了した後、協会の定める課題レポートの結果に

基づき、資格が認定される。 
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表２ 当該協会が認める教育科目 

 

科目名 単位数 

介護の基本Ⅱ 2 

こころとからだのしくみⅠ 1 

こころとからだのしくみⅡ 1 

リハビリテーション論Ⅰ 2 

リハビリテーション論Ⅱ 2 

コミュニケーション技術Ⅱ 1 

レクリエーション支援Ⅰ 1 

レクリエーション支援Ⅱ 1 

生活支援技術（介護技術Ⅰ） 2 

発達と老化の理解Ⅱ 2 

資格取得講座  

計 15 

 

［区分 基準Ⅱ-A-2 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を明確に

示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学科・専攻課程の教育課程は、卒業認定・学位授与の方針に対応して

る。 

（2） 学科・専攻課程の教育課程を、短期大学設置基準にのっとり体系的に編

成している。 

 ① 学科・専攻課程の学習成果に対応した、授業科目を編成している。 

 ② 単位の実質化を図り、年間又は学期において履修できる単位数の上限

を定める努力をしている。 

 ③ 成績評価は学習成果の獲得を短期大学設置基準等にのっとり判定して

いる。 

 ④ シラバスに必要な項目（学習成果、授業内容、準備学習の内容、授業

時間数、成績評価の方法・基準、教科書・参考書等）を明示してい

る。 
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 ⑤ 通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には印刷教材等による授

業（添削等による指導を含む）、放送授業（添削等による指導を含

む）、面接授業又はメディアを利用して行う授業の実施を適切に行っ

ている。 

（3） 学科・専攻課程の教員を、経歴・業績を基に、短期大学設置基準の教員

の資格にのっとり適切に配置している。 

（4） 学科・専攻課程の教育課程の見直しを定期的に行っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-2 の現状＞ 

1．短期大学全体 

 教育課程および履修方法は、学則第 9 条と第 10 条に規定されている。本学の教育課

程は、教養に関する教育科目と専門に関する教育科目に分かれ、必要な授業科目と履

修単位数は食物栄養専攻と生活福祉専攻のそれぞれで規定されている。第 10 条 1 項に

は、「学生は 2 年以上在学し、教養に関する教育科目と専門に関する教育科目の必修科

目･選択科目をあわせて 62 単位以上修得しなければならない。ただし、教養に関する

教育科目は 12 単位以上修得しなければならない。」と規定されている。 

カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成･実施の方針）は、在学生、教職員、受験

生、保護者にとって理解されやすいように配慮し、平成 28 年度に見直しを行い、食物

栄養専攻と生活福祉専攻の各々について制定した。 

 平成 29 年度から生活科学科の教育方針として、ホームページ・学生便覧に掲載して

明確にし、学生や保護者に表明している。 

成績の評価方法は「秀（S）・優（A）・良（B）・可（C）・不可（D）」の 5 段階とし、そ

れぞれの段階に対し、4 から 0 までの GP を付与する。 

成績評価と GP 

点 数 成績評価 G P 

90～100 秀（S） 4 

80～90 未満 優（A） 3 

70～80 未満 良（B） 2 

60～70 未満 可（C） 1 

60 未満 不可（D） 0 

60 点以上の場合単位を認定する。 
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GPA の活用 

GPA は、厳格な成績評価と学習指導・教育支援に活用している。GPA は、各期（前期・

後期）および通算（1 年次・2 年次）で算出する。 

主にしらうめ特待生・編入学時の成績証明・奨学金の 2 年目以降継手続き・高等教

育の就学支援制度・各協会の表彰者の選出に活用する。 

また各期の GPA が低い学生には、個別指導・支援を行う。 

本学は教養に関する教育科目１２単位と専門に関する教育科目５０単位合わせて６

２単位以上を修得しなければ卒業はできない。資格取得を目指し卒業するように指導

している関係で、資格取得に必要な科目を卒業必修科目と同時に受講しなくてはなら

ないので、短期大学の限られた時間数の中で多岐にわたって受講することはカリキュ

ラム上困難な状況であるため、単位取得数の上限は定めていない。 

シラバスには必要な項目(学習成果 (到達目標)、授業内容、準備学習の内容、授業

時間数、成績評価の方法・基準、教科書・参考書等)を明示している。２０１９年度版

シラバスより到達目標の項目を増やしている。さらに入学時および新年度ごとに、全

学生を対象にオリエンテーションを実施し説明している。 

 １年次生に対しては入学式前後にオリエンテーションを行い、学生便覧、授業概要

を配布し、学則、教育課程、学生生活の心得について、建学の精神について等のガイダ

ンスを行っている。また、教務学生課より受講登録についての説明を行い、専攻ごと

に、受講登録、資格取得の確認・説明および、図書館司書より図書館の利用について説

明している。 

 ２年次生に対しては、年度当初にオリエンテーションを行い、教務学生課より２年

次生としての学生生活の心得について説明している。 

 

2、食物栄養専攻 

（1）教育課程編成の基本方針 

 食物栄養専攻では、上記短期大学全体の基本方針の改定を受け、専攻の「学位授与の

方針」に対応すべく、専攻の「教育課程編成･実施の方針」を以下のように平成 28 年

度に制定した。 

◎教育課程の編成および実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

 本学が掲げる教育目標を達成するため、以下の教育課程を編成する。更に栄養士、フ

ードスペシャリスト、健康管理士一般指導員の資格が取得できるように教育課程を編

成する。 
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（ⅰ）豊かな人間性、および幅広い教養を身につけるために、多様な分野から教育

科目を設置する。 

（ⅱ）専門知識を身につけ、自ら考えて行動できる力をつけるために、以下の専門

分野について学べる教育課程を編成する。 

 （ア）社会生活と健康 （イ）人体の構造と機能 （ウ）食品と衛生 （エ）栄養

と健康 （オ）栄養の指導  （カ）給食の運営 

（ⅲ）講義、実験、実習、演習など、多様な授業形態で、理論、技能および実践を学

修する。 

（ⅳ）適性にあわせて学修計画を立ててキャリアを選択できるよう、3 つの資格（栄

養士、フードスペシャリスト、健康管理士一般指導員）取得に必要な科目を配置す

る。 

（ⅴ）表現力、思考力、コミュケーション能力などを実践的に学ぶ地域に密着した

カリキュラムを設置する。 

 

（2）体系的な教育課程の編成と特色 

 従来、カリキュラム・マップはホームページやキャンパスガイドブック（学校案内）

に掲載されてきたが、学生便覧、授業概要に掲載されていなかった。しかし、在学生が

資格を取得する上で、また学習成果の獲得との関連づけを理解しやすいことから、令

和 3 年度より、学生便覧への掲載を予定している。 

 

（3）教員の配置 

 専門教育科目の担当教員について、必修科目や資格の必修科目、学外実習科目とい

った基幹科目は、原則として専任教員を配置している。専門に関する教育科目 42 科目

（令和２年度開講）では外部の非常勤教員の担当科目数は 18 科目あり、各分野の専門

知識を持つ教員である。また、2 年間にわたり、固定のクラス制度および担任制を導入

しており、2 年次に開講する「総合演習」（通年）は、専攻の専任教員の専門分野から

主体的に学べるよう、教員の配置を行っている。 

 

（4）教育課程の定期的な見直し 

 カリキュラムや教育の改善に向けた検討は継続的に実施しており、開設授業科目を

総合的に見直し、統廃合、開講期の改善を積極的に行っている。 
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3.生活福祉専攻 

（1）教育課程の編成および実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

 生活福祉専攻では、上記短期大学全体の基本方針の改定を受け、専攻の「学位授与

の方針」に対応すべく、専攻の「教育課程編成の方針」を以下のように平成 28 年度

に制定した。 

 

◎教育課程の編成および実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

 本学が掲げる教育目標を達成するため、以下の教育課程を編成する。更に、介護福

祉士国家試験の合格、中高老年期運動指導士の資格取得、および介護予防運動スペ

シャリストの資格取得を目指し、個別に対応できる教育課程を編成する。 

①豊かな人間性、および幅広い教養を身につけるために、多様な分野から教養科目

を設置する。 

 ②専門知識を身につけ、自ら考えて行動できる力をつける。 

ア．加齢や疾病・障害に伴い生じる生活上の課題を、根拠に基づき考え解決する

方法を理解する。 

  イ．介護の専門性や人間性を高める。 

  ウ．知識と技術を統合化し理解を深める。 

  エ．探究心・研究心を培う。 

 ③多様な授業形態で理論および実践を学修する。 

  ア．授業では、学生同士のグループワーク、グループディスカッションなどアク

ティブ・ラーニングを取り入れる。更に地域や施設の人達と学生が直接ふれあ

う体験を取り入れ、専門職としての基礎学力のみならず自ら考え理解する実

践力をつける。 

  イ．少人数制の科目では、個性や能力に応じた教育を行う。 

  ウ．介護福祉士国家試験の対策授業を行い、資格取得とキャリア形成の支援を

行う。 

 

（2）体系的な教育課程の編成と特色、教員の配置 

 生活福祉専攻は、介護福祉士の資格を取得するための教育科目を中心に編成してい

る。教育課程の編成については、介護福祉士養成課程における教育内容等の見直しの

際、大幅に内容が変更され、平成 21 年度より「人間と社会」「介護」「こころとからだ

のしくみ」の 3 領域の編成となった。さらに、平成 27 年度に「医療的ケア」が導入さ
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れ 4 領域となった。本学は、この 4 領域に介護研究を加えた専門に関する教育科目と、

教養に関する教育科目により教育課程は構成されている。カリキュラム・マップは完

成し、専攻内で共有した。学生が学習成果の獲得に向け各科目間の関連づけが理解し

やすいように介護福祉士養成教育における科目間の関係として、4 領域の相関図を「介

護実習のてびき」（資料〇）に記載している。また、4 領域の相関図のパネルを平成 27・

28 年度に作成し、学生が頻繁に使用する介護実習室に置き、理解を促す手段としてい

る。 

 

（3）学科・専攻課程の教員の配置 

教員については、社会福祉士および介護福祉士法の「介護福祉士学校の設置および

運営に係る指針」7-教員に関する事項において次のように定められている。 

①教員の数は、学校指定規則別表第 4 に基づき編成された各科目を担当するのに適

当な数であること。 

②専任教員の数は、養成施設指定規則別表第 2に定める専任教員数以上であること。 

③原則として、教員は、一の介護福祉士学校（本学該当）に限り、専任教員となるも

のであること。 

(④は省略) 

⑤専任教員以外の教員については、教育する内容について、相当の学識経験を有する

者または実践的な能力を有する者として介護福祉士学校が認めたものであること。

ただし、医療的ケアの領域に区分される教育内容を教授する教員については、医

療的ケア教員講習会修了者等であって、かつ、医師、保健師、助産師または看護師

の資格を取得した後 5 年以上の実務経験を有する者であること。 

加えて、介護福祉士学校指定規則に、専任の教員の役割と資格として、「人間と社会」

「介護」および「こころとからだのしくみ」の 3 領域の責任を持つ役割を担う教員の

基準が次のように示されている。 

・介護福祉士、医師、保健師、助産師、看護師または社会福祉士の資格を取得した後

5 年以上実務経験を有する者 

・厚生労働大臣が定める基準を満たす講習会（介護教員講習会）の修了者その他のそ

の者に準ずるものとして厚生労働大臣が別に定める者 

 現在に至るまで、本専攻の専任教員以外の教員についてはもとより、専任教員の配

置は遵守している。すなわち専任教員は、介護福祉士、保健師、看護師、社会福祉士の

資格を有した者であり、「介護福祉士学校の設置および運営に係る指針」7-教員に関す
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る事項で定められているその他の基準も満たしている。 

本学生活福祉専攻の特色は、第 1 に介護・医療・福祉の各専門分野の専任教員が揃

っていることである。介護福祉士資格を有する教員は介護領域を、保健師・看護師資格

を有する教員は医療・障害の関係科目を、社会福祉士資格を有する教員は社会福祉関

係科目を担当するなど、専任教員はその分野における豊富な経験からなる洞察力を生

かせる教育科目を担当していることである。第 2 に、建学の精神である“人”を大切

にする介護福祉士を養成すべく、作法をとおし相手を思いやる心を育む「生活文化論

（マナー教育）」と、人や命を考える「いのち学」を教養に関する教育科目の必修科目

としていることである。 

 

（4）教育課程の定期的な見直し 

生活福祉専攻の学外における介護実習は、規定の４５０時間以上を７段階に分け行

っている。平成２９年度より、本専攻では実習時間を４５６時間と設定した。7 段階と

は、４５６時間をデイサービスセンターやグループホーム、訪問介護事業所、障害者施

設、各老人福祉施設の多様な介護現場をその事業内容ごとに分けて行う 7 回の実習を

指している。介護福祉士が働く各介護現場で実際に学び、さらに段階をおって到達目

標を上げて実習を重ねることにより、介護福祉士の役割を深く理解し、総合的な介護

能力を養えるよう本専攻が構成したものである。この学外における介護実習は、学内

で学んだ知識と技術を介護実践に活かすことで初めて成果がでる。したがって、その

段階に必要な教育科目（内容）の履修は不可欠である。そのため、令和 2 年度の教育

編成をする際には、実習に必要な教育科目の開始時期の見直しや、各段階の学外にお

ける介護実習の実施時期の見直しをした。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-3 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、幅広く深い教養を

培うよう編成している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教養教育の内容と実施体制が確立している。 

（2） 教養教育と専門教育との関連が明確である。 

（3） 教養教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 
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＜区分 基準Ⅱ-A-3 の現状＞ 

1.短期大学全体 

本学の教養教育は、区分基準Ⅱ-A-2 の 1.に記したとおり、「教養科目は、12 単位以

上修得しなければならない。」と規定されている。カリキュラム・ポリシー（教育課程

の編成・実施の方針）は、平成 28 年度に見直しを行い、食物専攻と生活福祉専攻の各々

について制定され、平成 29 年度からホームページ・学生便覧に掲載している。 

 

（１）教養教育の内容と実施体制 

 本学の教養教育は、カリキュラム上「教養に関する教育」として実施している。短期

大学の「教育過程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）として、専

攻ごとに明記されている。（学生便覧Ｐ6） 

 

（２）教養教育の効果測定・評価と改善 

（ⅰ）学生授業評価アンケートによる評価と改善 

本学では、学期終了時（年 2 回）に学生授業アンケートを行い「教養教育科目・専

門教育科目の効果測定」を行っている。このアンケートは、原則、無記名・マークシー

ト方式となっている。元年度に行ったアンケートを修正し行った。令和２年度に行っ

た学生授業評価アンケートの項目は、以下のとおりである。 

 

  ＜評価項目＞ 

  1.この授業を何回欠席しましたか⑤0 回 ④1 回 ③2～3 回 ②4 回 ①5 回以上 

  2.この授業を、マナーを守って受講しましたか（私語・携帯電話・飲食・居眠り等） 

  3.この授業に必要な教材・教具（教科書・プリント等）を準備して臨みましたか 

  4.この授業の予習・復習などの学習をしましたか 

  5.あなたは、この授業の授業概要（シラバス）を理解していますか 

  6.この授業内容を、理解できましたか  

  7.授業の学習量は、適切であったと思いますか 

  8.教員の話し方や説明の仕方は、適切であると思いましたか 

  9.板書や資料の示し方は、良いと思いましたか 

  10.この授業の進行速度は、適切であると感じましたか 

  11.意見や質問を出しやすい授業でしたか 

  12.授業を受けた成果はあったと思いますか 
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  13.授業内容に興味は持てましたか 

  14.教育の設備・環境は十分であると思いましたか 

  上記の項目 1 以外の回答は、「⑤強く思う ④やや思う ③普通 ②あまり思わな

い ①全く思わない」の 5 件法で測定した。 

     

（ⅱ）成績評価及び単位取得状況による評価と改善 

令和元年度については、本学の学則第 11 条に基づいて成績の評価をしている。平成

29 年度からＧＰＳ制度導入について検討されてきたが、令和元年度の拡大教授会にお

いて、ＧＰＳ制度導入について教務課より改めて提案及び説明があり、令和 2 年度か

ら導入している。 

 

2.食物栄養専攻 

教養に関する教育のカリキュラム・ポリシー 

（ⅰ）豊かな人間性、および幅広い教養を身につけるために、多様な分野から教育科目

を設置する。 

（ⅱ）専門知識を身につけ、自ら考えて行動できる力をつけるために、以下の専門分野

について学べる教育課程を編成する。 

 （ア）社会生活と健康 （イ）人体の構造と機能 （ウ）食品と衛生  

（エ）栄養と健康（オ）栄養の指導  （カ）給食の運営 

（ⅲ）講義、実験、実習、演習など、多様な授業形態で、理論、技能および実践を学修

する。 

（ⅳ）適性にあわせて学修計画を立ててキャリアを選択できるよう、3 つの資格（栄養

士、フードスペシャリスト、健康管理士一般指導員）取得に必要な科目を配置す

る。 

（ⅴ）表現力、思考力、コミュケーション能力などを実践的に学ぶ地域に密着したカリ

キュラムを設置する。 

（1）教養教育の内容 

上記「教養に関するカリキュラム・ポリシー」に基づき、卒業要件 70 単位のうち、

12 単位以上を履修するように教養に関する教育科目を構成している。令和元年度に開

講した具体的な科目は、以下の表のとおりである。 

 教養に関する教育カリキュラムの再検討をした結果、平成 23 年度から取り入れてき

た、「基礎有機化学」については、専門に関する教育科目の「生化学」・「生化学実験」
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等と重複する部分が多いという点から、開講を取りやめた。 

科 
授 業 科 目 

単位数 

目 必修 選択 

  信濃の風土と文化  2 

教 生活と音楽 1  

養 生活文化論Ⅰ（マナー教育） 1  

に 生活文化論Ⅱ（マナー教育） 1  

関 暮らしと法律  2 

す 人間生活論  2 

る 基礎英語Ⅰ 2  

教 基礎英語Ⅱ  2 

育 情報科学  2 

科 情報処理演習Ⅰ 1  

目 情報処理演習Ⅱ 1  

   スポーツと健康Ⅰ 1  

  スポーツと健康Ⅱ 1  

  計 9 10 

教養教育の実施体制 

 教養に関する授業科目の担当者は、非常勤教員の比率が高くなっているが、一つの

科目を長年にわたって担当し専門性があると言える。 
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（2）教養教育と専門教育の関連性 

  教養に関する教育科目と専門教育に関する教育科目の関連性については、以下の

とおりである。 

教養に関する教育科目 専門に関する教育科目 

信濃の風土と文化 生活科学概論 食生活論 フードスペシャリスト論 

  フードコーディネート論  調理学実習Ⅰ・Ⅱ 

  食品加工実習 

生活と音楽 栄養指導論実習Ⅱ 

生活文化論Ⅰ・Ⅱ 生活科学概論・食生活論 ・給食管理実習Ⅱ（校外実習） 

  フードコーディネート論 

  公衆栄養学・栄養指導論 

暮らしと法律 社会福祉概論   食品衛生学   公衆栄養学 

  公衆栄養学・栄養指導論 

人間生活論 社会福祉概論  生活科学概論 

基礎英語Ⅰ・Ⅱ 栄養指導論Ⅰ・Ⅱ 総合演習 

情報科学 総合演習 

情報処理演習Ⅰ・Ⅱ 調理学実習Ⅱ 栄養指導論実習Ⅱ 総合演習 

スポーツと健康Ⅰ・Ⅱ 運動生理学・栄養学各論・栄養学各論実習  

 

3.生活福祉専攻 

（1）教養教育の内容 

本学の教養教育は、カリュキュラム上「教養に関する教育科目」として実施している。

生活福祉専攻の「教育課程の編成および実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）」

では、以下の項目が明記されている。 

①豊かな人間性、および幅広い教養を身につけるために、多様な分野から教養科目を

設置する。 

②専門知識を身につけ、自ら考えて行動できる力をつける。 

ア．加齢や疾病・障害に伴い生じる生活上の課題を、根拠に基づき考え解決する方

法を理解する。 

イ．介護の専門性や人間性を高める。 

ウ．知識と技術を統合化し理解を深める。 
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エ．探究心・研究心を培う。 

③多様な授業形態で理論および実践を学修する。 

ア．授業では、学生同士のグループワーク、グループディスカッションなどアクテ

ィブ・ラーニングを取り入れる。更に地域や施設の人達と学生が直接ふれあう

体験を取り入れ、専門職としての基礎学力のみならず自ら考え理解する実践力

をつける。 

イ．少人数制の科目では、個性や能力に応じた教育を行う。 

ウ．介護福祉士国家試験の対策授業を行い、資格取得とキャリア形成の支援を行う。 

 上記「教育課程の編成および実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）」に基づ

き、卒業要件７０単位のうち、12 単位以上（18 単位のうち）を履修するように教育科

目を構成している。 

教養教育の実施体制については、以下のとおりである。 

科目 授業科目 
単位数 

必修 選択 

教
養
に
関
す
る
教
育
科
目 

信州の風土と文化  2 

生活と音楽Ⅰ 1  

生活と音楽Ⅱ 1  

生活文化論Ⅰ（マナー教育） 1  

生活文化論Ⅱ（マナー教育） 1  

暮らしと法律  2 

いのち学 2  

基礎英語  2 

情報科学  2 

情報処理演習Ⅰ 1  

情報処理演習Ⅱ 1  

スポーツと健康Ⅰ 1  

スポーツと健康Ⅱ 1  

計 10 8 

 

 

（2） 教養教育と専門教育との関連 

「教養に関する教育科目」において、下記の科目については介護福祉士（受験資格）に

おける必修科目となっている。 
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区 分 科目（領域） 単位数 

教養に関する教育科目 生活文化論Ⅰ（マナー教育） 1 

生活文化論Ⅱ（マナー教育） 1 

いのち学 2 

暮らしと法律 2 

 

「生活文化論（マナー教育）」においては、生活福祉専攻の卒業の認定に関する方針（デ

ィプロマ・ポリシー）に基づき、下記を到達目標としている。 

・人の尊厳を大切にする豊かな人間性をもって、他者に接することができる。 

・利用者本位・自立支援を基本とするサービスを、総合的・計画的に提供できる能力を

身につけている。 

「いのち学」においては、生活福祉専攻の卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリ

シー）に基づき、下記を到達目標としている。 

 ・人の尊厳を大切にする豊かな人間性をもって、他者に接することができる。 

 ・専門的な知識と技術をもとに、社会に貢献できる能力を有する。 

 ・利用者本位のサービスを提供するため、多職種協働によるチームアプローチの必

要性を理解できる。 

「暮らしと法律」においては、生活福祉専攻の卒業の認定に関する方針（ディプロマ・

ポリシー）に基づき、下記を到達目標としている。 

 ・人の尊厳を大切にする豊かな人間性をもって、他者に接することができる。 

 ・専門的な知識と技術をもとに、社会に貢献できる能力を有する。 

介護福祉士の専門性を学ぶ教科として、「いのち学」は現職の僧侶が担当し、生活福祉

専攻の特色となっている。 
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［区分 基準Ⅱ-A-4 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、職業又は実際生活

に必要な能力を育成するよう編成し、職業教育を実施している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学科・専攻課程の専門教育と教養教育を主体とする職業への接続を図る

職業教育の実施体制が明確である。 

（2） 職業教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-4 の現状＞ 

 

1. 短期大学全体 

本学の場合、資格を活かした専門職（栄養士・介護福祉士）としての就職先が主であ

り、栄養士の場合は受託給食会社を中心とした企業からの、そして介護福祉士の場合

は施設・病院からの評価が高い。それは、本学の学生を採用したいとの求人依頼が本学

の卒業生を採用した企業から毎年届くことが物語っている。（別紙：就職先） 

企業説明会・入社試験・内定決定時点・それぞれの場面において企業の採用担当者と

連絡をとり、卒業生の評価・評判を聴取している。 

本学を訪れる卒業生から、就職活動における留意点、情報交換、情報収集をしている。

また、在学中に行っておくべきことなどのアドバイス等も聴取している。 

卒業生から聴取した内容や得た情報・過去の実績・功績などは、進路指導課を中心と

して、クラス担任とも情報を共有し、各専攻内での授業、新年度オリエンテーション(1

年次 2 年次)、1 年生の後期に開催している「就職ガイダンス」等で公表している。 

卒業生の評価については、本学は平成 9 年食物栄養専攻設置より、卒業生のほとんど

が栄養士として地元に就職しているため、近隣地域の就職先とは良好な関係にあり、

卒業生の評判はよい。 

以下は、進路指導課と教員による、卒業生が勤務する就職先での卒業生に関する情報

の聞き取りである。 

・調理の現場を経験した後、栄養管理をする人材が会社の柱になっている現状の中、

まじめに調理、献立作成、発注、衛生管理に取り組んでいる。 

・少子高齢化により老人福祉施設が増えている。元気で明るく働き、評判が良い。 

・レストラン、社員食堂など外食産業では、健康づくりを取り入れたメニューを揃え、

健康的な食べ方を提案し、疲れを癒す環境づくりも求められている。エネルギー、脂

質、塩分の表示、健康と栄養に関する豆知識の掲示、料理教室など生活習慣病予防につ
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ながる重要な役割もこなしてもらっていて有難い。 

・子ども達の食育にも、いろいろなアイディアを出して取り組んでいてすばらしい。 

・人と話すことが苦手、言いたいことがうまく伝えられない、などのコミュニケーシ

ョン能力が不足している者がいることが課題である。 

 

２.食物栄養専攻 

 近年は、病院・介護施設・保育所などから直接栄養士職としての求人依頼は減少傾向

にあり、『採用による経費削減・労務管理軽減』のため受託給食会社を中心に求人が増

加している。この受託給食会社というのは、栄養士を求めている病院・介護施設・保育

所等に代わって、まとめて栄養士を採用する会社で、採用された社員は受託給食会社

と契約している病院・介護施設・保育所等で勤務することになる。 

 本学においても栄養士職を希望する学生の 9 割以上が受託給食会社に就職をしてい

る。(別紙就職先) 

 専門職ということもあり、受託給食会社と本学との連携もしっかりと確立している。

学生の授業日での説明会や試験への参加は事前に協議を行い、極力最低限に計らって

もらい、学生の負担（授業の欠席・交通費等）も考慮し、本学を会場として企業説明会

や入社試験も行われ原則として内定をし、入社承諾書を提出した場合には他の企業の

受験を自粛するよう指導もしている。そのためか企業との信頼関係も構築されており、

本学からの辞退者がないということから、例年多数の学生が内定を得て、就職に至っ

ている。これは採用する企業にとってもプラスとなっているようである。 

また、卒業生であっても就職相談がある場合はいつでも大学にて相談を受けられる

体制が本学にできている。相談内容によっては進路指導課が企業に相談もしくはアド

バイスを求める場合もある。このことは本学においてクラス担任制をとっている一番

のメリットであると考えられる。その後の進路・結婚においても本学の教職員が良き

理解者となっている。 

情報入手の経路は、採用担当者との情報交換、校外実習中の実習先訪問や栄養士会等

関係団体との交流会などがある。そこで出された情報については、共有して教育課程

の編成の見直しや教育力の向上の参考にするなど、学習成果の点検に活用している。 

 

2.生活福祉専攻 

（1）職業教育の実施体制 

 生活福祉専攻は、介護福祉士養成という職業教育を主たる目的としており、その役
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割と機能は明確である。卒業時に、「専門に関する教育科目」「教養に関する教育科目」

より、介護福祉士資格取得者必修科目単位を取得することで、介護福祉士国家試験の

受験資格を取得できる。資格取得を目指し、デイサービスセンターやグルーホーム、訪

問介護事業所、障害者施設、老人福祉施設の多様な介護現場をその事業内容ごとに分

けて行う 7 回の実習を行っている。これらの実習先は、実習を行うだけでなく、卒業

後の就職先となる例もあることから、職業教育に占める実習指導はウエイトが大きい。

実習前・実習中・実習後の実習指導は、介護総合演習の授業にて行い、実習中の巡回指

導は専任教員全員で取り組んでいる。 

 生活福祉専攻 1・2 学年合同授業の一つとして、介護現場で活躍する卒業生による講

演会を毎年実施している。令和２年度は 12 月に、老人福祉施設で働いている卒業生 2

名による講演会を実施した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、１名は勤

務先施設からのオンライン参加となった。講演会後の学生アンケートからは「介護福

祉士のあるべき姿や自身の課題が明らかになった」「現場での新型コロナウイルス感染

症対策の現状がわかった」と先輩の生の声をその場で直に聞くことで、介護福祉士の

仕事をより身近に感じることができ、学生の職業意識が高まった。 

 

（２）職業教育の効果の測定・評価と改善 

本学生活福祉専攻は、介護福祉士の養成を主たる目的としており、学内授業だけでな

く学外実習の成果が不可欠である。学外実習の成績評価は、「介護実習のてびき」（資料

〇）に以下のとおり明記し運用している。 

[実習評価］ 

①実習評価は、主として実習施設の実習指導者と実習担当教員で実施する。 

②評価は、各実習段階に応じて行う。評価基準は、以下のとおりとする。 

 ア.実習目標に対する学習効果 

 イ.介護、諸記録、報告等の実践力 

 ウ.介護者としての役割 

 エ.実習への姿勢（主体的行動、規則を遵守した規範行動、出退時間） 

以上に加え、実習中の学生の課題並びに実習態度を総合して評価する。 

③実習の評価基準について 

 実習の評価は、実習施設の実習指導者が各評価項目を 5 段階評価で行う。評価に

際しては、以下の基準を参考として行う。 

＜評価基準＞ 
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5… 非常に良い（少しの援助、助言でできる） 

4… 良い （援助、助言をすれば大体のことができる） 

3… 普通 （援助、助言をすれば何とかできる） 

2… 努力が必要（援助、助言をしてもできないことがある） 

1… かなり努力が必要（実習の終わりになっても、援助、助言をしても 

できないことがある） 

④総合評価 

・単位の認定 

 介護福祉実習の単位の認定（成績評価）は、各段階の実習終了後のまとめや課題レ

ポート、実習記録、実習指導者の評価、学内学習への参加状況および学習態度を専攻の

介護実習担当教員が相互に協議の上、総合的に判断して成績評価を行う。 

 

［修得の認定］ 

 介護実習時間は４５６時間である。欠席した場合、修得の認定を受けることができ

ない。同時に、介護福祉士国家登録要件も充たされない。したがって、病気その他やむ

をえない事情により欠席した場合は、速やかに実習担当職員に届け出る。実習を欠席

した場合は、実習担当教員が実習施設と連絡を取り、日程を調整し、必ず不足日数分の

実習を行う。 
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［区分 基準Ⅱ-A-5 入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）を明確に示

している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 入学者受入れの方針は学習成果に対応している。 

（2） 学生募集要項に入学者受入れの方針を明確に示している。 

（3） 入学者受入れの方針は、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示して

いる。 

（4） 入学者選抜の方法（推薦、一般、AO 選抜等）は、入学者受入れの方針に

対応している。 

（5） 高大接続の観点により、多様な選抜についてそれぞれの選考基準を設定

して、公正かつ適正に実施している。 

（6） 授業料、その他入学に必要な経費を明示している。 

（7） アドミッション・オフィス等を整備している。 

（8） 受験の問い合わせなどに対して適切に対応している。 

（9） 入学者受入れの方針を高等学校関係者の意見も聴取して定期的に点検し

ている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-5 の現状＞ 

1．短期大学全体 

入学者受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）はホームページの情報

公開ページおよび学生募集要項、キャンパスガイド、学生便覧に掲載し、明確に示して

いる。                                        

その内容は以下のとおりである。これらはそれぞれの食物栄養専攻の栄養士資格の

取得、生活福祉専攻の介護福祉士資格の取得といった学習成果に対応している。 

 

（1）食物栄養専攻の入学者の受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

本学の教育理念、教育目的、教育目標に共感する以下のような学生を求める。 

（ⅰ）高等学校卒業程度の基礎学力を有し、自分の考えを言葉・文章として表現できる

人 

（ⅱ）食べること、食事を作ること、食に関することに関心がある人 

（ⅲ）他者と良好な関係を築くことができ、基本的な生活力を持っている人 

（ⅳ）意欲的にコミュニケーションをとり、協働できる人 
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（ⅴ）食生活と健康に関する専門性を、職場、家庭、地域社会の中で役立てたいと思っ

ている人 

（ⅵ）栄養士資格取得を目標に勉学する意志がある人 

 

（2）生活福祉専攻の入学者の受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

本学の教育理念、教育目的、教育目標に共感する以下のような学生を求める。 

（ⅰ）高等学校卒業程度の基礎学力を有し、自分の考えを言葉・文章として表現できる

人 

（ⅱ）人と接することが好きで、介護福祉に関心があり、意欲的に学ぶことができる人 

（ⅲ）他者と良好な関係を築くことができ、基本的な生活力を持っている人 

（ⅳ）意欲的にコミュニケーションをとり、協働できる人 

（ⅴ）相手の立場に立って考えることができる人 

（ⅵ）介護福祉士資格取得を目標に勉学する意志がある人 

 

入学前の学習成果の把握・評価については、入学志願書、高等学校の調査書、推薦試

験では高等学校長の推薦書を含め、学習成果を把握するようにしている。また、専攻ご

とに入学前の課題を課し、入学後の学習に必要となる基礎的な知識を入学前に習得す

ることを課している。 

 なお、本学では、以下の選抜内容で多様な学生を受け入れる選抜を公平かつ正確に

実施している。 

 「学校推薦型選抜」 

   ・一般推薦Ⅰ期・Ⅱ期 

   ・指定校推薦 

   ・特待生推薦 

 「一般選抜」 

   ・一般入試Ⅰ期・Ⅱ期 

 「社会人選抜」 

   ・社会人入試Ⅰ期・Ⅱ期 

すべての選抜で面接を行い、資格取得を目標に勉学する意志があるか等、入学者の

受け入れに関する方針に対応しているか判断している。面接試験では文章朗読を含み、

基礎学力の確認にも役立てている。社会人選抜以外の選抜では入学志願書、調査書、推

薦書等の書類審査を行い、高等学校の基礎学力を有しているか等を評価している。学
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校推薦型選抜の特待生推薦と一般選抜、社会人選抜では小論文を課し、自分の考えを

言葉・文章として表現できているか等を評価し、入学者受け入れ方針に基づいて適性

を判断している。調査書等の書類審査、面接試験、小論文を基に、学力の 3 要素「知

識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働して学ぶ態度」を多面的・

総合的に評価し判定会議において協議の結果、学長が合否を最終決定している。 

授業料およびその他入学に必要な経費については、入学金、施設設備費、授業料、実

験実習費等を大学案内および学生募集要項に記載のほか、ホームページへ詳細を記載

している。合わせて入学金減免及び免除、特待生制度や奨学金制度についての記載も

している。 

本学では入試企画課が中心となり、学生募集、入学者選抜の企画及び事務等を担当

し、学校訪問、高大連絡会、進学相談会、オープンキャンパス等の企画をしている。入

試企画課長が中心に高校訪問、進学相談会を行い、高大連絡会は教職員を含め、オープ

ンキャンパスにおいては全教職員が参加をして運営している。入学者選抜の受付から

結果発送までの事務は、入試企画課の担当職員が行っている。 

志願者、保護者、高校の先生などからの問い合わせは、資格取得、授業内容、時間割、

進路（就職・進学）に関すること、サークル活動、通学、下宿生活、学納金、奨学金、

安全対策に関することなど学生生活全般に及ぶ。これらの相談、質問に対して、電話や

メールにより対応することが多いが、志願者、家族、高校の担当の先生が直接来学する

ケースもあり、それらすべて個別に対応している。 

毎年 6 月に高大連絡会を開催し、高等学校の進路担当あるいは担任に来学してもら

い、懇談会において入学者の受け入れ方針に関する意見を聴取し、点検している。 

入試企画課担当が高校訪問を行い、専攻の紹介や就職状況、学生生活や事例発表の

紹介をするとともに、進学希望者の動向を確認し、高等学校の意見も聴取している。 

   

2.食物栄養専攻 

入学予定者に、「入学前課題」として学習意欲向上と理解、本学での学習と学生生活

への柔軟な移行を可能とするために、入学後の学習に必要となる基礎的な知識を入学

前に習得することを課している。栄養学総論・各論、解剖生理学、食品学総論・各論、

食品衛生学、有機化学、公衆衛生学等の講義および実験・実習に必要な化学の基礎知

識、文献解読・要約、レポート作成能力を養うための課題を 3 回通知し、期限までに

提出させている。提出された内容については、各出題担当者が個別にフィードバック

及び指導を行っている。 
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3.生活福祉専攻 

令和３年度以降の学生募集を停止したため、平成 2 年度は入学予定者への対応は行っ

ていない。 
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［区分 基準Ⅱ-A-6 短期大学及び学科・専攻課程の学習成果は明確である。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学習成果に具体性がある。 

（2） 学習成果は一定期間内で獲得可能である。 

（3） 学習成果は測定可能である。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-6 の現状＞ 

１.短期大学全体 

 本学では、学習成果の向上・充実を図っている。各専攻とも学習成果を達成する「カ

リキュラム・マップ」を策定し、それに基づき各教育科目は、シラバスに具体的な到達

目標を明示している。また、学生による「授業評価アンケート」は、各教員が担当する

科目の「学習成果」の獲得に関する質問項目も設定し、それらの結果も踏まえて、科目

担当の教員が、「授業評価アンケート報告書」をまとめ、FD 活動として、学習成果の獲

得に向けた「授業改善」に取り組んでいる。        

 平成 30 年度のシラバスから学修の「到達目標」の欄を設け、具体的な「学習成果」

を記載し、上記の授業評価アンケート」と合わせて、「学習成果」の達成状況を把握、

検証できる仕組みを整えている。 

 

２.食物栄養専攻 

本学食物栄養専攻では、以下の点をもとに、学生が学習成果を獲得したものとみな

している。 

  ①各科目の成績評価 

  ②給食管理学外（校外）実習での実習先（施設）からの評価 

  ③免許・資格の取得率 

  ④専門職への就職率 

上記①については、「成績通知書」により、学生に通知している。 

②については、本専攻が作成した評価項目を一覧表にして、その項目に従った実習生

への評価を実習先施設に依頼している。栄養士校外実習評価表には、出席状況、実習態

度および熱意、実習能力（計画性、技術力、協調性）実習記録および提出物の記載状況

に至るまでの項目があるが、それらによって、各学生の学習成果がどれだけ給食施設

において、実践的なものになっているかが判断できる。 

③については、各科目の評価が総合されることで取得につながることから、学習成果
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の獲得を総体的に示すものである。なお、本専攻における栄養士免許取得率は、令和 2

年度 100％と高い取得率を示している。 

 

免許・資格の取得状況表（令和２年度卒業者） 

免許・資格の名称 卒業者数 取得希望者数 取得者数 取得率

（％） 

栄養士免許 37 37 37 100 

フードスペシャリスト資格 37 23 21 91 

健康管理士一般指導員資格 37 22 22 100 

 

④については専門職への就職によって、本学科が定めている学習成果は、その実践的

な意義を具体的に示すことになる。令和２年度卒業者の就職内定率は 100％、また専門

職への就職希望者の内定率は 100％と高い水準を示している。 

 

栄養士としての就職状況（令和２年度卒業者） 

 

卒業者

（名） 

 

進学者

（名） 

 

就職を希望

しない者

（名） 

 

就職者

（名） 

 

就職率 

（％） 

 

栄養士とし

ての就職

（名） 

 

就職者数に対する

栄養士としての就

職の割合（％） 

37 0 0 37 100 34 91.9 

 

このことは、本専攻が医療、福祉、給食・外食産業のニーズに応え、卒業生を輩出し、

前述の学科の目的達成と学習成果が具現化していることを示す。 

本学は生活科学科として、衣食住を基礎にした多様な教育科目の自主的・主体的な学

問研究により、幅広い教養と豊かな専門性を養い、多様化し、複雑化する社会、急速に

進む高度情報化・国際化・高齢社会に対応する心豊かな女性の育成をめざしている。そ

の中で食物栄養専攻は食に関する専門的研究と実際生活に必要な知識と技能の修得を

目的として、学生が卒業後に働く際に求められる事柄を、2 年間で獲得が可能なものと

なっている。いずれも専門職として必須の事柄である。 

 

３.生活福祉専攻 

以下の点をもとに、学生が学習成果を獲得したものとみなしている。 

① 各科目の成績評価 

② 学外実習での実習施設側の評価および学生の自己評価、実習担当教員の評価 

③ 国家資格及びその他資格取得率 
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④ 専門職への就職率 

上記①については、「成績通知書」により学生に通知している。 

②については、具体的な評価内容を示した実習評価表に従って、実習施設の実習指導

者に評価を依頼している。評価項目は、「介護実習のてびき」に明記されており、「実習

態度・礼儀」「利用者の生活の理解」「コミュニケーション」「観察・記録」「計画性」「介

護技術」「積極性」「協調性・責任感」「資質・適正」の９項目からなる。この評価項目

は 5 段階評価となっている。また、各学生も同じ評価項目に沿って自己評価をし、次

段階への実習課題としている。実習担当教員による評価は学生の出席状況（規定の時

間数を問題なく出席しているか、遅刻の有無）、実習に臨む態度や実習記録から評価す

る。また学生の自己評価結果は、実習施設の実習指導者と実習担当教員の成績評価の

資料としている。これらの評価を総合したものを、学外実習の評価としている。 

令和２年度の全体的な実習評価(平均)としては、下表のとおりである。 

 

実習段階別区分による学外実習評価(平均) 

区 分 評価（％） 区 分 評価（％） 

 

Ⅰ 

1 81.3  

Ⅱ 

1 66.0 

2 86.0 2 81.3 

3 ※ 3 86.8 

4 87.5   

※実習Ⅰの 3（１年次） 令和３年度実施に変更のため評価なし 

 

 上記のとおり、評価はおおよそ 80％以上である。これは、定めた期間内での学習成

果の獲得が可能であることを示している。ただし、実習Ⅱの 1（１年次）の評価につい

ては入学後新型コロナ感染症による対面授業開始の遅れ等、例年より実習内容での学

習の遅れがあったと考えられる。実習の実施時期を調整し、次年度の学習成果の獲得

につなげる。 

 

 

③については、介護福祉士（国家資格）は平成 29 年度より「社会福祉士及び介護福

祉士法」の改正により、養成施設卒業が介護福祉士国家試験の受験資格となった。な

お、養成施設を令和 3 年度末までに卒業すると、卒業後 5 年の間は、国家試験を受験

しなくても、または、合格しなくても、介護福祉士になることができる。この間に国家
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試験に合格するか、卒業後 5 年間続けて介護等の業務に従事することで、5 年経過後も

介護福祉士の登録が継続する。本学では、学習成果として国家試験の合格を目指し卒

業生全員が受験した。 

 

資格の取得状況表（令和 2 年度卒業生） 

資格の名称 卒業者数 取得希望者数 取得者数 
取得率

(%) 

介護福祉士資格 5 5 5 100 

中高老年期運動指導士 5 1 1 100 

介護予防運動 

スペシャリスト 
5 1 1 100 

 

本専攻の令和２年度卒業生は、以上のとおり全員が介護福祉士資格を取得した。２年

間の期間の中で取得した、中高老年期運動指導士・介護予防運動スペシャリストを含

め学習成果の獲得を総体的に示すものである。 

さらに老人福祉施設へ全員就職し、専門職への就職率は 100％であった。学習成果が

具現化され、社会のニーズに応えていることを示している。 
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［区分 基準Ⅱ-A-7 学習成果の獲得状況を量的・質的データを用いて測定する仕組

みをもっている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） GPA 分布、単位取得率、学位取得率、資格試験や国家試験の合格率、学

生の業績の集積（ポートフォリオ）、ルーブリック分布などを活用して

いる。 

（2） 学生調査や学生による自己評価、同窓生・雇用者への調査、インターン

シップや留学などへの参加率、大学編入学率、在籍率、卒業率、就職率

などを活用している。 

（3） 学習成果を量的・質的データに基づき評価し、公表している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-7 の現状＞ 

１.短期大学全体 

(１)学習成果の量的・質的データの測定 

 前期期末試験、後期期末試験時の成績会議、卒業認定会議において教職員に報告し

確認している。令和元年度は「秀・優・良・可・不可」の四段階評価を行っているが、

本学独自の奨学金制度「しらうめ特待生」候補を選出する際に「秀・優・良・可・不可」

等の成績を数値に換算し、その数値（ＧＰＡ）を算出している。 

 

GPA 算出式 

     

 

GPA＝                                       

            

 

学位取得率<令和２年度> 

区 分 卒業予定者(在籍者数) 卒業者数 学位取得率(％) 

生活科学科 ４２ ４２ １００ 

  食物栄養専攻 ３７ ３７ １００ 

  生活福祉専攻  ５ ５ １００ 

  

秀の総単位数×４＋優の総単位数×３＋良の総単位数×２＋可の総単位数×１  

履修科目の総単位数  
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食物栄養専攻<免許・資格の取得状況表：令和２年度卒業生> 

免許・資格の名称 卒業者 取得希望者数 取得者数 取得率(％) 

栄養士免許 ３７ ３７ ３７ １００ 

フードスペシャリスト資格 ３７ ２３ ２１ ９１ 

健康管理士一般指導員資格 ３７ ２２ ２２ １００ 

  

生活福祉専攻<資格の取得状況表：令和２年度卒業生> 

資格の名称 卒業者数 取得希望者数 取得者数 取得率(％) 

介護福祉士資格 ５ ５ ５ １００ 

中高老年希運動指導士 ５ １ １ １００ 

介護予防運動スペシャリスト ５ １ １ １００ 

 

大学編入率・在籍率・卒業率・就職率<令和２年度卒業生> 

区分 大学編入率(％) 在籍率(％) 卒業率(％) 就職率(％) 

生活科学科 ０ ９３.３ １００ １００ 

 食物栄養専攻 ０ ９３.８ １００ １００ 

 生活福祉専攻 ０ ８７.５ １００ １００ 

 

他大学への編入学希望の学生は、平成２６年度に 1 人、平成２７年度に１人いたが、

令和２年度はいなかった。 

また在籍率が９３.３％となっているのは 1 学年時において退学した学生がいたため

であり、２学年次のみの在籍率は１００％である。それにともなって卒業率は高くな

り就職率も例年１００％を維持している。また専門職への就職希望者の内定率は１０

０％と高い水準を示している。これは資格取得率の高さが専門職への就職に結びつい

ていると言える。このことは本学食物栄養専攻・生活福祉専攻が、医療、福祉、給食・

外食産業のニーズに応え、卒業生を輩出し学習成果が具現化されていることを示す。 

 

（３）学習成果の測定 

「学生便覧」および「授業概要」に建学の精神をはじめ、教育目標や教育課程の編成

方針、生活科学科としての具体的な目標を記載している。 

成績の評価方法は秀１００～９０点、優８９～８０点、良７９～７０点、可６９～６
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０点、不可５９～０点の５段階として、「学生便覧」に掲載している。可以上を合格と

し、不可は不合格としている。不可の場合は単位の認定はされない。「シラバス」に記

述されている各科目担当者の評価方法により、前述の四段階評価を行っている。 

食物栄養専攻は学習成果の測定について、各科目の上記評価方法による成績評価、免

許・資格の取得率、専門職への就職率を量的データとして参照している。 

生活福祉専攻は、介護福祉士に必要な専門的知識・技術の修得だけでなく、対象者の

障がいの状況やその時々の気持ちに即した対応をし、そして対象者を尊重しながら自

ら考え行動できることを学習成果としている。 
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［区分 基準Ⅱ-A-8 学生の卒業後評価への取り組みを行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 卒業生の進路先からの評価を聴取している。 

（2） 聴取した結果を学習成果の点検に活用している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-8 の現状＞ 

(１) 進路先からの評価の聴取 

本学の場合、資格を活かした専門職(栄養士・介護福祉士)としての就職先が主であり、

栄養士の場合は受託給食会社を中心にした企業からの、そして介護福祉士の場合は、

福祉施設・病院からの評価が高い。それは、本学の就職担当に、現場で本学の学生を採

用したいとの求人依頼が、卒業生を採用した企業から毎年届くことが物語っている。

本学の食物栄養専攻の卒業生は、衛生管理に対する意識が高いとの評価も高い。また

生活福祉専攻の卒業生は、介護福祉士として人の尊厳を大切にする豊かな人間性をも

って他者に接することができており、就職後の成長率が著しいと就職先の老人福祉施

設より評価されている。 

企業説明会・入社試験・内定決定時点・それぞれの場面において企業の採用担当者

と連携をとり、卒業生の評価・評判を聴取している。本学を訪れる卒業生から、就職活

動における留意点、情報交換、情報収集を行っている。また、在学中に行っておくべき

ことなどをアドバイスも聴取している。 

学生の卒業後評価については、散発的に行われているが、個人情報を含めシステム化

することが課題である。 

(２)学習成果の聴取と点検 

 卒業生から聴取した内容や得た情報・過去の実績・功績などは、進路指導課を中心と

して、クラス担任とも情報を共有し、各専攻内での授業、新年度オリエンテーション、

1 年次に行われる「就職ガイダンス」等で公表している。 

 令和元年度は短期大学基準協会の短期大学生調査を２年次生対象で行った。この結

果を教職員にフィードバックし、生かしていくことが課題である。今後は在校生のみ

ならず卒業生を対象とした「長野女子短期大学の教育等に関するアンケート調査」を

実施し、その結果をもとに教職員間で検討する機会を設け、今後の本学の在り方につ

いて改善していくことが望ましい。 

卒業生の学習成果を聴取することは、就職先の企業・施設からはできるが個別の卒

業生からの聴取は難しいところがある。それゆえ、何かしら連絡方法を講じて卒業生
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本人が来学して直接話しが聞ける状況を作ることが課題であった。令和元年度に「ホ

ームカミングデイ」を初めて実施し参加者があり卒業生から聴取できた。それにより

今後も「ホームカミングデイ」を継続してやっていただきたいとの要望があがった。 

令和２年度においては新型コロナウイルス感染症の感染拡大により中止とした。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程の課題＞ 

人と話すことが苦手、言いたいことがうまく伝えられないなどの学生に対し、コミュ

ニケーション能力をつけていくことが課題である。 

また、２年次生対象で行った短期大学基準協会の短期大学生調査の結果を教職員にフ

ィードバックし、生かしていくことが今後の課題である。さらに今後は卒業生を対象

とした「長野女子短期大学の教育等に関するアンケート調査」を実施し、その結果をも

とに教職員間で検討する機会を設け、今後の本学の在り方について改善していくこと

が望ましい。 

今後も「ホームカミングデイ」を継続して卒業後の学習成果の点検に生かしていく

ことが課題である。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大により中止と

なった。次年度以降の開催については、コロナ対策を含めた検討が必要となる。 

 

  



長野女子短期大学 

74 

［テーマ 基準Ⅱ-B 学生支援］ 

［区分 基準Ⅱ-B-1 学習成果の獲得に向けて教育資源を有効に活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。 

 ① 教員は、シラバスに示した成績評価基準により学習成果の獲得状況を

評価している。 

 ② 教員は、学習成果の獲得状況を適切に把握している。 

 ③ 教員は、学生による授業評価を定期的に受けて、授業改善に活用して

いる。 

 ④ 教員は、授業内容について授業担当者間での意思の疎通、協力・調整

を図っている。 

 ⑤ 教員は、教育目的・目標の達成状況を把握・評価している。 

 ⑥ 教員は、学生に対して履修及び卒業に至る指導を行っている。 

（2） 事務職員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。 

 ① 事務職員は、所属部署の職務を通じて学習成果を認識して、学習成果

の獲得に貢献している。 

 ② 事務職員は、所属部署の職務を通じて教育目的・目標の達成状況を把

握している。 

 ③ 事務職員は、所属部署の職務を通じて学生に対して履修及び卒業に至

る支援を行っている。 

 ④ 事務職員は、学生の成績記録を規程に基づき適切に保管している。 

（3） 教職員は、学習成果の獲得に向けて施設設備及び技術的資源を有効に活

用している。 

 ① 図書館又は学習資源センター等の専門的職員は、学生の学習向上のた

めに支援を行っている。 

 ② 教職員は、学生の図書館又は学習資源センター等の利便性を向上させ

ている。 

 ③ 教職員は、学内のコンピュータを授業や大学運営に活用している。 

 ④ 教職員は、学生による学内 LAN 及びコンピュータの利用を促進し、適

切に活用し、管理している。 

 ⑤ 教職員は、教育課程及び学生支援を充実させるために、コンピュータ

利用技術の向上を図っている。 
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＜区分 基準Ⅱ-B-1 の現状＞ 

1.食物栄養専攻  

（１）学習成果の獲得に向けての教員の責任 

卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）およびシラバスに示した「成績

評価方法と基準」に従って、評価及び単位認定を行っている。学習成果の獲得状況をよ

り明確にするために、シラバスに平成３０年度までは「評価方法」を記載していたが、

令和元年度より「成績評価方法と基準」に改定し、評価方法、評価基準それぞれの評価

割合（％）を示した。それに基づいて学習成果の獲得を評価している。 

シラバスの「成績評価方法と基準」を基に各授業担当者は、筆記試験、課題・レポ

ート、授業参加態度、提出物等の各評価基準に従って、学習成果の獲得状況を把握して

いる。 

平成 28 年度より、FD 委員会が学生による授業評価アンケートを学期ごとに実施し

ている。平成 30 年度には、3 年間使用したアンケートの内容・集計・分析方法の見直

しを行い、個人の情報等の側面から記述部分を大幅に減らし、感想、要望等具体的に記

入したい学生のみが記入する様式とした。令和元年度には、アンケートの設問の一部

の見直しを行い、令和 2 年度より実施している。 

評価は生活科学科共通で 15 問とし、問 1～5 までが、学生の「学習成果の獲得」に

関する自己評価を問う項目、問 6～13 を授業担当教員への授業評価、問 14，15 で、施

設・設備等について問う項目としている。 

評価期間は原則として各学期末の 2 週間程度とし、授業担当者が説明・配布し、係

の学生がマークシート評価票を袋に回収し密封したまま教務学生課に提出する。FD 委

員会が各設問の評価値を集計し、結果を授業担当者に報告する。その結果をもとに科

目担当者が「自己評価票」を作成し、FD 委員会が集計とともに「授業評価アンケート

結果・報告書」としてまとめ、学期ごとに冊子にし、FD 活動に活用している。毎年発

行している FD 通信に、授業評価アンケートの結果を分析し報告している。 

授業担当者間での意思の疎通、協力・調整として、年度末に非常勤講師も交えて教

職員懇談会を行っている。食物栄養専攻と生活福祉専攻の両専攻の専任教職員と非常

勤講師が、合同で毎年開催しているが、令和元年度および２年度はコロナウイルス感

染症予防のため中止となり、各専攻で個々の科目ごとに打合せを行った。また恒常的

に専攻会を開き、授業担当間での意思の疎通、協力・調整を図っている。 

食物栄養専攻では、専攻内の教員間の意思疎通として、専攻会、複数人で担当して
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いる教科（給食管理Ⅱ・総合演習等）の打合せ会を行い、意思の疎通を図っている。 

教育の目的・目標の達成状況については、シラバスの授業内容・到達目標を基に、

シラバスの「成績評価方法と基準」に沿って課題・レポートの提出状況、授業参加態度

等から目標の達成状況を把握・評価している。 

各専攻共に、クラス担任および専攻教員が学生に対し、履修及び卒業に至るまでの

指導を行っている。とくに年度初めの履修登録に際しては、適正な履修となるよう指

導している。成績評価および欠席状況等芳しくなく、資格取得や卒業が困難となる見

通しの学生について担任および専攻の教員が、指導、支援しており、適宜、保護者を交

えた相談や情報交換を行っている。 

 

2.生活福祉専攻 

各授業科目担当教員は、シラバスに示した成績評価の方法・基準に基づいて学習成

果を評価している。実習評価については、施設評価・教員評価をもとに、専任教員が全

員で施設毎の差がないように確認し、評価している。 

生活福祉専攻では、介護福祉士国家試験の合格に向けて、「資格取得講座」にて模擬

試験を行った。専任教員は、試験監督を交代で行うとともに、学生の試験中の様子や試

験結果の情報を会議（生活福祉専攻会）において共有した。 

半期毎の、ＦＤ委員会による学生対象の「授業評価アンケート」結果より、自己分

析・今後の授業改善と振り返りを行っている。 

授業内容に関し、日常的に、あるいは専攻会議にて、担当者間での意思の疎通、協

力・調整を行っている。 

「介護研究」の授業では、複数の専任教員により、ゼミ形式で行っている。学生は、

実習を重ねる中で、関心のあることや日頃課題と感じる事について、事例を通して探

求し論文にまとめている。各教員は、学生の能力に合わせて一人ひとりに助言・質問

し、主体的に考えられるようにしている。授業担当者間で研究のまとめ方を統一し、講

義は全体で行っている。 

専攻の教育目的・目標の達成に向けて、学生への指導体制としてクラス担任制をと

り、定期的に個別面談を実施している。面談は、生活や学習に対する不安、介護福祉士

の専門性の理解度の確認、2 年次では国家試験への取り組みなど、大学生活の時期にあ

わせた内容の相談や助言をきめ細やかに行っている。担任制はとっているが、専攻教

員の誰にでも相談可能としている。 

実習については、原則週 1 回以上の巡回指導を行っている。専任教員が巡回時の指
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導を行い、学生の目標達成状況を把握し実習評価を行っている。 

履修登録は、卒業に必要な単位、資格取得に必要な教育科目をクラス担任が「学生

便覧」および「授業概要」を使用し指導を行っている。年度末に学生は、「授業概要」

の習得単位集計表に各自習得単位数を記入し、卒業・資格取得への単位習得の自覚を

促している。 

学生への指導は、クラス担任及び生活福祉専攻の専任教員が協力して行っている。

卒業に必要な単位、資格取得に必要な教育科目の単位が不認定になった学生には、必

要に応じ保護者を含めた個別懇談を行い、再履修を行う。再履修を行う学生や学習進

度の遅い学生には、放課後など学生の空き時間を利用し補習を行い卒業に結びつける

よう指導を行っている。 

 

(２)事務職員の学習成果の獲得に向けての責任 

事務職員は、総務課、教務学生課、進路指導課、入試企画課それぞれの所属部署の職

務を通じて、学生の学習成果を把握し、学習成果の獲得に貢献している。教務学生課、

進路指導課は担当業務を通じて、欠席・遅刻の多い学生ならびに成績が思わしくない

学生に対して助言や指導を行ったり、就職についてのアドバイスや資格取得のための

授業選択方法等の助言を個別に行うため、学生と関わることも多い。また、それらにつ

いてクラス担任と連携をとり情報交換をしている。さらに授業担当者より学生の成績

に関わる照会があった場合などに対処できるようにしている。 

一般財団法人短期大学基準協会による短期大学生調査のアンケートを令和元年度に

２年生対象に行った際、事務職員の対応について以下のような結果になった。 

 

 

およそ９割が普通以上と回答しており、「支援してくれる、思いやりがある、柔軟で

13% 21% 55% 11% 0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短大の事務職員の対応

支援してくれる、思いやりがある、柔軟である

少し支援してくれる、やや思いやりがある、やや柔軟である

どちらでもない

あまり支援してくれない、少し思いやりがない、やや融通が利かない

支援してくれない、思いやりがない、融通が利かない



長野女子短期大学 

78 

ある」と「少し支援してくれる、やや思いやりがある、やや柔軟である」の回答を合わ

せると、３４％の学生が満足しており、「あまり支援してくれない、少し思いやりがな

い、やや融通が利かない」を大きく上回った。また、「支援してくれない、思いやりが

ない、融通が利かない」と感じた学生は一人もいなかった。このことから、事務職員は

適切な対応をしていると言える。 

教育目的・目標の達成状況については教務学生課が作成した成績一覧表を基に成績会

議が行われ、前期学期末には単位認定、後期学期末には単位認定と卒業判定、資格取得

判定が行われ、その状況を全専任教職員に開示している。また、本学に在籍する学生の

勉学意欲の向上と有意義な学生生活を送るための経済的な援助を行うことを目的とし

て「しらうめ特待生制度」を設け、学業成績が優秀であり、自立心と向上心が旺盛な学

生に対し、奨学金として２年次の授業料減額を行う制度があり、ＧＰＡを基に対象の

学生を選出している。 

入学時に行われる新年度のオリエンテーション時において、大学生活全般、受講登録、

資格取得、授業内容、校内美化、アルバイトについて等の指導・説明を行っている。２

年時の新年度のオリエンテーションでは就職活動に関する指導、校内美化、授業料に

ついて等の指導・説明を行っている。校内美化の活動は毎週水曜日に清掃の時間を設

け、全学生、教職員が清掃を行っている。清掃の時間は、本学の建学の精神を具現化す

るための時間であり、また各専攻の教育を根底で支えるものとして重要な役割を担っ

ている。この教育効果は社会に出たときにも本学の教育の特徴の一つとして評価され

ているため、進級時にも改めて指導している。 

オリエンテーション以外でも個別の対応も行い、小規模短期大学の特性を生かし相談

しやすい場を設けるようにしている。 

学籍簿、成績一覧等は教務学生課のロッカーに厳重に保管している。 

事務職員の業務内容・業務量は年々増加してきており、事務職員の増員も検討してい

るが、現在の財務状況からして大幅な増員をすることは難しい。それらの打開策とし

て、事務職員がそれぞれ互換性を持たせ、複数の業務がこなせる体制作りを検討して

いく必要がある。事務職員一人ひとりは担当業務についての専門的職能を有している

が、担当業務以外については、十分理解できていない状況である。担当以外の業務につ

いては、各種研修会やセミナーに積極的に参加し、業務に必要な専門知識の習得と能

力向上を図る必要がある。 

 

（３）学習成果の獲得に向けた施設設備及び技術的資源の有効な活用 
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 学生の学習成果獲得に向けた施設設備及び技術的資源として、本学には情報システ

ムと図書館がある。以下、それぞれについて現状を説明する。 

 

（ⅰ）図書館での活用例 

図書館では学生の学習成果獲得のために次の通り支援を行っている。 

(ア) 入学時のオリエンテーション 

4 月、新入生対象に図書館において「利用案内」を配布し、図書館の概要・利用の

方法について説明している。さらに、学習成果を得るためには積極的な図書館利用が

重要である旨を早い段階から呼び掛けている。その為、1 年次から図書館利用の学生が

多い。1 年次の早い時期から利用している学生は 2 年次も頻繁に利用する傾向にある。 

(イ) レファレンス・サービス（調べもの相談）の実施 

小規模な短期大学であることはきめ細やかな対応ができる良さがある。学生一人一

人の顔を覚え、今どのような課題に取り組んでいるのか、必要な参考文献はどのよう

に探すとよいのか等、カウンターで臨機応変に対応している。その為には各専攻の教

員との連携が重要となる。 

学生達が資料を探しやすいよう、レポート・卒論を仕上げる際の参考文献や、実習

に行く際役立つ専門分野の資料を専攻別に別置配架し、コーナーを設けている。 

(ウ) リクエスト本の対応 

レポートの課題・卒論に必要な参考文献についてはまず学内図書館の資料を紹介し

ている。参考文献が無い場合は、リクエストを受け付け、図書の購入等の対応をしてい

る。また地の利を生かし、市内の市立長野図書館・県立長野図書館の利用を勧めてい

る。市立長野図書館については本学専用の利用券が発行されているので、団体貸出し

（100 冊迄）が可能となっている。（ただし館内利用としている） 

(エ) 8 短大連携企画『隣は何を読む人ぞぅ』＝『ヨムゾー』の発行 

平成 22（2010）年 4 月より県内の大学・短期大学（飯田女子短期大学、佐久大学・

信州短期大学部、信州豊南短期大学、清泉女学院大学・清泉女学院短期大学、長野女子

短期大学、松本大学・松商短期大学部、松本看護大学、松本短期大学、上田女子短期大

学）の図書館が連携して推薦本を紹介している。年に 4 回、各大学の学生、教職員、司

書が毎号テーマに沿ったお薦め本を紹介している。最初は A4 サイズの紙によるチラシ

の み だ っ た が 、 現 在 は 並 行 し て 電 子 版 も Web 上 で 公 開 し て い る 。（ URL: 

http://booklog.jp/users/yomuzo7） 

また定期的に、加盟している大学・短期大学の学生および教職員にヨムゾー推薦本

http://booklog.jp/users/yomuzo7
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の中から良かった本を 1 冊投票してもらい、『ヨムゾー大賞』を決めている。結果は学

内に掲示し、Web 上にも公開している。 

(オ) 「長野女子短期大学リポジトリ」 

世界的なオープンアクセスの潮流の中で、大学が学内で生み出した多様な知的生産

物の蓄積・発信を進めるために、国立情報学研究所が平成 24 年度から共用リポジトリ

サービス（JAIRO Cloud）の提供を始めた。一方、長野県内では平成 24 年度から信州

共同リポジトリ事業が始まり、長野県内の大学・短期大学等がこの JAIRO Cloud（情報

システム）を利用して信州共同リポジトリを、教育、研究、地域貢献活動の成果物を蓄

積し発信する基盤とした。本学は信州共同リポジトリ事業に参加して「長野女子短期

大学リポジトリ」を運営している。また、本学では長野女子短期大学リポジトリに紀要

論文を登録して、本学の研究成果物を蓄積・発信している。 

本学学生は卒論・資格試験勉強の際、この機関リポジトリを利用して知りたい情報

を集め、学習成果を上げている。 

 

（ⅱ）情報システム 

学生が情報スキルを獲得する施設として、情報処理演習室Ａ４１教室とＡ４３教室

がある。パソコンは、Ａ４１教室に２８台、Ａ４３教室に１２台、図書館に４台の設置

されている。通常の情報処理演習の授業ではＡ４１教室が使われている。授業で使わ

れていない限り、学生はＡ４１教室、Ａ４３教室、および図書館に設置されているパソ

コンを授業の空き時間、昼休みや放課後など自由に使うことができる。また、教職員に

は一人一台のパソコンが貸与されている。学生用及び教職員用のこれらすべてのパソ

コンは学内ＬＡＮに接続されており、インターネットサービスを利用できる。さらに

各専攻のホームルームであるＡ３３教室、Ａ３４教室、Ａ３５教室、Ａ３６教室、およ

び大講義室Ｂ２１教室には無線アクセスポイントが用意されている。このため各教室

無線環境下でインターネットと接続ができ、教師用パソコンはインターネットを利用

できる。 

全ての情報処理演習関連の授業において、学生には一人一台のパソコンが使える環

境で学習を行っている。情報処理関連授業以外でも、学生は栄養計算や実習報告書・レ

ポート・卒論等の作成のためにパソコンを使用している。情報処理関連授業では学生

のコンピュータ利用促進のため、実習課題ファイルをメールに添付して教員に提出す

るようにしている。このため学生は実習課題を作成・提出することでコンピュータ・リ

テラシーとメールの利用法の両方の使い方を覚えるようになっている。 
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教職員は貸与されたパソコンを利用して授業準備や学校運営に有効活用している。

ホームルームには無線のアクセスポイントが準備されているので、教員のパソコンを

持ち込めば PowerPoint で作成した教材や、インターネット上の動画の利用ができる。

非常勤教員にも貸出用パソコンが２台用意されており、授業に利用されている。 

令和 2 年度は４月に緊急事態宣言が発令されたことを受け、本学でも新型コロナウ

イルス感染症の蔓延に備え、遠隔授業を検討することとなった。同時双方型授業とオ

ンデマンド型授業をそれぞれ検討するプロジェクトチームを立ち上げ、それぞれのチ

ームで検討を行った結果、Google classroom を活用することとなり、あらたに G suite

プロジェクトチームが結成され、G Suite for Education の活用法を模索した。G Suite 

for Education を活用するための学生・教員それぞれに講習会を開き、主に Google 

classroom と Google meet を使用できるようにした。学生が自宅において予行練習を

受けられるよう、Google meet を使ってホームルームを行い、チャットや画面共有の可

否等、自宅のコンピュータ環境下での動作確認をし、Google classroom 内の Google フ

ォームで事後アンケートを行い使用手順を確認した。 

また通学授業が始まってからは、人数が多いクラスは新型コロナウイルス感染症予

防のため、Google meet を活用した 3 教室での分散遠隔授業を行うために、授業を行う

メイン教室にパソコン操作用 1 台、教員モニター用 1 台、黒板や教員を写すためのウ

ェブカメラとマイクを用意し、モニターで授業を受けるサブ教室にパソコン１台、学

生を写すためのウェブカメラとスピーカー、未設置の教室にはプロジェクターを設置

し、Google meet を活用した授業を行った。 

教職員間や学生への連絡や、授業内での課題にも Google classroom を活用し授業や

大学運営に活用している。そのために活用法の講習会を行うことや教職員間で共有を

行うことで技術向上を図っている。（講習会資料） 

 

［区分 基準Ⅱ-B-2 学習成果の獲得に向けて学習支援を組織的に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 入学手続者に対し入学までに授業や学生生活についての情報を提供し

ている。 

（2） 入学者に対し学習、学生生活のためのオリエンテーション等を行って

いる。 

（3） 学習成果の獲得に向けて、学習の動機付けに焦点を合わせた学習の方

法や科目の選択のためのガイダンス等を行っている。 
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（4） 学習成果の獲得に向けて、学生便覧等、学習支援のための印刷物（ウ

ェブサイトを含む）を発行している。 

（5） 学習成果の獲得に向けて、基礎学力が不足する学生に対し補習授業等

を行っている。 

（6） 学習成果の獲得に向けて、学習上の悩みなどの相談にのり、適切な指

導助言を行う体制を整備している。 

（7） 学習成果の獲得に向けて、通信による教育を行う学科・専攻課程の場

合には、添削等による指導の学習支援の体制を整備している。 

（8） 学習成果の獲得に向けて、進度の速い学生や優秀な学生に対する学習

上の配慮や学習支援を行っている。 

（9） 必要に応じて学習成果の獲得に向けて、留学生の受入れ及び留学生の

派遣（長期・短期）を行っている。 

（10） 学習成果の獲得状況の量的・質的データに基づき学習支援方策を点検

している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-2 の現状＞ 

１.短期大学全体 

入学時および新年度ごとに、全学生を対象にオリエンテーションを実施している。 

入学者に対しては、事務局より学生生活にともなう奨学金の案内、事前定期券購入、

服装、シューズなどの身の回り品の案内、入学式前後の予定などを送付している。学生

便覧および授業の内容を記した授業概要(シラバス)を毎年発行し、入学生に配布して

いる。入学式前後には教務学生課が主となり、オリエンテーションⅠ・Ⅱ・Ⅲとして、

学生便覧、授業概要を活用して、建学の精神、学則、教育課程、学生生活の心得につい

てガイダンス、入学式の指導を行っている。専攻ごとに受講登録の説明、資格取得の確

認及び説明、図書館の利用についての説明等を行っている。 

２年次生に対しては、２年次生としての学生生活の心得、資格取得の確認及び説明、

図書館の利用等を説明している。 

学習成果の獲得に向けて、基礎学力が不足する学生に対しては、両専攻ともクラス

担任制を取り入れており、クラス担任が主となり、個別面談を実施している。面談は生

活や学習に対する不安、進路に関する不安等学習面のみならず全般について相談や助

言をきめ細やかに行っている。また各授業担当者、教務学生課と連絡・情報交換をして

いる。進路に関してはハローワークの学生支援室より、外部講師を招いて講演・指導を
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行い、年度当初から就職活動に向けたより積極的な学力向上の意識や、就職に対する

心構えをもたせる企画をしている。 

進度の速い学生や優秀学生に対して、各授業担当者が、次のステップのより難解な

内容や課題等の量的配慮、支援を行っている。 

留学生の受け入れ及び留学生の派遣(長期・短期)は現在行っていない。ただし、学則

第３４条第２項に留学生に関する規程が定められている。 

学生のデータ収集(模擬試験結果)や準備資料の整理、教職員懇談会の内容の充実・

改善が課題である。 

 

２.食物栄養専攻 

入学予定者に学習意欲向上と理解、本学での学習と学生生活への柔軟な移行を可能

とするために、入学後の学習に必要となる基礎的な知識を入学前に習得するために課

題・レポートを課している。 

各教科の課題、報告書等の内容において、文章表現力、計算能力が不足する学生に対

し随時補習を行っている。国家試験制度のない栄養士免許証には栄養士の知識や技能

を担保するための実力認定試験が必要であると考え、栄養士の資質の均一化と質の向

上を目的とした、一般社団法人全国栄養士養成施設協会主催の栄養士認定実力試験を

受験させ、高い評価での認定が受けられるよう集団、及び少人数での指導をしている。 

２年次後期に「栄養士実力認定試験」、「フードスペシャリスト認定試験」、「健康管理

一般指導員認定試験」の受験を実施しており、その対策として、テストやレポート等を

各教科でそれぞれ工夫し行っているが、試験のデータを用い客観的に測定をし、その

データを学習支援に生かすことが課題である。 

 

 

３. 生活福祉専攻 

生活福祉専攻では、資格取得講座の時間内で理解が不十分な学生に対しては、さら

に放課後など学生の空き時間を利用し、教員 1 名が学生１～２名程度に対し補習をし

ている。また学生の求めに応じ適宜補習を行っている。 

入学予定者に入学前準備として、社会や福祉に幅広く関心を持ってもらうための課

題・レポートを課している。 
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［区分 基準Ⅱ-B-3 学習成果の獲得に向けて学生の生活支援を組織的に行ってい

る。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学生の生活支援のための教職員の組織（学生指導、厚生補導等）を整備

している。 

（2） クラブ活動、学園行事、学友会など、学生が主体的に参画する活動が行

われるよう支援体制を整えている。 

（3） 学生食堂、売店の設置等、学生のキャンパス・アメニティに配慮してい

る。 

（4） 宿舎が必要な学生に支援（学生寮、宿舎のあっせん等）を行っている。 

（5） 通学のための便宜（通学バスの運行、駐輪場・駐車場の設置等）を図っ

ている。 

（6） 奨学金等、学生への経済的支援のための制度を設けている。 

（7） 学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制を整えて

いる。 

（8） 学生生活に関して学生の意見や要望の聴取に努めている。 

（9） 留学生が在籍する場合、留学生の学習（日本語教育等）及び生活を支援

する体制を整えている。 

（10） 社会人学生が在籍する場合、社会人学生の学習を支援する体制を整えて

いる。 

（11） 障がい者の受入れのための施設を整備するなど、障がい者への支援体制

を整えている。 

（12） 長期履修生を受入れる体制を整えている。 

（13） 学生の社会的活動（地域活動、地域貢献、ボランティア活動等）に対し

て積極的に評価している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-3 の現状＞ 

 

学生の生活支援のための教職員の組織(学生指導、厚生補導等)として、平成３０年

度より教務学生課を設置した。学生会担当職員が学生会の育成・指導、学生の保健衛

生、学生の生活指導、環境の美化、学生相談、ボランティア活動の支援などについて統

括し、管理する責任を負うものとした。学生の生活支援を組織的に行うことは、学生が
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安全・安定した学生生活を過ごすことができ、学生のより大きな学習成果の獲得に繋

がるからである。 

サークル、同好会は学生会の組織の中にある。学生会は会長、副会長、会計、書記、

各種委員会で構成されている。これらは、学生によって組織運営され、学生が主体的に

参画して学生会活動や学生会行事等が行われるよう常に顧問教職員が相談、指導、助

言できる支援体制が整備されている。活動の例として新入生歓迎会、学生会主催の学

生総会、学生会長選挙などが行われている。 

サークルは、大学が公認している活動団体で、各種大会などに参加資格を持ち、体

育系と文化系に別れる。同好会はサークルに準ずる非公認団体で、基本的には有志の

集まりで構成され、運営や管理などは全てメンバーに任されている。 通常の活動のほ

か、文化祭でのサークル同好会活動、新入生歓迎会においてサークル同好会紹介など

の活動を行っている。 

学生食堂では、バランスの良い安くて美味しい昼食を提供している。 

学食の食事のバランスが良いこと、野菜・食塩・脂質の量が基準を満たしているこ

と、旬のメニューを提供していることなどが認められ、長野県健康福祉部健康増進課

が認定する「信州食育発信 3 つの星レストラン」に登録されている。 

コロナ禍においては、座席数の半減、机上へのパーテーションの設置、消毒等を行

い感染対策を徹底して営業し、感染レベルが高い期間は営業を休止している。 

食堂のメニュウに関して学生の意見や要望を聴取するためのアンケートを実施し

たり、各行事での特別メニュウの提供をしている。また、飲料の自動販売機を設置し学

生のキャンパス・アメニティに配慮している。今後も学生の声を反映し、より多くの学

生に利用してもらえるよう努めていきたい。 

本学には、学生寮は無いが、宿舎を希望する学生に対しては、大学周辺のアパート

を紹介している。仲介業者については、女子学生が相談しやすい、女性スタッフが主の

信頼のおける地元の業者を選定している。業者の事務所は大学に近く、長年大学周辺

のアパート等を多く扱っている実績がある。宿舎希望者への対応としては、オープン・

キャンパス時に情報提供・チラシ配布を行っているほか、ホームページ内の学生支援

ページに業者のホームページリンクを載せている。また合格者への入学手続書類等を

大学から郵送する際、その業者のチラシを同封している。また本学では、クラス担任制

を設けているので、1 人暮らしの学生に対して安全にかつ健康に留意して学生生活が

送れるよう指導および個別相談等に対応している。 

本学は公共交通機関(長野電鉄線 本郷駅下車 徒歩 5 分)を利用する学生が大多数
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である。ほかには、自転車で通学する生徒のために十分な広さがある駐輪場を備えて

いる。 

「学生生活に関する規定」の(３)－⑤で学内生活では、登下校におけるマイカー・バ

イク（原付を含む）の使用は禁止されている。 

奨学金および、修学資金貸付・給付・減免の制度については外部奨学金・貸付制度・

給付制度と本学独自の減免制度の 8 種類がある。 

１、外部奨学金・貸付制度・給付制度 

（１）独立行政法人日本学生支援機構奨学金（貸与型）の一種（無利息）・二種（有利

息）を取り扱っている。採用の種類は、①予約採用（高等学校在学中に予約申込を行

う）②在学採用（入学後に申込を行う）③追加採用（在学採用の推薦時に推薦内示を超

えた場合の申込み）④緊急・応急採用（家計急変時に申込む）⑤臨時採用（学生支援機

構が臨時に行う採用）がある。 

令和２年度は、予約採用・在学採用と昨年度からの継続貸与者を含めて、一種奨学

金１７名、二種奨学金１２名が貸与を受けた。 

（２）独立行政法人日本学生支援機構奨学金（給付型）は、①予約採用②在学採用で、

令和２年度は予約採用・在学採用と昨年度からの継続採用を含めて１１名が給付を受

けた。 

（３）介護福祉士等修学資金貸付制度（社会福祉法人長野県社会福祉事業団） 

（返還時無利子）、卒業時に介護福祉士資格を取得・登録をして、長野県内で介護また

は相談援助の業務に従事し、以後 5 年間当該業務に従事した場合、修学資金の返還免

除を受けることができる。 

①対象者 本学生活科学科生活福祉専攻（介護福祉士養成施設）に、4 月入学する

者。卒業後、長野県内の社会福祉施設等で介護または相談援助の業務に従事する意思

が強い者。 

②貸付額 学費相当額（月額 50,000 円以内）、入学準備金（200,000 円以内 初回）、

就職準備金（200,000 円以内 最終回） 

③申込 １期は高等学校、２期は介護福祉士養成施設へ入学後に申し込む。 

 令和２年度は、昨年度からの継続貸与者を含めて、４名が貸与を受けた。 

（４）公共職業訓練 「 介護福祉士養成科２年制コース」（長野県長野技術専門校） 

「栄養士養成科２年制コース」（長野県長野技術専門校） 

 ①対象者 本学生活科学科 生活福祉専攻（介護福祉士養成施設）、食物栄養専攻（栄

養士養成施設）に、4 月入学する者。高等学校を卒業した者（高卒程度認定試験合格
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者を含む）、公共職業安定所に求職申込をしている者で、「受講指示」「受講推薦」「支

援指示」が受けられる等の応募資格を満たす者。令和元年度までは生活福祉専攻の

みの対象であったが、令和 2 年度より、食物栄養専攻の学生も対象となったので、

募集対象とした。 

 ②給付額 入学金、年間の受講料（授業料） 

 ③申込 公共職業安定所及び、希望する大学と長野県長野技術専門校へ申込む 

 令和２年度は、15 名が給付を受けた。 

２、本学独自の減免制度 

（１）入学金減免制度  

 ①対象者 本学の同窓生（卒業生）が再入学する時 

 ②減免額 入学金の全額 

 ③申込 入学手続時 

 令和２年度は、採用者なし。 

（２）入学金減免制度 

 ①対象者 本学の同窓生（卒業生）の子女、在学生および卒業生の姉妹が入学す

る時 

 ②減免額 入学金の半額 

 申込 入学手続時 

 令和２年度は、２名採用された。 

（３）授業料減免制度（特待生推薦入学試験） 

 ①対象者 学業成績・人物とも優良で向学心に富み出身学校長から推薦された者、 

 本学を第一志望とし、合格した場合必ず入学する者 

 ②減免額 授業料年額から 100,000 円の減免 

 ③申込 入学試験出願時 

 令和２年度は、4 名採用された。 

（４）授業料減免制度（しらうめ奨学金） 

 ①対象者 １学年次において、次の 4 要件を満たす者 

・1 学年次の学業成績が優秀と認められること 

・日常的な学業、学生会やボランティア活動等への取り組みが積極的であると認

められること 

・あいさつなどの礼儀について他の学生の模範となっていること 

・２年次も本学に在学し、優秀な学生として期待できること 
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 ②減免額 授業料年額から 140,000 円の減免 

（前期 7 万円、後期 7 万円減額する。ただし、2 年次前期において上記 2 項目の適

用要件から外れたときは、授業料後期分の減額の対象とならない場合もある） 

 ③申込 必要なし 

 令和２年度は、3 名採用された。 

 

健康管理においては、新型コロナウイルス感染症の対策や対応を行った。 

令和 2 年度の 4 月の緊急事態宣言中は、自宅での課題対応とし、緊急事態宣言解除

後は午前と午後に登校する学生を分けた授業を行い密にならないよう配慮した。8 月

には 1 日を通しての授業を行ったが、講義科目は、クラスを３つに分け、座席が密に

ならないようにし、対面授業を３教室同時中継で授業を行った。9 月には座席間との距

離は取れるように配慮した上で、分散授業を学習機会確保のため、2 教室での分散授業

とした。 

登校が始まってからは、健康観察シ－トを作成し、毎日欠かさず症状の有無と検温

の実施を励行し、登校時に確認した。各種消毒薬の設置による手指・共有部分の消毒や

換気については、特に校内放送を活用し周知徹底し、机の距離の確保、昼食場所の増

設、教員と学生の間にスクリーン型透明シートや学生食堂や学生同士が距離をとれな

いパソコン室にアクリル板を設置するなど、必要な措置を講じた。学内の感染症対策

会議を中心に圏域レベルに応じた「活動（授業方法や行事等の開催の有無や参加範囲

等）の方向性」に沿い感染状況に応じた対応に取り組んだ。６月にはアプリ「健康日

記」を導入し、各自継続的な健康観察を行い、必要に応じて担当職員が面談などを行っ

た。看護師資格を持つ教員が主体となり 5 月に定期健康診断（胸部レントゲン検査、

身体計測、視力測定、内科検診は密を避けるために２日に分け）を実施した。健診の結

果に基づき、専門医へ受診勧奨し疾病の早期発見、早期治療ができるよう指導にあた

った。その他、日常の怪我の応急手当や病気への対応を行った。また、各階トイレ・洗

面所に、常置液体石鹸と手洗い方法を明記したカードの掲示は継続し、さらにペーパ

ータオルを設置するなど日常的に感染防止に努めている。 

 

メンタルヘルスやカウンセリングは、周りに気兼ねすることがなく相談できる専用

の学生相談室を設け、いつでも利用できる環境にあり、主には気軽に相談ができる担

任の教員が中心となりその他健康管理担当教員（看護職やカウンセラ－資格を持つ教

員）による相談も随時行っている。特にメンタル面も含めて、新型コロナウイルス感染
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症に関連した学生へのフォローを重点的に行った。 

学生生活に関しての学生の意見や要望は、クラス担任を通じて聴取に努め、対応し

ている。毎週水曜日の 12 時 50 分から 13 時 20 分までをクラス連絡の時間として設定

し、学生が有意義かつ充実した学生生活が送れるよう支援している。また必要に応じ

て学生との個人面談を行い、学生一人ひとりが安心して生活できるよう、サポートし

ている。 

今現在本学において、留学生が在籍していないため、今後留学生の学習(日本語教育

等)及び生活を支援する体制を整えることが、課題である。 

社会人学生の学習を支援する体制は、他の学生と同様にクラス担任制を取っている

ため、クラス担任が社会人にも相談や支援を行っている。 

障がい者学生の受け入れのための施設として、多目的トイレ、持ち運び式スロープ、

車椅子等が整備されている。また必要に応じて高大連絡懇談会や入試担当者の高校訪

問時に高校の進路担当者と本学の担当者で当該学生の指導、援助について、話し合い

を持っている。 

今現在本学では、長期履修生の受け入れは行っていない。 

学生会サークル活動に「ボランティアサークル」があり、地域依頼や学生希望のボ

ランティア活動を実施している。地域との交流がある教員が担当し、県や市、地域のお

祭りイベント等のボランティア依頼を学生に紹介している。時に災害ボランティアに

も参加希望があり、ボランティアに関心を持つ学生は、少ないながら積極的に活動し

ている。 

学生の社会的活動（地域活動、地域貢献、ボランティア活動等）に対して評価はし

ていない。 

特記事項として、令和２年度において新型コロナウイルス感染症拡大防止(コロナ

禍)の観点から、学生会活動はリモート対応(学生会総会、学生会選挙)もしくは自粛(体

育祭、大学祭)、サークル活動、ボランティア活動の自粛、アルバイトは特別の理由が

ない場合は禁止とし、学生食堂での食事提供も感染レベル５以上になった場合は取り

やめた。 

学生の健康管理においても登校時に体温測定(記入)の実施、手指消毒の徹底、３密

を避けるべく配慮を行った。 

 

［区分 基準Ⅱ-B-4 進路支援を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 
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（1） 就職支援のための教職員の組織を整備し、活動している。 

（2） 就職支援のための施設を整備し、学生の就職支援を行っている。 

（3） 就職のための資格取得、就職試験対策等の支援を行っている。 

（4） 学科・専攻課程ごとに卒業時の就職状況を分析・検討し、その結果を学

生の就職支援に活用している。 

（5） 進学、留学に対する支援を行っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-4 の現状＞ 

本学の就職支援は、進路指導課を主として、就職当該年度のクラス担任・副担任また

１年生のクラス担任・副担任と共に連携をとり、学生の就職活動の支援にあたってい

る。1 年次の後期に以下のような講座を設け、就職ガイド「SUCCESS(サクセス)」を配

布活用し、就職支援に結びつけている。その中でハローワークの学生就職支援室とも

連絡をとり、外部講師として就職に関する講座と指導も依頼している。 
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令和２年度 「就職ガイダンス」（A・B クラス）計画表 

 

回 日付 内            容 

１ 10 月 28 日 
☆就職活動の準備とスタート☆     

 就職活動の心構え・就職活動の流れ 

２ 11 月 4 日 
☆自分と職業を理解する☆ 

自分自身を知る・職業を知る 自己 PR 文作成 

中止 11 月 6 日 
講演セミナー  外部講師：長野学生就職支援室 金山ジョ

ブサポーター 

講演会 

中止 
11 月 13 日 

★特別講座 ライフデザイン『人生ワゴン』  

 長野市こども未来部マリッジサポート課 

３ 11 月 18 日 
☆情報収集・企業研究☆ 

情報収集のポイント・企業研究の方法・企業訪問 

４ 12 月 2 日 ☆栄養士職について他 <E クラス対象：３５番教室 

５ 12 月 9 日 

☆就職試験対策☆ 

就職試験のマナー・面接試験対策・筆記試験対策・受験報告  

履歴書・志望動機・エントリーシート作成 

６ １月   日 
☆インターネット（希望者個別対応） 

就職情報サイトへの登録（マイナビ・リクナビ）・検索方法 

 ３月・４月 企業合同説明会（面談会）への参加・３月の登録と面接会参

加準備 

 

４  月 

ハローワーク長野・学生就職支援室への登録 就職希望地区

にあるハローワークへの登録  合同企業説明会（面談会）

への参加・エントリー 

★ 

就職試験 エントリーシート 書類審査 筆記試験（一般常識知識 専門

知識 作文）適性検査（ＳＰＩ） 実技試験  面接試験（個

別・集団 一次～三次） 

★ 個人指導 その都度対応 （模擬面接 履歴書 エントリーシート作成 

作文 基本マナー） 

 

進路指導課は事務職員が常勤しており、就職支援及び進路についての相談と助言を行

っている。学生は授業の空き時間、昼休み、放課後などを利用して、求人票及び会社案

内等の資料をいつでも自由に閲覧できる状態にある。 

就職試験対策として、進路指導課職員、クラス担任・専攻教員が主となり、企業・施

設などで過去に出題された問題等の情報を提供し過去問題対策等を行っている。また、

面接対策として、模擬面接等を本学教職員、ハローワークなどの外部講師に依頼して

いる。 
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専攻ごとに卒業時の就職状況を分析・検討し、その結果を学生の就職支援に活用して

いる。新年度オリエンテーション、就職ガイダンス等で役立てている。 

進学、留学に対する支援は進路指導課が主となり、進学、留学該当年度のクラス担任

と連携をとり、希望者には相談、指導、助言等を行っている。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-B 学生支援の課題＞ 

教務学生課を平成３０年度より設置し、学生支援を専門に行う事務職員を配置して、

統括・管理、学生支援をしている。近年の学生の傾向としてメンタル面に起因する体調

不良が多い。その原因として、家族友人関係、経済的生活不安など多岐にわたる。また

相談内容も深刻である。学生が安心して相談できるためには、常時または定期的な専

門保健衛生職員の配置が望ましいと考える。 

 就職支援は進路指導課を中心に行っている。専門職としての細部にわたった相談が

必要になった場合、各専攻の教員と連携し対応しているが、限定的になる場合がある。

常勤の事務職員１名と当該学年のクラス担任と副担任が指導にあたっているが、就職

活動時期が一斉に重なるため、学生個人の対応が難しくなることがあるため、対応の

方法を検討することが課題である。 
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【基準Ⅲ 教育資源と財的資源】 

 

［テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源］ 

 

［区分 基準Ⅲ-A-1 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて教員組織

を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 短期大学及び学科・専攻課程の教員組織を編制している。  

（2） 短期大学及び学科・専攻課程の専任教員は短期大学設置基準に定める教員数

を充足している。  

（3） 専任教員の職位は真正な学位、教育実績、研究業績、制作物発表、その他の

経歴等、短期大学設置基準の規定を充足しており、それを公表している。  

（4） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて専任教員と非常勤教

員（兼任・兼担）を配置している。  

（5） 非常勤教員の採用は、学位、研究業績、その他の経歴等、短期大学設置基準

の規定を遵守している。 

（6） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて補助教員等を配置し

ている。 

（7） 教員の採用、昇任はその就業規則、選考規程等に基づいて行っている。  

 

＜区分 基準Ⅲ-A-1 の現状＞ 

教員組織は、下記の表Ⅲ-A-1「教員組織」のとおり編制している。  

 短期大学として、「短期大学設置基準」に定められた教員数、また栄養士養成施設、介護

福祉士養成校として、「栄養士法施行規則」並びに「社会福祉士介護福祉士学校指定規則」

等に定められた教員数を満たしている。  

 教員の採用、昇任にあたっては、「教育職員の採用に関する規程」および「教育職員の昇

任に関する規程」の定めるところにより、教員資格基準に基づき行っている。各教員の職

位は、「短期大学設置基準」の規定を満たしている。研究教育実績等だけでなく、学生の教

育・指導あるいは校務に意欲的に取り組むことのできる人材を特に求めている。非常勤教

員の採用にあたっては、教員資格基準に基づき行っており、専任教員と同等の資格を要求

している。 

両専攻とも、「教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）」に基

づいて、専任教員と非常勤教員を配置している。非常勤教員には、非常勤講師と客員教授

を設けて、客員教授には、教科の教授とともに各専攻の教育課程の編成などについて助言

をお願いしている。  

専任教員の退職に伴い、平成３１年度は後任として食物栄養専攻「食品と衛生」分野、

生活福祉専攻「こころとからだのしくみ」領域及び一般教育科目担当と３人の教員を採用

した。 

非常勤講師は、専門教育科目担当として食物栄養専攻５人、生活福祉専攻１０人、教養

教育科目担当として７人（うち１人は専門教育科目も担当）、客員教授は３人である。  
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専門教育科目の多くは専任教員が担当している。また、専攻を超えて相互に授業を担当

している。演習や実験教科目には、助手が付くようにしている。食物栄養専攻３人、生活

福祉専攻１人の助手が授業の準備や後片付けも含めて教員の補助として授業のスムーズな

展開に役割を果たしている。  

特殊な専門性の高い科目や外国語など教養教育科目については、非常勤教員に依存する

割合が高い。  

 

表Ⅲ-A-1 教員組織            令和２年 5 月 1 日現在  単位：人 

学科等名 

専任教員数 

設置 

基準 

で定 

める 

教員数 

〔イ〕 

短期大学

全体の入

学定員に

応じて定

める専任

教員数

〔ロ〕 

設

置

基

準

で

定

め

る

教

授

数 

助
手 

非
常
勤
教
員 

備
考 教

授 

准
教
授 

講
師 

助
教 

計 

生活科学科 

食物栄養専攻    
２ １ １ ２ ６  ４ 

 
２ ２ ５ 

家

政

関

係 

生活科学科 

生活福祉専攻 
２  ２ １ ５  ４ 

 
２  10 

（小計） ４ １ ３ ３ 11 ８  ４    

〔その他の組

織等〕 
１  １  ２     ７ 

一

般

教

育

科

目

担

当 

短期大学全体

の入学定員に

応じて定める

専任教員数

〔ロ〕 

      ３ １    

（合計） ５ １ ４ ３ 13 １１ ５ ２   
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［区分 基準Ⅲ-A-2 専任教員は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づ

いて教育研究活動を行っている。］ 

※［当該区分に係る自己点検・評価のための観点］  

（1） 専任教員の研究活動（論文発表、学会活動、国際会議出席等、その他）は学

科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて成果をあげている。  

（2） 専任教員個々人の研究活動の状況を公開している。  

（3） 専任教員は、科学研究費補助金、外部研究費等を獲得している。  

（4） 専任教員の研究活動に関する規程を整備している。  

（5） 専任教員の研究倫理を遵守するための取り組みを定期的に行っている。  

（6） 専任教員の研究成果を発表する機会（研究紀要の発行等）を確保している。  

（7） 専任教員が研究を行う研究室を整備している。  

（8） 専任教員の研究、研修等を行う時間を確保している。  

（9） 専任教員の留学、海外派遣、国際会議出席等に関する規程を整備している。  

（10） FD 活動に関する規程を整備し、適切に実施している。  

 ① 教員は、FD 活動を通して授業・教育方法の改善を行っている。  

（11） 専任教員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう学内の関係部署と連携し

ている。 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-2 の現状＞ 

 専任教員は、本学の教育理念、目標並びに教育課程の編成及び実施に関する方針（カリ

キュラム・ポリシー）に基づき、また自らの専門分野において研究活動を行っている。そ

の成果（業績）は、本学の公式ホームページにおいて公開している。  

 研究成果の発表の場としては、「長野女子短期大学研究紀要」がある。「研究紀要投稿規

程」及び「執筆の手引き」に基づき投稿を求め、紀要・研究委員会が投稿された論文等の

掲載の可否等について審議したうえで発行している。令和元年度は、３編の論文の発表が

あった。なお、図書館では、「信州共同リポジトリ」に参加し、「長野女子短期大学リポジ

トリ」を構築し、教員は、紀要論文を中心に申請の上公開している。  

 専任教員には、研究室及び週１日の研修日を保障している。  

 ＦＤ活動については、「長野女子短期大学ＦＤに関する規程」を整備し、それに基づき設

置しているＦＤ委員会が中心となって行っている。令和元年度は、学生による「授業評価

アンケート」を非常勤講師の理解と協力も得て、前後期とも全ての科目について実施した。

各教員は、アンケートの集計結果を受けて、それに対する自己分析を行い、今後に向けて

の課題や改善点を明確にし、報告書としてＦＤ委員会へ提出した。アンケートの内容や実

施方法などについては、昨年度大幅な見直しを行い、より実効的なものに改定したところ

である。 

 なお、これらのＦＤ活動については、一年間のＦＤ活動を振り返り、「ＦＤ通信」を発行

し、ＦＤ活動の重要性と今後の方向性を全教職員で改めて共有した。  
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［区分 基準Ⅲ -A-3 学生の学習成果の獲得が向上するよう事務組織を整備してい

る。］ 

※［当該区分に係る自己点検・評価のための観点］  

（1） 事務組織の責任体制が明確である。  

（2） 事務職員は、事務をつかさどる専門的な職能を有している。  

（3） 事務職員の能力や適性を十分に発揮できる環境を整えている。  

（4） 事務関係諸規程を整備している。  

（5） 事務部署に事務室、情報機器、備品等を整備している。  

（6） 防災対策、情報セキュリティ対策を講じている。  

（7） SD 活動に関する規程を整備し、適切に実施している。  

 ① 事務職員（専門的職員等を含む）は、SD 活動を通じて職務を充実させ、

教育研究活動等の支援を図っている。  

（8） 日常的に業務の見直しや事務処理の点検・評価を行い、改善している。  

（9） 事務職員は、学生の学習成果の獲得が向上するよう教員や関係部署と連携し

ている。 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-3 の現状＞ 

 事務組織は、「長野女子短期大学事務組織規程」により事務局が設けられ、事務組織、各

課の事務分掌が定められ、職務、責任を明確にして、事務の組織的かつ円滑な運営を図っ

ている。事務職員には、各課の事務分掌の職務遂行に必要な専門的知識の習得と能力の向

上を求めており、各人が事務をつかさどる専門的な職能を有している。事務関係諸規定と

しては、「文書取扱規程」「文書保存規程」「経理規程」等を整備している。  

 事務局は、事務局長のもと、総務課、会計課、教務学生課、入試企画課、進路指導課が

ある。各事務部署には、事務室を置いている。また、事務職員各自にパソコンを配置する

等、業務に必要な情報機器、備品等は整備されている。  

 また、事務局と独立して図書館が設置され、司書職員が常駐している。  

 防災対策として、校舎には火災報知機、緊急放送システム、消化栓、防火扉を備え、校

舎内各所に消火器を常備している。また、自衛消防隊を組織し、教職員・学生合同による

避難訓練等を年１回実施している。  

ＳＤ活動に関しては、事務職員は、専門的な知識の習得や実務能力を高めるために、外

部の研修会等に積極的に参加し、それらをまとめて報告することで、研修会等の内容を共

有している。また、各種委員会には関係部署の事務職員も、委員長や委員として加わり、

学習成果を向上させるために教員と連携を図っている。  

情報セキュリティ対策については、ハード面では、サーバーの瞬停対策として、無停電

電源装置を設置し、ソフト面ではコンピュータ・ウイルス対策用ソフトをすべてのパソコ

ンにインスト－ルをしてコンピュータ・ウイルス対策をとっている。情報セキュリティの

規程としては、「情報セキュリティポリシー」と「情報セキュリティ管理規程」を平成 28

年度に見直しを行い、第 2 版を制定した。また、個人情報の保護の観点から、「個人情報の

保護に関する規程」を制定し、学内に「個人情報保護委員会」を設置し、個人情報の保護

に努めている。 
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［区分 基準Ⅲ-A-4 労働基準法等の労働関係法令を遵守し、人事・労務管理を適切に

行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 教職員の就業に関する諸規程を整備している。  

（2） 教職員の就業に関する諸規程を教職員に周知している。  

（3） 教職員の就業を諸規程に基づいて適正に管理している。  

 

＜区分 基準Ⅲ-A-4 の現状＞ 

 教職員の就業に関する規程として、「長野女子短期大学  就業規則」「長野女子短期大学給

与規程」「長野女子短期大学  定年規程」｢長野女子短期大学  教育職員・事務職員採用に関

する規程」等を整備している。  

 諸規定の周知については、会議室等にて閲覧可能な体制をとっている。また、新設・改

正した時は、その都度加除等を行っている。教職員の就業は、諸規程に基づいて適正に管

理している。  

 教職員の健康管理については、「長野女子短期大学  職員健康診断要領」に基づき、定期

的な健康診断の実施を義務づけるなどの体制を図っている。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源の課題＞  

 全体として、専任教員の高年齢化傾向にあるので、年齢構成面でバランスのとれた組織

にしていく必要があるが、教員組織が小規模であることや財政面等の理由により難しい面

もある。学校全体が小規模であるため、教員も教育研究以外の校務を多く担わなければな

らない。教員がより研究と教育に傾注できるように事務部門との事務分掌の見直しなど組

織の更なる見直しを行っていくことが重要である。  

 専任教員の研究活動については、必ずしも十分といえない。今後、特に学内における一

層の研究文化の醸成、学会へのより積極的な一層の参加を進めていくとともに校務の軽減

等による研究環境の整備が課題である。それらを通して、一層の研究活動の活性化と研究

内容の質の向上を図っていく。  

 また、研究活動に係る規程の整備も必要である。  

 ＦＤ活動については、いくつかのメニューを持続的に行っていくとともに、それぞれの

取組みについて、より実効的なものにするための検討とそれを踏まえて必要な改善を行っ

ていくことが重要である。  

事務職員の業務内容・業務量は年々増加してきており、事務職員の増員も検討してきてい

るが、現在の財務状況からして即大幅な増員をすることは難しい。それらの打開策として、

事務職員が其々互換性を持たせ、複数の業務がこなせる体制作りを検討していく必要があ

る。事務職員一人ひとりは担当業務についての専門的職能を有しているが、担務以外につ

いては、十分理解出来ていない状況である。担務以外の業務については、各種研修会やセ

ミナーに積極的に参加させ、業務に必要な専門知識の習得と、能力向上をさせる必要があ

り今後の課題である。  
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ＳＤに関する各種会議が情報共有の場とするだけでなく、活発な意見交換や各自の能力

開発の機会となるよう、今後、活発な活動を促していきたい。また、ＦＤ委員会との連携

も深め、教員・職員間の意見交換を行うなどの相互理解の機会を設けていく。また、ＳＤ

委員会を中心にＳＤ活動を行っているが、まだ職員全体としては、ＳＤ活動に対する意識

が浸透していないのが実情。ＳＤ活動を、日常的な業務改善等が図られるような有益な活

動にする必要があり今後のさらなる課題となっている。  

 近年、労働法関係の法改正等が頻繁に行われており、それらにともない本学にて未整備

である「育児・介護休業に関する規程」等の速やかな整備が求められているがいまだに達

成されていない。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源の特記事項＞  

 令和３年度入学生の受け入れをもって生活福祉専攻の学生の募集を停止する。また、新

しい専攻の設置も含めた学科（生活科学科）のあり方についてについて、学内で検討し文

部科学省及び厚生労働省とも協議してきているが実現はしていない。今後の組織変更を見

据えながら、教員組織の編成の変更を行う必要がある。  
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［テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源］ 

 

［区分 基準Ⅲ-B-1 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて校地、校

舎、施設設備、その他の物的資源を整備、活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 校地の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。  

（2） 適切な面積の運動場を有している。  

（3） 校舎の面積は短期大学設置基準の規定を充足している。  

（4） 校地と校舎は障がい者に対応している。  

（5） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行う講義室、

演習室、実験・実習室を用意している。  

（6） 通信による教育を行う学科・専攻課程を開設している場合には、添削等によ

る指導、印刷教材等の保管・発送のための施設が整備されている。  

（7） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うための機

器・備品を整備している。  

（8） 適切な面積の図書館又は学習資源センター等を有している。  

（9） 図書館又は学習資源センター等の蔵書数、学術雑誌数、AV 資料数及び座席

数等が適切である。  

 ① 購入図書選定システムや廃棄システムが確立している。  

 ② 図書館又は学習資源センター等に参考図書、関連図書を整備している。  

（10） 適切な面積の体育館を有している。  

 

＜区分 基準Ⅲ-B-1 の現状＞ 

[区分 基準Ⅲ―Ｂ－１ 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて校地・施

設設備、その他の物的資源を整備、活用している。 ] 

 本学の収容定員は生活科学科 食物栄養専攻  １１０名、生活福祉専攻 ４０名、計１５

０名であり、「短期大学設置基準」の規定により算出した校地基準面積は 1,500 ㎡となる。

本学の校地面積は校舎敷地、運動場用地、その他あわせて 12,274 ㎡を所有している。校舎

と隣接する敷地等に姉妹校である「長野女子高等学校」と共用する運動場用地を有し、グ

ラウンド、テニスコート等有している。また、「短期大学設置基準」の規定により算出した

校舎基準面積は、2，100 ㎡となる。本学の校舎面積は、5,546 ㎡となっている。  

学科の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）に基づいて授業を行うた

めに必要な講義室、演習室や実習室また体育館等整備している。  

 近年、パソコンやプロジェクター・ＤＶＤなどの視聴覚教材が増加している。特に新型

コロナ対策として遠隔授業を実施するために必要なプロジェクター設備、リモート授業関

連機材を導入した。また Wi-Fi 設備など対応可能な設備・備品は、毎年の予算に応じて

順次整備している。その結果、ほぼ不都合なく使用できる環境が整っている。 

一方、各教室等の機器・備品については、導入後年数が経過し、経年劣化が増加してき

ているが、順次更新導入等を図っている。  

 図書館の面積等については表Ⅲ-B-1、蔵書数等については表Ⅲ-B-２のとおりである。「短
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期大学設置基準」「私立短期大学図書館改善要項（日本私立短期大学協会図書館研究委員

会）」に照らして、適当な規模、資料構成であると認識している。  

 

表Ⅲ-B-1 図書館施設の規模 

（令和 3 年 11 月 1 日現在） 

本館 189.61 ㎡ 

分室 141.57 ㎡ 

倉庫 9 ㎡ 

総延べ床面積 340.18 ㎡ 

図書収容能力 約 38,000 冊 

閲覧座席数 84 席（本館 60 席・分室 24 席） 

ノートパソコン 5 台 

プリンター 3 台 

コピー機 1 台 

 

表Ⅲ-B-2 資料種類別の所蔵数 

（令和 2 年 5 月 1 日現在） 

資料区分 和書 洋書 学術雑誌・雑誌 視聴覚資料 新聞 

所蔵数 30,705 1,701 44（種） 352 5（種） 

＊ 和書と洋書の合計冊数は 32,406 冊 

＊ 学術雑誌の内、継続受け入れ中は 33 タイトル。 

＊ 視聴覚資料は CD・DVD・VHS。 

＊ 紙芝居舞台 2 台（大型 1 台・普通サイズ 1 台） 

＊ 大型紙芝居 10 点（普通サイズの紙芝居は図書として受け入れ済み）  

＊ 大判（シニア版）かるた 1 点 

蔵書数、学術雑誌数、AV 資料数及び座席数（本館６０席）等は充分である。  

本学図書館の運営及び利用について、「図書館規程」、「図書館利用細則」を整備し、

学生便覧で周知している。  

また、「長野女子短期大学図書館資料収集管理規定」を平成 30 年に作成し、廃棄に

ついての作業に取り組んでいる。  
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［区分 基準Ⅲ-B-2 施設設備の維持管理を適切に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 固定資産管理規程、消耗品及び貯蔵品管理規程等を、財務諸規程に含め整備

している。  

（2） 諸規程に従い施設設備、物品（消耗品、貯蔵品等）を維持管理している。  

（3） 火災・地震対策、防犯対策のための諸規則を整備している。  

（4） 火災・地震対策、防犯対策のための定期的な点検・訓練を行っている。  

（5） コンピュータシステムのセキュリティ対策を行っている。  

（6） 省エネルギー・省資源対策、その他地球環境保全の配慮がなされている。  

 

＜区分 基準Ⅲ-B-2 の現状＞ 

施設整備に関する規定は 「学校法人長野家政学園 固定資産管理規程」「長野女子

短期大学経理規程」などに基づき担当部署で施設設備及び物品の管理を行っている。

防火、防災、防犯の規定は一部整備されていない。防火対策については 消火器・火災

報知機・消火栓を備え、専門の業者によって定期的に点検を行い、不備があれば取り替

えるなど適切に管理できている。また、専門家の指導の下、定例的に全学生・職員によ

る避難訓練を実施し、消火器具の取り扱い方法などを学び、防災に関する意識を高め

ている。 

地震対策については建物（Ａ棟）の耐震補強工事を平成 14 年 9 月に実施し 体育館

は平成 28 年に完了した。 

防犯対策については平成 28 年Ａ棟に防犯カメラ 2 台（玄関・3 階授業教室階）、平成

３０年には教室増設に伴い（３階授業教室階）に１台増設して内外の犯罪に対して効

果を発揮している。また、警察署の協力を得て、女子学生に対してのストーカー対策、

ＳＭＳ犯罪などの事例を交えた講習会などを実施している。 

夜間警備は民間警備会社が定時巡回を行っており 警備報告を受けている。 

 コンピュータシステムのセキュリティ対策としては、① 規程の制定、② ネットワーク

等のセキュリティ対策の実施を行っている。 

規程については、「情報セキュリティポリシー」と「情報セキュリティ管理規程」を平成

28 年 12 月に改訂した。この「情報セキュリティポリシー」と「情報セキュリティ管理規

程」は、高度情報通信社会の進展とともに情報セキュリティの重要性が増したため、本学

では平成 26 年 1 月に制定されたもので、情報セキュリティを遵守する方針とその管理方

法を規定している。制定から 2 年が経過したため、規程の見直しを行ったものである。 

ネットワーク等のセキュリティ対策は、以下のとおり行っている。 

① ネットワークにファイアウオールを設定して不正侵入の防止に努めている。 

② 学内情報システムに接続する全てのパソコンにウイルス対策ソフトウェアをインス

トールして、コンピュータ・ウイルス対策をしている。 

③ 学生が利用できるパソコンのネットワークと事務局関連のパソコンのネットワーク

を論理的に切り離して、学生が利用するパソコンから事務局のパソコンへのアクセスを

できないようにして情報の漏洩を防ぐ手立てをしている。 

④ 無線ＬＡＮは限られた教室のみに設備し、また、そこで無線ＬＡＮを利用できるパソ
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コンは、あらかじめＭＡＣアドレスを登録したパソコンに限ることにより、外部からの

パソコンやスマートフォンのアクセスを防止している。 

⑤ Windows をはじめとし、必要があるソフトウェアは定期的にアップデートを行ってい

る。 

新型コロナ感染対策として 「新型コロナウイルスの感染防止ガイドライン」に沿っ

た対策に取り組んでいる。具体的には学生食堂へのアクリル板衝立設置、校舎入口及

び教室入口への手指消毒用アルコール液の設置、教室でのソーシャルディスタンスな

どの確保、教室内換気の実施をした。検温の毎日実施、健康アプリを導入し報告の管理

を徹底した。 

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源の課題＞  

Ａ棟・Ｅ棟の施設・設備の老朽化が進んでおり、今後必要な修繕・改修・機器の入れ替

えを適宜実施していくことが課題である。特に、E 棟の耐震化は移転計画が未だ決定せず

未実施になっている。  

防火・防災・防犯の規定は整備されていないが、今後具体的に検討していく予定である。

今後の防犯設備対策については、防犯カメラなどを活用した 警備システム全体強化を検

討していく必要がある。 

 教育機器・備品については、今後も新しい教育機器等に随時対応していく必要がある。

また、年数の経過した機器・備品等については、予算計画に基づき、順次導入を図ってい

く。  
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［テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源］ 

 

［区分 基準Ⅲ-C-1 短期大学は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づ

いて学習成果を獲得させるために技術的資源を整備している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて技術サービス、専門

的な支援、施設設備の向上・充実を図っている。  

（2） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて情報技術の向上に関

するトレーニングを学生及び教職員に提供している。  

（3） 技術的資源と設備の両面において計画的に維持、整備し、適切な状態を保持

している。  

（4） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて技術的資源の分配を

常に見直し、活用している。  

（5） 教職員が学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業や学校

運営に活用できるよう、学内のコンピュータ整備を行っている。  

（6） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて、学生の学習支援の

ために必要な学内 LAN を整備している。  

（7） 教員は、新しい情報技術などを活用して、効果的な授業を行っている。  

（8） 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて授業を行うコンピュ

ータ教室、マルチメディア教室、CALL 教室等の特別教室を整備している。  

 

＜区分 基準Ⅲ-C-1 の現状＞ 

平成３１年３月に学内情報システムの機能を拡張して、平成２５年のときよりもさらに

学内ＬＡＮが延長・構築された。学生は、情報処理機器室（Ａ41 教室とＡ43 教室）および

図書館で昼休み、放課後、授業の空き時間にインターネットサービスを利用できる。学生

は、この学内情報システムのパソコンで、日本語文書作成、表計算、プレゼンテーション

制作等ができるので、レポートの作成、実習報告書作成、卒業研究のまとめ等に利用でき

る。教職員には平成 26 年度から一人 1 台のパソコンが貸与され、授業や学校運営にパソ

コンを活用できるようになっている。 

学内情報システムはセキュリティ管理を考慮して基本的に有線ＬＡＮで構成されてい

るが、不特定多数の人がインターネットを利用できるようにＡ24 教室とＢ21 教室は無線

LAN になっている。平成３１年３月の改修により、ホームルームであるＡ３３教室、Ａ３

４教室、Ａ３５教室、Ａ３６教室は無線アクセスポイントが導入され、無線でインターネ

ットに接続できる環境になった。無線ＬＡＮではどんなパソコンでもネットワークにアク

セスできるのではなく、ルーターにＭＡＣアドレスを入力設定したパソコンのみが利用で

きるようにして、アクセス許可のないパソコン等のアクセスを防ぎ、セキュリティを高め

ている。 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）に基づき、パソコンスキルの授

業として情報処理演習Ⅰ・Ⅱが行われている。情報処理演習Ⅰでは、日本語文書作成を、

情報処理演習Ⅱでは表計算のパソコンスキルを向上させている。 
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情報リテラシーの一部として、近年電子メールのやり取りをできることが学生に求めら

れている。本学では「情報処理演習Ⅰ」の授業の中で、電子メールの使い方を指導してい

る。情報処理演習Ⅰ・Ⅱの実習課題は電子メールに添付して提出することとしているため、

学生は課題を提出することにより電子メールの使い方をマスターできるようになっている。 

 

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の課題＞  

 学内情報システムの構築により、学内の情報ネットワークシステム関連の技術的資源は

一応のレベルに到達したと考えられる。これからはこのシステムの定期的な更新を行い、

システムの安定化を図ることが課題である。 

また、そのシステムを用いて教育の実施、学生支援、教務事務処理の省力化・効率化な

どへの活用も課題である。特に、教務事務の省力化・効率化はまだ進んでいないため、改

善する余地は大いにある。 
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［テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源］ 

 

［区分 基準Ⅲ-D-1 財的資源を適切に管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 計算書類等に基づき、財的資源を把握し、分析している。  

 ① 資金収支及び事業活動収支は、過去 3 年間にわたり均衡している。 

 ② 事業活動収支の収入超過又は支出超過の状況について、その理由を把握

している。  

 ③ 貸借対照表の状況が健全に推移している。  

 ④ 短期大学の財政と学校法人全体の財政の関係を把握している。  

 ⑤ 短期大学の存続を可能とする財政を維持している。  

 ⑥ 退職給与引当金等を目的どおりに引き当てている。  

 ⑦ 資産運用規程を整備するなど、資産運用が適切である。  

 ⑧ 教育研究経費は経常収入の 20％程度を超えている。  

 ⑨ 教育研究用の施設設備及び学習資源（図書等）についての資金配分が適

切である。  

 ⑩ 公認会計士の監査意見への対応は適切である。  

 ⑪ 寄付金の募集及び学校債の発行は適正である。 

 ⑫ 入学定員充足率、収容定員充足率が妥当な水準である。 

 ⑬ 収容定員充足率に相応した財務体質を維持している。  

（2） 財的資源を毎年度適切に管理している。  

 ① 学校法人及び短期大学は、中・長期計画に基づいた毎年度の事業計画と

予算を、関係部門の意向を集約し、適切な時期に決定している。  

 ② 決定した事業計画と予算を速やかに関係部門に指示している。 

 ③ 年度予算を適正に執行している。 

 ④ 日常的な出納業務を円滑に実施し、経理責任者を経て理事長に報告して

いる。 

 ⑤ 資産及び資金（有価証券を含む）の管理と運用は、資産等の管理台帳、

資金出納簿等に適切な会計処理に基づいて記録し、安全かつ適正に管理

している。 

 ⑥ 月次試算表を毎月適時に作成し、経理責任者を経て理事長に報告してい

る。 

 

＜区分 基準Ⅲ-D-1 の現状＞ 

 本学の財務状態は、資金収支・事業活動収支は過去 3 年間にわたり徐々に悪化し

ている。主な原因は学生数の減少で特に生活福祉専攻の減少が大きく影響している。

生活福祉専攻は応募者減少を回復できずに令和３年度より募集停止となる。平成３０

年度より食物専攻の定員を１０名増加し定員５５名とした。令和２年度は５９名（社

会人・長野県委託学生含む）となった。  

更に文科省よりの補助金が大きく減少して収入減になっている。  
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消費支出に対して、教職員全員一丸となった徹底した経費削減を図っているが、創

立 50 年を経て設備・備品の経年劣化が進む中、各所修繕・更改が日常的に発生し経費

支出が見込まれている。  

貸借対照表の状況においては 金融機関借り入れはなく 固定長期適合率、流動比

率、自己資金資本比率も高く健全に推移しており、財務の安全性を十分に確保してい

る。現在の状況から短期大学の存続を可能とする財政は十分確保されている。  

会計処理は適正に処理されており、退職給与引当金は退職金の期末要支給金額の１

００%を計上している。  

資金運用は 銀行預金中心に国債などできるだけ リスクが少なく安全な方法で運

用されている。教育研究費の経常収入に占める割合が平成 29 年度 26.8%、平成 30 年

度 33.7%、令和元年度 34.2%、令和 2 年度 30.3％と 20%を超えており教育研究を重視

した必要な経費を確保している。  

教育用の実習の機材の更新と図書の購入においては必要に応じて施設整備など学習

資源に資金配分されている。  

過去 3 年間の定員充足率は平成 29 年 77% 平成 30 年 72% 令和元年 63%、令和

２年度 70％となっている。食物専攻は平成 30 年に定員増加したので定員充足には至

っていない。生活福祉専攻は応募者減少で令和 3 年 4 月募集停止となる。  

 

［区分 基準Ⅲ-D-2 日本私立学校振興・共済事業団の経営判断指標等に基づき実態

を把握し、財政上の安定を確保するよう計画を策定し、管理している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 短期大学の将来像が明確になっている。  

（2） 短期大学の強み・弱みなどの客観的な環境分析を行っている。  

（3） 経営実態、財政状況に基づいて、経営（改善）計画を策定している。  

 ① 学生募集対策と学納金計画が明確である。  

 ② 人事計画が適切である。  

 ③ 施設設備の将来計画が明瞭である。  

 ④ 外部資金の獲得、遊休資産の処分等の計画を持っている。  

（4） 短期大学全体及び学科・専攻課程ごとに適切な定員管理とそれに見合う経費

（人件費、施設設備費）のバランスがとれている。  

（5） 学内に対する経営情報の公開と危機意識の共有ができている。  

 

［注意］ 

基準Ⅲ-D-2 について 

（a）日本私立学校振興・共済事業団の「定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区

分（法人全体）平成 27 年度～」の B1～D3 に該当する学校法人は、経営改善計

画を策定し、自己点検・評価報告書に計画の概要を記載する。改善計画書類は提

出資料ではなく備付資料とする。  

（b）文部科学省高等教育局私学部参事官の指導を受けている場合は、その経過の概要

を記述する。 
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＜区分 基準Ⅲ-D-2 の現状＞ 

[区分 基準Ⅲ-Ｄ- ２ 日本私立学校振興・共済事業団の経営判断指標等に基づき実態を

把握し、財政上の安定を確保するよう計画を策定し、管理している。] 

 日本私立学校振興・共済事業団による定量的な経営判断資料に基づく本学の経営状態は、

Ｂ３に該当し、要注意（イエローゾーン）状態に区分される。短期大学の将来像は、令和

２年度に「中期財務計画」（実施期間、令和２年４月～令和４年３月）を策定した。その計

画に基づき単年度の事業計画を策定している。なお、「中期財務計画」策定時には、教職員

の計画案を極力尊重しており、短期大学の客観的な環境分析等も行っている。  

「中期財務計画」においては、学校法人の経営実態、財政状況等から、ゴールビジョン、

計画目標を明確にしている。まず、学生募集対策と学納金計画については、学生募集計画

では、文部科学省等から公表されている人口統計や短期大学の関連データ等を活用しマー

ケットリサーチ等を行っている。また、積極的な広報活動や高校訪問及びオープンキャン

パス等を実施し、学生募集を行っている。学納金計画は、県内他大学との比較を行いなが

ら、検討をしている。人事計画については、現時点においては退職教職員に対する補充対

策のみで、他の明確な計画はないが、今後募集停止専攻があり学生数と教職員数等の適正

化に向け、さらに具体的な検討と対策が必要な段階にある。  

 施設設備計画は、体育館の耐震化工事については、平成２７年度に実施済みであり、平

成３０年度からの定員変更（一部専攻の定員増）に伴い教室等の増改修等を平成２９年度

中に実施した。開学５０年を経て、校舎等建物が老朽化してきていることから、改修他必

要な維持投資を行っていく。  

短期大学全体及び各専攻の適切な定員管理とそれに見合う経費（人件費、教育関連経費）

について、令和 2 年５月１日現在、短期大学全体では学生数１０５人で定員充足率７０％、

内食物栄養専攻は、学生数９７人で定員充足率８８％、生活福祉専攻は、学生数８人で定

員充足率２０％となっている。それに対する専任教員は１５人（学長含）であり、教員一

人当たりの平均学生数は７人である。令和２年度の財務諸表（事業活動収支計算書）等か

ら収支はマイナスである。更に、来年度からは生活福祉専攻の専攻廃止があり定員充足率

は上がるが、収支状況は厳しい状況が続くことは変わりなく、今後の募集活動が鍵となっ

ていく。 

 短期大学の経営情報については、拡大教授会等で「事業活動収支計算書」等の説明を行

っており、教職員が経営に関する危機意識を常に共有できるようにしている。  

 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源の課題＞  

定員確保に向けて、積極的な広報活動や高校訪問及びオープンキャンパスを実施し

ていることで、学生募集数の横ばいという一定の成果は現れているが、依然とし定員

確保には至っていない。令和３年度から生活科学科生活福祉専攻の募集が停止され、

令和４年度には定員が１１０名に減少するので、定員確保を目指し、学生数と教職員

数の適正化に向けて具体的な検討と対策を行うことが必要になっている。  

 また、「科学研究費助成事業」、県による「大学・地域連帯事業補助金」等の外部資金
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の獲得については、いまだに本学は全く実績がない。今後は、外部資金の獲得を積極的

に図っていくことを検討していく。  

＜基準Ⅲ 教育資源と財的資源の改善状況・改善計画＞  

教員については、法令の定める配置基準の遵守を前提として、欠員が出た場合等に

は適任者を採用してきた。年齢や性別等の面でバのランスにも考慮はしたが、難しい

面もあった。しかし、結果としては、年齢構成等のバランスは取れてきている。  

 教員の研究活動については、教員間で現在行っている（関心をもっている）研究テー

マについて情報交換をするなどして引き続き一層の研究文化の醸成に努めていく。教

員がより研究活動に時間を割くことが可能となるよう事務部門との業務の調整等は、

毎年度事務分掌の策定時に行いながら、研究環境を整えていく。  

 ＦＤ活動については、「学生による授業評価」はそのアンケート内容や実施方法の改

善を図りながら実施しているが、「内部研修会」や「教員相互の授業参観」などもその

内容等を見直しながら実施していく。  

 事務職員は、担当業務以外の業務もこなせる体制づくりと各種研修会やセミナーへ

の積極的な参加を進めていく。ＳＤ活動の活発化を促すとともにＦＤ委員会との連携

を深め、教員・事務職員間で意見交換を行うなど相互理解を進めていく。  

 安定した経営を維持するためには、学生数を確保することが最重要課題である。平

成３０年度より定員の一部見直しを実施し、生活科学科、食物専攻定員５５名に増員

し、生活福祉専攻定員２０名に減員した。平成３１年度より学生数の増加を図ってお

り令和２年度は食物専攻５９名の入学者になった。  

歴年、生活科学科生活福祉専攻は入学希望者が年々減少しており、回復の見通しは

難しく、検討熟慮の結果令和３年４月より募集停止となる。学生募集活動については、

教職員が協力し積極的に行っている。今後令和３年度より文科省大学入学者選抜実施

要領の変更などあり、入学試験方式の変更・改善や広報活動の強化をよりすすめてい

く。 

 財務体質の健全化を維持していくため、組織的によりいっそうの経費削減を図ると

ともに、予算管理等を徹底していく。  

定員確保に向けて、積極的な広報活動や高校訪問及びオープンキャンパスを実施し  

ていることで、学生募集数の横ばいという一定の成果は現れているが、依然とし定員

確保には至っていない。  

令和３年度から生活科学科生活福祉専攻の募集を停止し、令和４年度には定員が１

１０名に減少するので、定員確保を目指し、学生数と教職員数の適正化に向けて具体

的な検討と対策を行うことが必要になっている。  

 また、「科学研究費助成事業」、県による「大学・地域連帯事業補助金」等の外部資金

の獲得については、いまだに本学は全く実績がない。今後は、外部資金の獲得を積極的

に図っていくことを検討していく。  
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【基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス】 
 

［テーマ 基準Ⅳ-A 理事長のリーダーシップ］ 

 

［区分 基準Ⅳ-A-1 理事会等の学校法人の管理運営体制が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 理事長は、学校法人の運営全般にリーダーシップを適切に発揮している。  

 ① 理事長は、建学の精神・教育理念、教育目的・目標を理解し、学校法人

の発展に寄与できる者である。  

 ② 理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理している。  

 ③ 理事長は、毎会計年度終了後 2 月以内に、監事の監査を受け理事会の議

決を経た決算及び事業の実績（財産目録、貸借対照表、収支計算書及び

事業報告書）を評議員会に報告し、その意見を求めている。  

（2） 理事長は、寄附行為の規定に基づいて理事会を開催し、学校法人の意思決定

機関として適切に運営している。  

 ① 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督している。  

 ② 理事会は、理事長が招集し、議長を務めている。  

 ③ 理事会は、認証評価に対する役割を果たし責任を負っている。  

 ④ 理事会は、短期大学の発展のために、学内外の必要な情報を収集してい

る。 

 ⑤ 理事会は、短期大学の運営に関する法的な責任があることを認識してい

る。 

 ⑥ 理事会は、学校法人運営及び短期大学運営に必要な規程を整備してい

る。 

（3） 理事は、法令及び寄附行為に基づき適切に構成されている。  

 ① 理事は、学校法人の建学の精神を理解し、その法人の健全な経営につい

て学識及び識見を有している。  

 ② 理事は、私立学校法の役員の選任の規定に基づき選任されている。  

 ③ 寄附行為に学校教育法校長及び教員の欠格事由の規定を準用している。 

 

＜区分 基準Ⅳ-A-1 の現状＞ 

 理事長は、学校法人の運営全般について適切にリーダーシップを発揮している。  

小林健治理事長が、令和２年４月に退任し、その後任として現小林健雄理事長が選任さ

れた。理事会は、学校法人の最高意思決定機関として適切に運営されている。また、理事

会の補完機能として学校法人全体の管理運営を協議する常任理事会が開催されている。  

学長は「学校法人長野家政学園  長野女子短期大  学長推薦規程」に基づき、理事会に於

いて推薦を受け選任されている。学長は、教授会を通じ教育研究並びに地域連携について

もリーダーシップを発揮している。短期大学の運営全般についてもリーダーシップを発揮

している。また、学長、事務局長、総務部長、学務部長、教務部長・学生課長が構成員と

なり、短期大学全般の運営・教育研究等について重要事項を協議する総務企画会が開催さ
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れ、教職員協同体制がとられている。  

 監事は、理事会、評議員会に出席するとともに、「私立学校法」及び「学校法人長野家政

学園寄附行為」に従って、学校法人の業務及び財産の状況について適切に監査している。  

 評議員会は、｢学校校法人長野家政学園寄附行為｣に基づいて適切に開催されている。決

算及び事業報告等についても諮問機関として適切に機能している。  

 学校法人の予算計画は毎年度作成されている。作成された予算は、適正に執行されてい

る。また、予算の執行状況のチェックも行われている。日常業務も円滑に実施されており、

理事長はこれら全てを十分に把握している。  

 計算書類、財産目録等は、「学校法人会計基準」及び「私立学校法」に基づき、監事及び

監査法人の監査を受けて作成されており、学校法人の経営状況及び財政状況を適正に表示

している。教育情報及び財務情報は、ホームページ上で公開している。  

 

＜テーマ 基準Ⅳ-A 理事長のリーダーシップの課題＞  

 「学校法人長野家政学園寄附行為」において、理事は５人以上７人以内となっている。

現在（令和２年５月１日現在）５人が選任されている。今後、いっそ理事会が役割を果た

せるよう、常任理事の増員等により、常任理事会機能の充実をより図っていきたい。学識

経験者を中心に理事の増員が課題である。  
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［テーマ 基準Ⅳ-B 学長のリーダーシップ］ 

 

［区分 基準Ⅳ-B-1 学習成果を獲得するために教授会等の短期大学の教学運営体制

が確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学長は、短期大学の運営全般にリーダーシップを発揮している。  

 ① 学長は、教学運営の最高責任者として、その権限と責任において、教授

会の意見を参酌して最終的な判断を行っている。  

 ② 学長は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見を有し

ている。 

 ③ 学長は、建学の精神に基づく教育研究を推進し、短期大学の向上・充実

に向けて努力している。 

 ④ 学長は、学生に対する懲戒（退学、停学及び訓告の処分）の手続を定め

ている。 

 ⑤ 学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督している。  

 ⑥ 学長は、学長選考規程等に基づき選任され、教学運営の職務遂行に努め

ている。 

（2） 学長等は、教授会を学則等の規定に基づいて開催し、短期大学の教育研究上

の審議機関として適切に運営している。  

 ① 教授会を審議機関として適切に運営している。  

 ② 学長は、教授会が意見を述べる事項を教授会に周知している。  

 ③ 学長は、学生の入学、卒業、課程の修了、学位の授与及び自ら必要と定

めた教育研究に関する重要事項について教授会の意見を聴取した上で決

定している。  

 ④ 学長等は、教授会規程等に基づき教授会を開催し、併設大学と合同で審

議する事項がある場合には、その規程を有している。  

 ⑤ 教授会の議事録を整備している。  

 ⑥ 教授会は、学習成果及び三つの方針に対する認識を共有している。  

 ⑦ 学長又は教授会の下に教育上の委員会等を規程等に基づいて設置し適切

に運営している。  

 

＜区分 基準Ⅳ-B-1 の現状＞ 

 小宮山直道現学長は「学校法人長野家政学園  長野女子短期大学学長推薦規程」に基づき、

理事会において推薦を受け、評議員会において選任されている。学長は、長く長野県職員

として福祉行政に幅広く携わった後、民間の専門学校の教員を経て本学に着任した。副学

長も経験した後の平成３０年４月に第５代学長に就任した。その間、長野市社会福祉協議

会理事や長野県福祉サービス運営適正化委員会委員などの社会活動にも積極的に参加して

きた。その経験に裏打ちされた学識は深く、また人格的にも優れ、山積する本学の諸課題

に対して率先して対応している。学長は、建学の精神である“配慮ある愛の実践”を基盤

として、教育研究、地域連携など本学の運営全般についてリーダーシップを発揮している。  
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大学運営の組織体制については、平成２８年度に大幅な見直しを行い、それまでとかく明

確さを欠くところのあった責任と権限と指揮命令系統の明確化を図った。教育部門と事務

管理部門にはっきりと分け、前者は学務部が、後者は事務局が担い、両者の有機的な連携

の下で業務を遂行していくこととした。以後も必要に応じ、より機能しやすい組織づくり

のための見直しを行っている。令和２年度からは、事務局の次長制を廃止し、新たに二つ

の部を設置することとした。その組織体制のもと、毎年度事務分掌を定め、組織的に業務

を進めている。  

学長は、教授会を「学則」および「教授会規程」に基づいて開催し、短期大学の教育研

究上の審議機関として適切に運営している。本学の教授会は、審議事項によって二段階に

分け、それぞれ構成メンバーを異にしている。審議事項のうち学生の懲戒など特に重大な

事項については、学長と教授、准教授によって構成される「教授の会」によって行い、ま

た、それ以外の事項については、他の教職員も含めた「拡大教授会」で審議されている。

「教授の会」には、審議事項に応じて事務局長他担当教職員の出席を求める場合もある。

「拡大教授会」は、原則として毎月第２・４金曜日を定例開催日としている。「教授の会」

は必要に応じて随時開催している。それぞれの議事録は、あらかじめ学長から任命された

教職員が作成整備している。  

 教授会とは別に大学運営を円滑に行う組織として、「専門委員会規程」に基づき専門委員

会を設けている。現在、教務委員会をはじめ 11 の委員会を設置し、それぞれ所管の事項に

ついて、関係部課等と連携しながら審議検討するとともに実行もしている。委員は学長が

委嘱し、委員会で審議検討された事項は教授会に提案あるいは報告される。また、日常の

大学運営について、学長は、事務局長、学務部長、教務部長、教務部長に学園長も含めて

情報共有と課題整理等の場を月１回定期的に設け、運営の円滑化を図っている。  

 学長は、毎年度始めに、その年に特に力を入れて重点的に取り組む課題を『重点項目と

して』教職員に提示し、メリハリをつけた運営を行っている。令和２年度の課題は、① 学

生募集活動の強化による入学定員の確保  ② 今後の専攻のあり方の具体的な内容について

の検討 ③ 自己点検・評価の実施 とした。 

 

 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-B 学長のリーダーシップの課題＞  

 短期大学を取り巻く環境が変化してきている中で、短期大学としての本学が、今後とも

社会の期待に応える教育機関としての役割を果たしていくためには様々な課題が山積して

いる。その課題解決のための学校運営には、学長によるリーダーシップとそれを支える体

制が重要である。  

 組織体制については、決して多くはない人員体制の中での組織についてさらに見直しが

必要である。事務部門と学務部門の役割分担、部（局）課と専門委員会の関連の整理、ま

た今後の本学のあり方を検討し企画する専門部署の構築などが課題である。  
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［テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンス］ 

 

［区分 基準Ⅳ-C-1 監事は寄附行為の規定に基づいて適切に業務を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 監事は、学校法人の業務及び財産の状況について適宜監査している。  

（2） 監事は、学校法人の業務又は財産の状況について、理事会及び評議員会に出

席して意見を述べている。  

（3） 監事は、学校法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書

を作成し、当該会計年度終了後 2 月以内に理事会及び評議員会に提出してい

る。 

 

＜区分 基準Ⅳ-C-1 の現状＞ 

適正な学校法人運営ができる体制の構築を行うためには、監事の役割が重要であり、監

査体制の充実を図ることが必要である。  

 監事は、定員２人のところ、現在２人が就任しており、理事会において選出した候補者

のうちから評議員会の同意を得て理事長が選任している。「学校法人長野家政学園寄付行

為」第１４条に基づいて、学校法人の業務及び財産の状況について適宜監査している。ま

た、理事会等に出席して、学校法人の業務及び財産の状況について、意見を述べている。  

 監事は、学校法人の業務及び財産の状況について、毎会計年度監査報告書を作成し、当

該会計年度終了後２ケ月以内に理事会等に提出している。  

 

 

［区分 基準Ⅳ-C-2 評議員会は寄附行為の規定に基づいて開催し、理事長を含め役

員の諮問機関として適切に運営している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 評議員会は、理事の定数の 2 倍を超える数の評議員をもって、組織してい

る。 

（2） 評議員会は、私立学校法の評議員会の規定に従い、運営している。  

 

＜区分 基準Ⅳ-C-2 の現状＞ 

 評議員会は、「学校法人長野家政学園寄附行為」の規定に基づき組織されており、理事会

の諮問機関として適切に運営されている。  

 「学校法人長野家政学園寄附行為」第２０条において、理事長はあらかじめ評議員会の

意見を聞かなければならない事項として、下記の事項を定めている。  

① 予算・借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く）及び

基本財産の処分並びに運用財産中の不動産及び積立金の処分  

② 事業計画 

③ 予算外の新たな義務の負担または権利の放棄  

④ 寄付行為の変更  

⑤ 合併 
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⑥ 目的たる事業の成功の不能による解散  

⑦ 寄附金品の募集に関する事項  

⑧ その他この法人の業務に関する重要事項で理事会において必要と認めるもの  

 

 なお、本規定は「私立学校法」第４２条の規定にも対応しており、評議員会は適正に運

営されている。評議員の選任は、「学校法人長野家政学園寄付行為」第２２条に基づき、法

人職員、卒業生、学識経験者から理事会において選出されている。評議員の定員について

は、「学校法人長野家政学園寄附行為」第１８条に基づき、定員１１人以上１６以内のとこ

ろ、現在１３人が就任しており（法人職員評議員 2 人、卒業生評議員３人、学識経験者評

議員 8 人）、理事数５人の２倍の数の評議員をもって構成されている。  

 

 

［区分 基準Ⅳ-C-3 短期大学は、高い公共性と社会的責任を有しており、積極的に情

報を公表・公開して説明責任を果たしている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点  

（1） 学校教育法施行規則の規定に基づき、教育情報を公表している。  

（2） 私立学校法の規定に基づき、財務情報を公開している。  

 

＜区分 基準Ⅳ-C-3 の現状＞ 

 「教育研究活動等」として、教育情報を学校教育法施行規則の規定に基づき、ホームペ

ージ等に公表している。 

 また、「財務情報」として、財務情報を私立学校法の規定に基づき、ホームページ等に公

開している。  

 

 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンスの課題＞  

 令和 2 年度より寄附行為の改正に伴い監事の権限責務が強化された。今までのような理

事会などにおいて、監事に学校法人の各種情報等を提供して監査の充実を図る体制を現在

とっているが、監事の監査業務が広範囲になっており、十分な情報提供が監事に対して行

われているとは言い難い状況にある。今後、理事会等の会議前後に意見交換の場を設ける

ことなどにより、監事の監査に必要な情報提供の機会を増やしていきたい。  

 評議員の定数及び評議員会の審議事項は「私立学校法」第４２条とそれを踏まえた「学

校法人長野家政学園寄付行為」に基づいており、理事会の諮問機関として適切に 運営さ

れている。評議員会における意見も、以前に比較し活発にはなってきている。 ただし、

評議員会の開催数は理事会開催数に比して少ないため、評議員に学校法人内外の情報等を

よりきめ細かく正確に提供して、評議員会の充実を図っていくことが必要である。  
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＜基準Ⅳ リーダーシップとガバナンスの改善状況・改善計画＞  

 組織体制については、平成３０年度から従来の教務課と学生課を統一し、「教務学生課」

とした。これは、限られた人員体制の中で、より機能的に動いていくためには、組織を細

分化するより、可能な限り統合化した方が適当と考えたからである。教務課と学生課は、

学生の修学と生活全般への支援が主たる業務であり、一体のものとして考えられる。新た

な組織として、今後の本学のあり方・方向性について情報収集、分析、検討、提言を中心

的に行う専門部署の設置を実現したい。  

監事による監査をいっそうの実行性のあるものにするために、監事に対する各種情報の

提供方法の工夫を検討してきた。又、監事と監査法人とのヒアリング等の実施による連携

を深め、双方との情報提供の機会を増やしてきた。  

評議員会については、開催回数等増やし各種情報の提供機会の増加の検討をしてきたが、

今後は理事会開催の回数に近づけるべくより開催回数の増加を図っていく。監事の評議員

会への出席率を高めるための工夫等を順次実施してきた。  

 ガバナンス全般については、法人事務局に内部監査部門を設置し、内部監査体制の構築

を図るべく検討をしてきたが、それらへの対応員数の確保等が困難であり、現在は内部監

査部門設置の実現には至っていない状況である。 

以上 

 


